
 北九州市立幼稚園規則の一部を改正する規則の一部を改正する規則をここに

公布する。 

 平成２９年３月３１日 

北九州市教育委員会 

 教育長 垣 迫 裕 俊   

北九州市教育委員会規則第４号 

北九州市立幼稚園規則の一部を改正する規則の一部を改正する規 

則 

北九州市立幼稚園規則の一部を改正する規則（平成２８年北九州市教育委員

会規則第９号）の一部を次のように改正する。 

付則第２項の前の見出し及び同項を削る。 

付則第３項に見出しとして「（経過措置）」を付し、同項中「平成２８年度

及び平成２９年度」を「平成２７年度から平成２９年度まで」に、「入園する

」を「入園した」に改め、同項を付則第２項とする。 

付則別表中 

「            「 

           を                    に、 

         」                     」 

「１０，３００」を「９，６００」に、「１１，４００」を「１１，３００」

に改める。 

   付 則 

 （施行期日等） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、付則別表の改正規定（「１

平成２８年度の

入園児の保育料 

（月額） 

円

０

１，０００

９，０００

９，５００

１１，０００

１２，０００

１２，７００

平成２７年度の

入園児の保育料

（月額） 

平成２８年度の

入園児の保育料 

（月額） 

円

０

円

０

０ １，０００

７，７００ ９，０００

７，７００ ９，５００

７，７００ １１，０００

７，７００ １２，０００

７，７００ １２，７００
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０，３００」を「９，６００」に、「１１，４００」を「１１，３００」に

改める部分に限る。）は、平成２９年４月１日から施行する。 

２ この規則（前項ただし書に規定する改正規定を除く。）による改正後の付

則第２項及び付則別表の規定は、平成２８年４月１日から適用する。 
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北九州市教育委員会労務職員就業規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。 

  平成２９年３月３１日 

北九州市教育委員会 

 教育長 垣 迫 裕 俊 

北九州市教育委員会規則第５号あああああああああああああああああああああ

ああ 北九州市教育委員会労務職員就業規則の一部を改正する規則 

 北九州市教育委員会労務職員就業規則（昭和３９年北九州市教育委員会規則

第２９号）の一部を次のように改正する。 

 第１６条の２（見出しを含む。）中「育児」の次に「又は介護」を加える。

付 則 

 この規則は、公布の日から施行する。       
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北九州市教育委員会事務局事務分掌規則及び北九州市教育機関事務分掌規則

の一部を改正する規則をここに公布する。 

平成２９年３月３１日 

                     北九州市教育委員会 

                      教育長 垣 迫 裕 俊 

北九州市教育委員会規則第６号 

北九州市教育委員会事務局事務分掌規則及び北九州市教育機関事 

務分掌規則の一部を改正する規則 

 （北九州市教育委員会事務局事務分掌規則の一部改正） 

第１条 北九州市教育委員会事務局事務分掌規則（昭和４３年北九州市教育委

員会規則第２１号）の一部を次のように改正する。 

  第１条総務部施設課の項及び同条学務部の項を削り、同条総務部の項の次

に次のように加える。 

  教職員部 

   教職員課 

    教職員係 

    人事制度係 

    服務争訟係 

   教職員給与課 

    給与制度係 

    給与支給係 

    労務厚生係 

    安全衛生係 

  学校支援部 

   学事課 

    学事係 

    就学係 

    学校経理係 

   学校保健課 

    保健係 

    給食係 

   施設課 

    管理係 

    建設係 

    整備係 
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第２条総務部総務課庶務係の項第４号中「県費負担教職員」を「学校職員

（幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、専修学校及び各種学

校に勤務する職員をいう。以下同じ。）」に改め、同条総務部総務課人事係

の項第４号中「こと」の次に「（北九州市立の小学校、中学校及び特別支援

学校の教職員の給与に関する条例（平成２８年北九州市条例第５７号）第２

条第１号に規定する教職員（以下「小中特支教職員」という。）に関するこ

とを除く。）」を加え、同条総務部施設課の項及び同条学務部の項を削り、

同条総務部の項の次に次のように加える。 

  教職員部 

教職員課 

   教職員係 

    （１） 部、課の庶務に関すること。 

    （２） 学校職員の人事に関すること。 

    （３） 学級編制に関すること。 

    （４） 学校職員の定数に関すること。 

    （５） 学校職員の採用に関すること。 

    人事制度係 

    （１） 学校職員の人事評価制度の企画、調査及び研究に関するこ 

     と。 

    （２） 学校職員の人事、研修及び人材育成（教職員係の主管に属 

するものを除く。）に関すること。 

     （３） 表彰（学校職員に係るものに限る。）に関すること。 

   服務争訟係 

    （１） 学校職員の服務に関すること。 

    （２） 学校職員の分限及び懲戒に関すること。 

教職員給与課 

    給与制度係 

     （１） 課の庶務に関すること。 

     （２） 小中特支教職員の給与に関する調査及び研究に関すること 

      。 

     （３） 小中特支教職員の給与に関すること。 

     （４） 小中特支教職員の旅費制度に関すること。 

  給与支給係 

     （１） 小中特支教職員の給与の予算及び決算に関すること。 

     （２） 小中特支教職員の給与の算定、支払、精算その他管理に関 
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すること。 

     （３） 小中特支教職員の児童手当及び子ども手当に関すること。 

  労務厚生係 

   （１） 教職員住宅、被服等に関すること。 

     （２） 学校職員の福利厚生に関すること。 

 （３） 小中特支教職員の勤務時間に関すること。 

     （４） 職員団体及び労働組合に関すること（小中特支教職員に関 

することに限る。）。 

   （５） 教職員互助会に関すること。 

  安全衛生係 

     （１） 学校職員の安全管理及び衛生管理に関すること。 

   （２） 教職員身体検査審議会に関すること。 

     （３） 学校職員の公務災害補償に関すること。 

 学校支援部 

  学事課 

   学事係 

    （１） 部、課の庶務に関すること。 

    （２） 学校の物品の管理換、保管換等に関すること。 

    （３） 学校の物品の出納及び保管事務の指導調整に関すること。 

    （４） 教材教具等の整備に関すること。 

    （５） 義務教育諸学校への就学に関すること。 

   就学係 

    （１） 教科書の無償給付に関すること。 

    （２） 準要保護児童生徒の認定に関すること。 

    （３） 就学補助（他課の主管に属するものを除く。）に関するこ 

と。 

    （４） 就学資金に関すること。 

   学校経理係 

    （１） 学校の管理運営に要する経費の予算及び決算に関すること 

     。 

    （２） 学校の管理運営費の経理に関すること。 

  学校保健課 

   保健係 

    （１） 課の庶務に関すること。 

    （２） 学校保健に関すること。 
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    （３） 学校保健関係団体に関すること。 

   給食係 

    （１） 学校給食に関すること。 

    （２） 学校給食協会その他の学校給食関係団体に関すること。 

   施設課 

    管理係 

    （１） 課の庶務に関すること。 

    （２） 学校用地に関すること。 

    （３） 学校施設の目的外使用許可に関すること。 

   建設係 

    （１） 学校の建設及び増改築に関すること。 

    （２） 学校の施設台帳に関すること。 

   整備係 

    （１） 校地及び校舎の維持修繕の計画及び実施に関すること。 

    （２） 校地及び校舎の一般的管理に関すること。 

第４条第３項中「権限移譲準備室長及び」を削る。 

第５条第１項第２号中「学務部長」を「教職員部長」に改め、同項中第４

号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

（３） 学校支援部長 

（北九州市教育機関事務分掌規則の一部改正） 

第２条 北九州市教育機関事務分掌規則（昭和５０年北九州市教育委員会規則

第１２号）の一部を次のように改正する。 

別表第１の指導部の項中 

「             「 

   を             に、 

  」             」 

「第４類」を「第３類」に改める。 

  付 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。 

 （北九州市奨学資金貸付審議会規則の一部改正） 

指導部 指導部 特別支援

教育課 
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２ 北九州市奨学資金貸付審議会規則（昭和３９年北九州市教育委員会規則第

２号）の一部を次のように改正する。 

第８条中「教育委員会学務部学事課」を「教育委員会事務局学校支援部学

事課」に改める。 

 （北九州市学校給食審議会規則の一部改正） 

３ 北九州市学校給食審議会規則（昭和３９年北九州市教育委員会規則第１１

号）の一部を次のように改正する。 

第８条中「教育委員会事務局学務部学校保健課」を「教育委員会事務局学

校支援部学校保健課」に改める。 

 （北九州市教職員身体検査審議会規則の一部改正） 

４ 北九州市教職員身体検査審議会規則（昭和４０年北九州市教育委員会規則

第３号）の一部を次のように改正する。 

  第９条中「教育委員会学務部教職員課」を「教育委員会事務局教職員部教

職員課」に改める。 

 （北九州市教育委員会職員安全衛生管理規則の一部改正） 

５ 北九州市教育委員会職員安全衛生管理規則（昭和５３年北九州市教育委員

会規則第８号）の一部を次のように改正する。 

  第３条中「福岡県市町村立学校職員定数条例（昭和３９年福岡県条例第５

０号）第１条に規定する者で」を削り、「もの」を「職員」に、「臨時的任

用職員」を「地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条第２項、

女子教職員の出産に際しての補助教職員の確保に関する法律（昭和３０年法

律第１２５号）第３条第１項、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成

３年法律第１１０号）第６条第１項第２号及び北九州市職員の配偶者同行休

業に関する条例（平成２６年北九州市条例第５７号）第９条第１項第２号の

規定により臨時的に任用される職員のうち北九州市職員の給与に関する条例

（昭和３８年北九州市条例第２４号）第２７条第１項の適用を受ける者及び

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給与に関する条例

（平成２８年北九州市条例第５７号）第４５条第１項の規定の適用を受ける

者」に改める。 

第８条中「学務部教職員課長」を「教職員部教職員課長」に改める。 

第９条の表中「福岡県市町村立学校職員定数条例（昭和３９年福岡県条例

第５０号）第１条に規定する者で北九州市立学校に勤務するものにあっては

、福岡県職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１０年福岡県条例第１

号）第１４条」を「北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員

の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成２８年北九州市条例第６０号

144



）の適用を受ける教職員にあっては、同条例第１４条第３項」に改める。 
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北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給料の調整額に関

する規則をここに公布する。

平成２９年 ３月３１日

                    北九州市教育委員会

                      教育長×垣×迫×裕×俊××

北九州市教育委員会規則第７号

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給料の×××

調整額に関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員

の給与に関する条例（平成２８年北九州市条例第５７号。以下「教職員給与

条例」という。）第１６条の規定に基づき、教職員の給料の調整額について

必要な事項を定めるものとする。

（調整額表）

第２条 教職員給与条例第１６条の規定により給料の調整を行う職は、別表第

１の左欄に掲げる勤務箇所に勤務する同表の中欄に掲げる教職員の占める職

とする。

２ 教職員の給料の調整額は、当該教職員に適用される給料表及び職務の級に

応じて別表第２に掲げる調整基本額（その額が給料月額の１００分の４．５

を超えるときは、給料月額の１００分の４．５に相当する額とし、その額に

１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額とする。）にその者

に係る別表第１の右欄に掲げる調整数を乗じて得た額（地方公務員の育児休

業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１０条第１項に規定する育

児短時間勤務をしている教職員（同法第１７条の規定による短時間勤務をす

ることとなった教職員を含む。）にあってはその額に北九州市立の小学校、

中学校及び特別支援学校の教職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（

平成２８年北九州市条例第６０号。以下「教職員勤務時間等条例」という。

）第２条第３項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項に規

定する勤務時間で除して得た数を、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１

号）第２８条の５第１項又は第２８条の６第２項の規定により採用された教

職員で同法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占めるものにあ

っては、その額に教職員勤務時間等条例第２条第４項の規定により定められ

たその者の勤務時間を同条第１項の規定により定められた勤務時間で除して

得た数をそれぞれ乗じて得た額）とし、その額に１円未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てた額とする。
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付×則

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。
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別表第１（第２条関係）

勤務箇所 教  職  員  調整数

特別支援学校 特別支援教育に直接従事することを本

務とする教職員（教職員給与条例第１

７条に規定する管理職手当の支給を受

ける職を占める教職員を除く。）

１

小学校及び中学校 （１） 学校教育法（昭和２２年法律

第２６号）第８１条に規定する特別

支援学級を担当し、特別支援教育に

直接従事することを本務とする教職

員

１

（２） 学校教育法施行規則（昭和２

２年文部省令第１１号）第１４０条

に規定する特別の教育課程による教

育を担当し、特別支援教育に直接従

事することを本務とする教職員

148



別表第２（第２条関係）

調 整 基 本 額 表

ア×教育職給料表（３）

職務の級 調整基本額

１級 ８，９００円

２級 １０，９００円

特２級 １１，３００円

３級 １２，０００円

４級 １２，９００円

イ×教育職給料表（４）

職務の級 調整基本額

１級 ８，３００円

２級 １０，８００円

特２級 １１，２００円

３級 １１，６００円

４級 １２，５００円
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北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の管理職手当及び管

理職員特別勤務手当に関する規則をここに公布する。

平成２９年 ３月３１日

             北九州市教育委員会

教育長 垣 迫 裕 俊

北九州市教育委員会規則第８号

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の管理職

手当及び管理職員特別勤務手当に関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員

の給与に関する条例（平成２８年北九州市条例第５７号。以下「教職員給与

条例」という。）第１７条及び第３０条の規定に基づき、教職員の管理職手

当及び管理職員特別勤務手当について必要な事項を定めるものとする。

（管理職手当）

第２条 教職員給与条例第１７条第１項に規定する教育委員会規則で指定する

職は、別表第１及び別表第２に掲げる職とし、同項の教育委員会規則で定め

る額は、次の各号に掲げる教職員の区分に応じ、当該各号に定める額とする

。

（１） 次号に掲げる教職員以外の教職員 当該教職員に適用される別表第

１のア及びイに掲げる給料表の別並びに当該教職員の属する職務の級及び

職の分類に応じ、同表の手当の月額の欄に定める額（地方公務員の育児休

業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１０条第１項に規定する

育児短時間勤務をしている教職員（同法第１７条の規定による短時間勤務

をすることとなった教職員を含む。以下「育児短時間勤務教職員等」とい

う。）及び同法第１８条第１項に規定する短時間勤務教職員にあっては、

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の勤務時間、休日

、休暇等に関する条例（平成２８年北九州市条例第６０号。以下「教職員

勤務時間等条例」という。）第２条第３項又は第５項の規定により定めら

れたその者の勤務時間を同条第１項の規定により定められた勤務時間で除

して得た数（以下「算出率」という。）を当該額に乗じて得た額とし、そ

の額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）

（２） 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の４第１項、

第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により

採用された教職員 当該教職員に適用される別表第２のア及びイに掲げる

給料表の別並びに当該教職員の属する職務の級及び職の分類に応じ、同表
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の手当の月額の欄に定める額（同法第２８条の５第１項又は第２８条の６

第２項に規定する短時間勤務の職を占める教職員にあっては、教職員勤務

時間等条例第２条第４項の規定により定められたその者の勤務時間を同条

第１項の規定により定められた勤務時間で除して得た数（育児短時間勤務

教職員等である場合にあっては、算出率）を当該額に乗じて得た額とし、

その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）

（管理職員特別勤務手当）

第３条 教職員給与条例第３０条第３項第１号の教育委員会規則で定める額は

、次の各号に掲げる職の区分に応じ、当該各号に定める額とする。ただし、

その勤務に従事した時間が４時間に満たない場合は、それぞれの額に１００

分の５０を乗じて得た額とする。

（１） 別表第１及び別表第２の４級の職にある者 ８，０００円

（２） 別表第１及び別表第２の３級の職にある者 ６，０００円

２ 教職員給与条例第３０条第３項第１号ただし書の教育委員会規則で定める

場合は、その勤務に従事した時間が８時間以上の場合とする。

３ 教職員給与条例第３０条第３項第２号の教育委員会規則で定める額は、次

の各号に掲げる職の区分に応じ、当該各号に定める額とする。

（１） 別表第１及び別表第２の４級の職にある者 ２，０００円

（２） 別表第１及び別表第２の３級の職にある者 １，５００円

４ 教職員給与条例第３０条第１項に規定する勤務をした後、引き続いて同条

第２項に規定する勤務をした教職員には、その引き続く勤務に係る同項の規

定による手当は支給しない。

（手当の支給）

第４条 管理職手当及び管理職員特別勤務手当は、月の初日から末日までを給

与期間とし、管理職手当にあってはその給与期間の給料の支給日に、管理職

員特別勤務手当にあっては一の給与期間の分を次の給与期間の給料の支給日

にそれぞれ支給する。ただし、教育長が特に必要があると認めた場合におい

ては、これらの支給日と異なる日に支給することができる。

２ 教職員が離職したときは、その日までの管理職手当及び管理職員特別勤務

手当を支給する。この場合において、管理職手当の額の計算は、日割計算に

よるものとする。

３ 教職員が死亡したときは、その月までの管理職手当及びその日までの管理

職員特別勤務手当を支給する。

４ 教職員が労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第２５条及び労働基準法

施行規則（昭和２２年厚生省令第２３号）第９条に規定する非常の場合の費
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用に充てるために管理職手当又は管理職員特別勤務手当を請求した場合にお

いては、それぞれの手当の支給日前であっても、管理職手当にあっては請求

の日までの当該手当を日割計算により、管理職員特別勤務手当にあっては請

求の日までの当該手当をその際支給する。

５ 教職員が月の初日以外の日に第２条各号に規定する教職員となった場合又

は同条各号に規定する教職員でなくなった場合（第２項及び第３項に規定す

る場合を除き、休職にされ、若しくは休職の終了により復職した場合又は北

九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給与に関する条例施

行規則（平成２９年北九州市人事委員会規則第１号）第１２条においてその

例によることとされた北九州市職員の給与に関する条例施行規則（昭和４１

年北九州市人事委員会規則第８号）第５条第１項第１号、第２号及び第４号

から第９号までに規定する場合を含む。次項において同じ。）における当該

給与期間の管理職手当は、日割計算により支給する。

６ 教職員が第２条各号に規定する教職員でなくなった場合には、その日まで

の管理職員特別勤務手当を支給する。

７ 教職員が月の初日から末日までの全日数にわたって勤務しない場合（教職

員給与条例第４７条第１項に規定する休職の場合、北九州市立の小学校、中

学校及び特別支援学校の教職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例施行

規則（平成２９年北九州市教育委員会規則第１４号）第１５条の病気休暇（

通勤（地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）第２条第２項及

び第３項に規定する通勤をいう。）による負傷又は疾病によるものに限る。

）の場合及び職員の職務に専念する義務の特例に関する規則（昭和４８年北

九州市人事委員会規則第１２号）第２条第２号の規定により職務に専念する

義務を免除された場合を除く。）は、管理職手当を支給しない。

８ 第２項、第４項及び第５項の規定による日割計算の方法は、その月の現日

数から週休日（教職員勤務時間等条例第４条に規定する週休日をいう。）の

日数を差し引いた日数を基礎として計算する。

（管理職員特別勤務実績簿）

第５条 教育委員会は、別に定める管理職員特別勤務実績簿を作成し、従事日

数その他の所要事項を記入し、かつ、これを保管するものとする。

（委任）

第６条 この規則に定めるもののほか、教職員の管理職手当及び管理職員特別

勤務手当の支給について必要な事項は、教育長が別に定める。

付 則

（施行期日）
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１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

（管理職手当に関する経過措置）

２ この規則の施行の日から平成３０年３月３１日までの間における第２条の

規定の適用については、同条各号列記以外の部分中「別表第１及び別表第２

」とあり、同条第１号中「別表第１」とあり、及び同条第２号中「別表第２

」とあるのは、「付則別表」とする。
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付則別表

ア 教育職給料表（３）

職務の級 職 職の分類 手当の月額

４級 特別支援学校の校長 Ⅰ群 ７４，０００円

Ⅱ群 ６４，８００円

Ⅲ群 ５５，０００円

３級 特別支援学校の副校

長又は教頭

Ⅰ群 ５３，９００円

Ⅱ群 ４５，０００円

備考 「Ⅰ群」、「Ⅱ群」及び「Ⅲ群」とは、教育長が別に定める職の分

類の区分をいう。イの表において同じ。

イ 教育職給料表（４）

職務の級 職 職の分類 手当の月額

４級 小学校又は中学校の

校長

Ⅰ群 ７０，１００円

Ⅱ群 ６１，４００円

Ⅲ群 ５２，６００円

３級 小学校又は中学校の

副校長又は教頭

Ⅰ群 ５１，３００円

Ⅱ群 ４２，８００円
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別表第１（第２条関係）

ア 教育職給料表（３）

職務の級 職 職の分類 手当の月額

４級 特別支援学校の校長 Ⅰ群 ８７，８００円

Ⅱ群 ８３，３００円

Ⅲ群 ７７，９００円

３級 特別支援学校の副校

長又は教頭

Ⅰ群 ５３，９００円

Ⅱ群 ４５，０００円

備考 「Ⅰ群」、「Ⅱ群」及び「Ⅲ群」とは、教育長が別に定める職の分

類の区分をいう。イの表において同じ。

イ 教育職給料表（４）

職務の級 職 職の分類 手当の月額

４級 小学校又は中学校の

校長

Ⅰ群 ８３，２００円

Ⅱ群 ７８，９００円

Ⅲ群 ７４，５００円

３級 小学校又は中学校の

副校長又は教頭

Ⅰ群 ５１，３００円

Ⅱ群 ４２，８００円
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別表第２（第２条関係）

ア 教育職給料表（３）

職務の級 職 職の分類 手当の月額

４級 特別支援学校の校長 Ⅰ群 ８０，５００円

Ⅱ群 ７６，２００円

Ⅲ群 ７２，０００円

３級 特別支援学校の副校

長又は教頭

Ⅰ群 ４０，４００円

Ⅱ群 ３３，７００円

備考 「Ⅰ群」、「Ⅱ群」及び「Ⅲ群」とは、教育長が別に定める職の分

類の区分をいう。イの表において同じ。

イ 教育職給料表（４）

職務の級 職 職の分類 手当の月額

４級 小学校又は中学校の

校長

Ⅰ群 ７８，５００円

Ⅱ群 ７４，４００円

Ⅲ群 ７０，２００円

３級 小学校又は中学校の

副校長又は教頭

Ⅰ群 ３９，６００円

Ⅱ群 ３３，０００円
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北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の特殊勤務手当に関

する規則をここに公布する。

平成２９年 ３月３１日

                    北九州市教育委員会

                      教育長×垣×迫×裕×俊××

北九州市教育委員会規則第９号

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の特殊勤×××

務手当に関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員

の給与に関する条例（平成２８年北九州市条例第５７号。以下「教職員給与

条例」という。）第３８条第４項及び第５項の規定に基づき、教職員の特殊

勤務手当（以下「手当」という。）について必要な事項を定めるものとする

。

（教職員給与条例第３８条第４項に規定する手当等）

第２条 教職員給与条例第３８条第４項に規定する教育委員会規則で定める手

当は、同条第２項第１号の教員特殊業務手当とする。

２ 教職員給与条例第３８条第４項に規定する教育委員会規則で定める時間は

、北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の勤務時間、休日

、休暇等に関する条例（平成２８年北九州市条例第６０号）第５条第１項又

は第２項に規定する勤務時間の割振りによる１日の正規の勤務時間の２分の

１に相当する時間とする。

（手当の支給日等）

第３条 手当は、一の給与期間の分を次の給与期間の給料の支給日に支給する

。ただし、教育長が特に必要があると認めた場合においては、給料の支給日

と異なる日に支給することができる。

第４条 教職員が離職し、又は死亡した場合においては、手当の支給日前であ

っても、離職し、又は死亡した日までの手当を支給するものとする。

第５条 教職員が労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第２５条に規定する

非常の場合の費用に充てるために手当を請求した場合においては、手当の支

給日前であっても、請求の日までの手当をその際支給するものとする。

第６条 手当に係る従事した１日とは、当該手当を支給される業務に従事した

日をいう。

第７条 教職員給与条例第３８条第２項第２号の教育業務連絡指導手当又は同

項第３号の多学年学級担当手当の支給を受けることを常例とする教職員が、

157



北九州市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例（昭和３８年北九州

市条例第１７号）第２条第３号の規定に基づき職務に専念する義務を免除さ

れた場合のうち選挙に関する事務に従事した場合その他教育長が特に必要が

あると認める場合又は公務のための旅行をした場合は、その者の当該免除さ

れた時間又は当該旅行をした期間における１日の正規の勤務時間内の公務の

ための旅行をした時間（以下この項において「旅行期間中の時間」という。

）は、その者の当該手当を支給される業務に従事した時間とする。ただし、

当該旅行をした期間が１箇月以上である場合にあっては、旅行期間中の時間

は、その者の当該手当を支給される業務に従事した時間としない。

（特殊勤務実績簿）

第８条 教育委員会は、別に定める特殊勤務実績簿を作成し、従事日数その他

の所要事項を記入し、かつ、これを保管しなければならない。

（委任）

第９条 この規則の施行について必要な事項は、教育長が定める。

付×則

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。
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北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の期末手当及び勤勉

手当に関する規則をここに公布する。

平成２９年 ３月３１日

             北九州市教育委員会

教育長×垣×迫×裕×俊

北九州市教育委員会規則第１０号

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の期末手

当及び勤勉手当に関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員

の給与に関する条例（平成２８年北九州市条例第５７号。以下「教職員給与

条例」という。）第３２条、第３４条から第３６条まで及び第４７条の規定

に基づき、教職員の期末手当及び勤勉手当について必要な事項を定めるもの

とする。

（期末手当の支給を受ける教職員）

第２条 教職員給与条例第３２条第１項前段の規定により期末手当の支給を受

ける教職員は、６月１日又は１２月１日（以下「期末手当基準日」という。

）に在職する教職員（教職員給与条例第３３条各号のいずれかに該当する者

を除く。）のうち、次に掲げる教職員以外の教職員とする。

（１） 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）

第２６条の５第１項に規定する自己啓発等休業をしている教職員

（２） 法第２６条の６第１項に規定する配偶者同行休業をしている教職員

（３） 無給休職者（法第２８条第２項第１号又は北九州市職員の分限に関

する条例（昭和３８年北九州市条例第１８号）第２条各号のいずれかに該

当して休職にされている教職員のうち、給与の支給を受けていない教職員

をいう。）

（４） 刑事休職者（法第２８条第２項第２号の規定に該当して休職にされ

ている教職員をいう。）

（５） 停職者（法第２９条の規定により停職にされている教職員をいう。

）

（６） 専従休職者（法第５５条の２第１項ただし書に規定する許可を受け

ている教職員をいう。）

（７） 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号。

以下「育児休業法」という。）第２条の規定により育児休業をしている教

職員のうち、北九州市職員の育児休業等に関する条例（平成４年北九州市
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条例第３号。以下「育児休業条例」という。）第７条第１項に規定する職

員以外の教職員

（８） 無給派遣職員（外国の地方公共団体の機関等に派遣される北九州市

職員の処遇等に関する条例（昭和６３年北九州市条例第３号）第４条第１

項に規定する一般の派遣職員（以下「派遣職員」という。）のうち、給与

の支給を受けていない教職員をいう。）

（９） 大学院修学休業職員（教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）

第２６条第１項に規定する大学院修学休業をしている教職員をいう。）

（１０） 無給法人派遣職員（公益的法人等への北九州市職員の派遣等に関

する条例（平成１３年北九州市条例第４３号。以下「派遣条例」という。

）第２条第１項の規定による派遣をされた教職員（以下「法人派遣職員」

という。）で、給与の支給を受けていない教職員をいう。）

第３条 教職員給与条例第３２条第１項後段の教育委員会規則で定める教職員

は、次に掲げる教職員とし、これらの教職員には、期末手当を支給しない。

（１） その退職し、若しくは失職し、又は死亡した日において前条各号の

いずれかに該当する教職員であった者

（２） その退職又は失職の後期末手当基準日までの間において次に掲げる

者（臨時又は非常勤である者（法第２８条の５第１項又は第２８条の６第

２項の規定により採用された職員（以下「再任用短時間勤務職員」という

。）、育児休業法第１８条第１項に規定する短時間勤務職員（以下「任期

付短時間勤務職員」という。）及び北九州市一般職の任期付職員の採用に

関する条例（平成１５年北九州市条例第６２号）第４条の規定により採用

された職員（以下「任期付条例第４条職員」という。）を除く。）を除く

。）となった者

  ア 教職員給与条例の適用を受ける教職員

イ 北九州市職員の給与に関する条例（昭和３８年北九州市条例第２４号

。以下「給与条例」という。）の適用を受ける職員

  ウ 企業職員（北九州市上下水道局企業職員の給与の種類及び基準を定め

る条例（昭和３８年北九州市条例第１２２号）、北九州市交通局企業職

員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和３９年北九州市条例第１０

７号）又は北九州市病院局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例

（昭和４２年北九州市条例第４０号）の適用を受ける職員をいう。以下

同じ。）

  エ 単純労務職員（北九州市職員の給与に関する条例等の一部を改正する

条例（昭和４１年北九州市条例第２６号）付則第２２項の規定の適用を
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受ける職員をいう。以下同じ。）

  オ 北九州市の特別職に属する地方公務員

 （３） その退職に引き続き次に掲げる者（臨時又は非常勤である者（再任

用短時間勤務職員、任期付短時間勤務職員、地方公共団体の一般職の任期

付職員の採用に関する法律（平成１４年法律第４８号）第５条各項に規定

する短時間勤務職員、国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第８１

条の５第１項に規定する短時間勤務の官職を占める者及び国家公務員の育

児休業等に関する法律（平成３年法律第１０９号）第２３条第２項に規定

する任期付短時間勤務職員を除く。）を除く。）となった者

  ア 北九州市の職員以外の地方公務員（教育長が定める者を除く。）

  イ 国家公務員（教育長が定める者を除く。）

  ウ 国立大学法人等（国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第２

条第１項に規定する国立大学法人及び同条第３項に規定する大学共同利

用機関法人並びに地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第

６８条第１項に規定する公立大学法人をいう。第９条第１項において同

じ。）に使用される者（教育長が定める者を除く。）

  エ 派遣条例第１０条に規定する特定法人の役職員（教育長が定める者を

除く。）

第４条 教職員給与条例第４７条第７項ただし書の教育委員会規則で定める教

職員は、前条第２号及び第３号に掲げる教職員とし、これらの教職員には期

末手当を支給しない。

第５条 期末手当基準日前１箇月以内において教職員給与条例の適用を受ける

常勤の教職員（教職員給与条例の適用を受ける教職員で第８条第２項第３号

に規定する教職員給与条例第４５条教職員又は非常勤職員以外の教職員をい

う。以下同じ。）、再任用短時間勤務教職員（法第２８条の５第１項又は第

２８条の６第２項の規定により採用された教職員をいう。以下同じ。）、任

期付短時間勤務教職員（育児休業法第１８条第１項に規定する短時間勤務職

員である教職員をいう。以下同じ。）又は任期付条例第４条教職員（北九州

市一般職の任期付職員の採用に関する条例第４条の規定により採用された教

職員をいう。以下同じ。）としての退職が２回以上ある者について前２条の

規定を適用する場合には、期末手当基準日に最も近い日の退職のみをもって

、当該退職とする。

（期末手当の算定基礎額につき加算を受ける教職員及び加算割合）

第６条 教職員給与条例第３２条第４項の教育委員会規則で定める教職員は、

別表第１の教職員の欄に掲げる教職員とする。
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２ 教職員給与条例第３２条第４項の１００分の２０を超えない範囲内で職務

の段階等に応じて教育委員会規則で定める割合は、別表第１の教職員の欄に

掲げる教職員の区分に対応する同表の加算割合の欄に定める割合とする。

第７条 教職員給与条例第３２条第４項の教育委員会規則で定める管理又は監

督の地位にある教職員は、教職員給与条例第１７条の規定に基づき管理職手

当の支給を受けることとなる職を占める教職員のうち、次に掲げる教職員（

休職にされている教職員のうち、教職員給与条例第４７条第１項の規定の適

用を受ける教職員（以下「公務等傷病による休職者」という。）以外の教職

員、派遣職員及び法人派遣職員を除く。）とする。

（１） 教育職給料表（３）の適用を受ける教職員のうち、職務の級が３級

の教職員で副校長の職を占める者及び４級の教職員

（２） 教育職給料表（４）の適用を受ける教職員のうち、職務の級が３級

の教職員で副校長の職を占める者及び４級の教職員

２ 教職員給与条例第３２条第４項の１００分の２５を超えない範囲内で教育

委員会規則で定める割合は、教育長が定める職の分類に応じて１００分の１

１、１００分の１０又は１００分の９とする。

（期末手当に係る在職期間）

第８条 教職員給与条例第３２条第２項に規定する在職期間は、教職員給与条

例の適用を受ける教職員として在職した期間とする。

２ 前項の期間の算定については、次に掲げる期間を除算する。

（１） 第２条第１号から第４号まで若しくは第９号に掲げる教職員又は育

児休業法第２条の規定により育児休業（１回の承認に係る育児休業の期間

（育児休業法第３条の規定により当該育児休業の期間の延長が承認された

場合にあっては、当該延長後の期間）が１月を超えないものを除く。）を

している教職員として在職した期間については、その２分の１の期間

（２） 育児休業法第１０条第１項に規定する育児短時間勤務をしている教

職員（育児休業法第１７条の規定による短時間勤務をすることとなった教

職員を含む。以下「育児短時間勤務教職員等」という。）として在職した

期間については、当該期間から当該期間に算出率（教職員給与条例第１１

条第１項に規定する算出率をいう。第２０条第２項第３号において同じ。

）を乗じて得た期間を控除して得た期間の２分の１の期間

（３） 第２条第５号若しくは第６号に掲げる教職員又は教職員給与条例第

４５条教職員（教職員給与条例第４５条第１項の規定の適用を受ける教職

員をいう。以下同じ。）若しくは非常勤職員（教職員給与条例第４６条の

規定の適用を受ける教職員をいう。以下同じ。）として在職した期間につ
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いては、その全期間

３ 教職員給与条例第４５条教職員又は非常勤職員で勤務日及び勤務時間が教

職員給与条例の適用を受ける常勤の教職員と同様であるものであった期間（

教育長が定める期間を除く。）については、前項の規定にかかわらず、除算

は行わない。

第９条 期末手当基準日以前６箇月以内の期間において、次に掲げる者が教職

員給与条例の適用を受ける教職員となった場合（第５号から第８号までに掲

げる者にあっては、引き続き教職員給与条例の適用を受ける教職員となった

場合に限る。）は、その期間内においてそれらの者として在職した期間は、

前条第１項の在職期間に算入する。

（１） 給与条例の適用を受ける職員

（２） 企業職員

（３） 単純労務職員

（４） 北九州市の特別職に属する地方公務員

（５） 北九州市の職員以外の地方公務員（教育長が定める者に限る。）

（６） 国家公務員（教育長が定める者に限る。）

（７） 国公立大学法人等に使用される者（教育長が定める者に限る。）

（８） 派遣条例第１０条に規定する特定法人の役職員（教育長が定める者

に限る。）

２ 前項の期間の算定については、前条第２項及び第３項の規定を準用する。

（一時差止処分）

第１０条 教職員給与条例第３３条及び第３４条（これらの規定を教職員給与

条例第３５条第５項及び第４７条第８項において準用する場合を含む。）に

規定する在職期間は、教職員給与条例の適用を受ける教職員として在職した

期間とする。

２ 前条第１項各号に掲げる者が引き続き教職員給与条例の適用を受ける教職

員となった場合は、それらの者として在職した期間は、前項の在職期間とみ

なす。

第１１条 教職員給与条例第３４条第２項（教職員給与条例第３５条第５項及

び第４７条第８項において準用する場合を含む。）の書面は、別に定める一

時差止処分書によるものとする。

２ 教職員給与条例第３４条第７項（教職員給与条例第３５条第５項及び第４

７条第８項において準用する場合を含む。）の説明書は、別に定める処分説

明書によるものとする。

第１２条 前２条に定めるもののほか、一時差止処分に関し必要な事項は、教
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育長が定める。

（勤勉手当の支給を受ける教職員）

第１３条 教職員給与条例第３５条第１項前段の規定により勤勉手当の支給を

受ける教職員は、６月１日又は１２月１日（以下「勤勉手当基準日」という

。）に在職する教職員（教職員給与条例第３５条第５項において準用する教

職員給与条例第３３条各号のいずれかに該当する者を除く。）のうち、次に

掲げる教職員以外の教職員とする。

（１） 第２条第１号から第６号まで又は第９号に掲げる教職員

（２） 育児休業法第２条の規定により育児休業をしている教職員のうち、

育児休業条例第７条第２項に規定する職員以外の教職員

（３） 派遣職員

（４） 法人派遣職員

第１４条 教職員給与条例第３５条第１項後段の教育委員会規則で定める教職

員は、次に掲げる教職員とし、これらの教職員には勤勉手当を支給しない。

ただし、第５号に掲げる者のうち、支給日に勤勉手当に相当する手当が支給

されない北九州市の地方公務員については、この限りでない。

（１） その退職し、若しくは失職し、又は死亡した日において休職にされ

ていた者。ただし、公務等傷病による休職者を除く。

（２） その退職し、若しくは失職し、又は死亡した日において第２条第１

号、第２号、第５号から第７号まで又は第９号に該当する教職員であった

者

（３） 派遣職員

（４） 法人派遣職員

（５） 第３条第２号及び第３号に掲げる者

２ 第５条の規定は、前項の場合に準用する。

（勤勉手当の総額）

第１５条 教育委員会が支給する勤勉手当の額の総額は、教職員給与条例第３

２条第３項又は第４項に規定する期末手当基礎額に相当する額に教職員給与

条例第３５条第２項に規定する教育委員会が定める割合を乗じて得た額の総

額を超えてはならない。

（勤勉手当の算定基礎額につき加算を受ける教職員及び加算割合）

第１６条 教職員給与条例第３５条第４項の教育委員会規則で定める教職員は

、別表第２の教職員の欄に掲げる教職員とする。

２ 教職員給与条例第３５条第４項の１００分の２０を超えない範囲内で職務

の段階等に応じて教育委員会規則で定める割合は、別表第２の教職員の欄に
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掲げる教職員の区分に対応する同表の加算割合の欄に定める割合とする。

第１７条 教職員給与条例第３５条第４項の教育委員会規則で定める管理又は

監督の地位にある教職員は、第７条第１項に規定する教職員とし、教職員給

与条例第３５条第４項の１００分の２５を超えない範囲内で教育委員会規則

で定める割合は、これらの教職員に係る第７条第２項に規定する割合とする

。

（勤勉手当の支給割合）

第１８条 教職員給与条例第３５条第２項に規定する教育委員会規則で定める

基準に従い、教育委員会が定める割合は、教職員の勤務期間による割合（次

条において「期間率」という。）に教職員の勤務成績による割合を乗じて得

た割合とする。

（勤勉手当の期間率）

第１９条 期間率は、勤勉手当基準日以前６箇月以内の期間における教職員の

勤務期間の区分に応じて、別表第３に定める割合とする。

（勤勉手当に係る勤務期間）

第２０条 前条に規定する勤務期間は、教職員給与条例の適用を受ける教職員

として在職した期間とする。

２ 前項の期間の算定については、次に掲げる期間を除算する。

（１） 第２条第１号、第２号、第５号、第６号若しくは第９号に掲げる教

職員又は教職員給与条例第４５条教職員若しくは非常勤職員として在職し

た期間

（２） 育児休業法第２条の規定により育児休業（１回の承認に係る育児休

業の期間（育児休業法第３条の規定により当該育児休業の期間の延長が承

認された場合にあっては、当該延長後の期間）が１月を超えないものを除

く。）をしている教職員として在職した期間

（３） 育児短時間勤務教職員等として在職した期間から当該期間に算出率

を乗じて得た期間を控除して得た期間

（４） 休職にされていた期間

（５） 教職員給与条例第２４条の規定により給与を減額された期間（北九

州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の勤務時間、休日、休

暇等に関する規則（平成２９年北九州市教育委員会規則第１４号）第１７

条第１項に規定する介護休暇（以下「介護休暇」という。）及び同規則第

１８条第１項に規定する介護時間（以下「介護時間」という。）により給

与を減額された期間を除く。）

（６） 公務外の負傷若しくは疾病（その負傷又は疾病が通勤（地方公務員
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災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）第２条第２項及び第３項に規定

する通勤をいう。）又は派遣職員、法人派遣職員若しくは派遣条例第１０

条に規定する特定法人の役職員の派遣先の業務に起因する場合を除く。以

下同じ。）又は介護休暇により勤務しなかった期間から週休日及び休日（

教職員給与条例第２６条第３項に規定する休日をいう。）を除いた日（再

任用短時間勤務教職員、任期付短時間勤務教職員又は任期付条例第４条教

職員のうち４週間につき１週間当たりの正規の勤務時間が割り振られた日

の数（以下この号において「１週間当たりの勤務日数」という。）が常勤

の教職員の１週間当たりの勤務日数に満たないものにあっては、北九州市

立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の勤務時間、休日、休暇等

に関する条例（平成２８年北九州市条例第６０号。以下「教職員勤務時間

等条例」という。）第２条第４項又は第５項の規定により定められたその

者の勤務時間を５で除して得た時間をもって１日とする。）が４５日を超

える場合には、その勤務しなかった全期間

（７） 公務外の負傷又は疾病により勤務しなかった期間に引き続き第４号

の期間（公務外の負傷又は疾病に係るものに限る。）がある場合には、前

号の規定にかかわらず、公務外の負傷又は疾病により勤務しなかった全期

間

（８） 介護時間の承認を受けて勤務しなかった期間が３０日を超える場合

には、その勤務しなかった全期間

（９） 育児休業法第１９条第１項の規定による部分休業の承認を受けて勤

務しなかった期間が３０日を超える場合には、その勤務しなかった全期間

３ 育児短時間勤務教職員等として在職した期間における前項第５号及び第６

号の期間を計算するに当たっては、時間を単位として計算するものとし、計

算して得た時間について、時間を日に換算するときは教職員勤務時間等条例

第５条第 1 項に規定する勤務時間の割振りによる１日の正規の勤務時間をも
って１日とする。

４ 第２項の規定にかかわらず、次に掲げる期間については、除算は行わない

。

（１） 第８条第３項に規定する期間

（２） 公務等傷病による休職者であった期間

（３） 教職員給与条例第２４条の規定により給与を減額された期間が、勤

勉手当基準日以前６箇月以内の期間において３時間以下の期間である場合

には、その期間

（４） 教職員給与条例第２４条の規定により給与を減額された期間のうち
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、北九州市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例（昭和３８年北

九州市条例第１７号）第２条の規定により職務に専念する義務を免除され

た期間

（５） 教職員給与条例第２４条の規定により給与を減額された期間のうち

、教職員勤務時間等条例第１４条第５項の規定により休暇を与えられた期

間

第２１条 第９条第１項の規定は、前条に規定する教職員給与条例の適用を受

ける教職員として在職した期間の算定について準用する。この場合において

、同項中「期末手当基準日」とあるのは、「勤勉手当基準日」と読み替える

ものとする。

２ 前項の期間の算定については、前条第２項各号に掲げる期間に相当する期

間を除算する。ただし、同条第４項の規定を適用する期間に相当する期間に

ついては、この限りでない。

（委任）

第２２条 この規則に定めるもののほか、教職員の期末手当及び勤勉手当の支

給について必要な事項は、教育長が別に定める。

付×則

（施行期日）

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

（読み替え）

２ 第７条第２項の規定の適用については、当分の間、同項中「１００分の１

１」とあるのは「１００分の９．９」と、「１００分の１０」とあるのは「

１００分の９」と、「１００分の９」とあるのは「１００分の８．１」とす

る。

３ 第１７条の規定の適用については、当分の間、同条中「第７条第２項」と

あるのは「付則第２項の規定により読み替えられた第７条第２項」とする。

 （期末手当及び勤勉手当の算定基礎額の加算に係る経過措置）

４ 第６条の規定の適用については、平成３０年３月３１日までの間、同条中

「別表第１」とあるのは「付則別表」とする。

５ 第７条第２項の規定の適用については、付則第２項の規定にかかわらず、

平成３０年３月３１日までの間、同項中「１００分の１１」とあり、「１０

０分の１０」とあり、及び「１００分の９」とあるのは、「零」とする。

６ 第１７条の規定の適用については、付則第３項の規定にかかわらず、平成

３０年３月３１日までの間、同条中「第７条第２項」とあるのは、「付則第

５項の規定により読み替えられた第７条第２項」とする。
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７ 第１６条の規定の適用については、平成３０年３月３１日までの間、同条

中「別表第２」とあるのは「付則別表」とする。
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付則別表

給料表 教職員 加算割合

教育職給料

表（３）

職務の級４級の教職員 １００分の１５

職務の級３級の教職員 １００分の１０（教育

長が別に定める教職員

にあっては、１００分

の１５）

職務の級特２級の教職員 １００分の１０

職務の級２級の教職員（教育長が

定める教職員に限る。）

１００分の５（教育長

が別に定める教職員に

あっては、１００分の

１０）

教育職給料

表（４）

職務の級４級の教職員 １００分の１５

職務の級３級の教職員 １００分の１０（教育

長が別に定める教職員

にあっては、１００分

の１５）

職務の級特２級の教職員 １００分の１０

職務の級２級の教職員（教育長が

定める教職員に限る。）

１００分の５（教育長

が別に定める教職員に

あっては、１００分の

１０）

行政職給料

表

職務の級３級の教職員 １００分の１０

職務の級２級及び１級の教職員（

教育長が定める教職員に限る。）

１００分の５

医療職給料

表（２）

職務の級３級の教職員 １００分の１０

職務の級２級及び１級の教職員（

教育長が定める教職員に限る。）

１００分の５

備考 教職員給与条例付則第３項の規定の適用を受ける教職員の加算割合

は、１００分の１５とする。
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別表第１（第６条関係）

給料表 教職員 加算割合

教育職給料

表（３）

職務の級４級、３級及び特２級の

教職員

１００分の１０

職務の級２級の教職員（教育長が

定める教職員に限る。）

１００分の５（教育長

が別に定める教職員に

あっては、１００分の

７．５）

教育職給料

表（４）

職務の級４級、３級及び特２級の

教職員

１００分の１０

職務の級２級の教職員（教育長が

定める教職員に限る。）

１００分の５（教育長

が別に定める教職員に

あっては、１００分の

７．５）

行政職給料

表

職務の級３級の教職員 １００分の５（教育長

が別に定める教職員に

あっては、１００分の

７．５）

医療職給料

表（２）

職務の級３級の教職員 １００分の５（教育長

が別に定める教職員に

あっては、１００分の

７．５）

備考 

１ この表の行政職給料表の項及び医療職給料表（２）の項教職員の欄

に掲げる教職員の属する職務の級の１級下位の職務の級に属する教職

員で教育長が特に必要と認めるものについては、加算割合が１００分

の５と定められている教職員の区分に属する教職員としてこの表に掲

げられているものとする。この場合においては、加算割合について、

教育長が別に定める教職員にあっては、１００分の７．５とする規定

は、適用しない。

２ 教職員給与条例付則第３項の規定の適用を受ける教職員の加算割合

は、１００分の１０とする。
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別表第２（第１６条関係）

給料表 教職員 加算割合

教育職給料

表（３）

職務の級４級、３級及び特２級の

教職員

１００分の１０

職務の級２級の教職員（教育長が

定める教職員に限る。）

１００分の５（教育長

が別に定める教職員に

あっては、１００分の

７．５）

教育職給料

表（４）

職務の級４級、３級及び特２級の

教職員

１００分の１０

職務の級２級の教職員（教育長が

定める教職員に限る。）

１００分の５（教育長

が別に定める教職員に

あっては、１００分の

７．５）

行政職給料

表

職務の級３級の教職員 １００分の５（教育長

が別に定める教職員に

あっては、１００分の

７．５）

医療職給料

表（２）

職務の級３級の教職員 １００分の５（教育長

が別に定める教職員に

あっては、１００分の

７．５）

備考 

１ この表の行政職給料表の項及び医療職給料表（２）の項教職員の欄

に掲げる教職員の属する職務の級の１級下位の職務の級に属する教職

員で教育長が特に必要と認めるものについては、加算割合が１００分

の５と定められている教職員の区分に属する教職員としてこの表に掲

げられているものとする。この場合においては、加算割合について、

教育長が別に定める教職員にあっては、１００分の７．５とする規定

は、適用しない。

２ 教職員給与条例付則第３項の規定の適用を受ける教職員の加算割合

は、１００分の１０とする。
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別表第３（第１９条関係）

勤務期間 割合

６箇月 １００分の１００

５箇月１５日以上６箇月未満 １００分の９５

５箇月以上５箇月１５日未満 １００分の９０

４箇月１５日以上５箇月未満 １００分の８０

４箇月以上４箇月１５日未満 １００分の７０

３箇月１５日以上４箇月未満 １００分の６０

３箇月以上３箇月１５日未満 １００分の５０

２箇月１５日以上３箇月未満 １００分の４０

２箇月以上２箇月１５日未満 １００分の３０

１箇月１５日以上２箇月未満 １００分の２０

１箇月以上１箇月１５日未満 １００分の１５

１５日以上１箇月未満 １００分の１０

１５日未満 １００分の５

零 零
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北九州市へき地等学校の指定に関する規則をここに公布する。

平成２９年 ３月３１日

                    北九州市教育委員会

教育長×垣×迫×裕×俊××

北九州市教育委員会規則第１１号

北九州市へき地等学校の指定に関する規則 

（趣旨）

第１条×この規則は、北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員

の給与に関する条例（平成２８年北九州市条例第５７号。以下「教職員給与

条例」という。）第４２条の規定に基づき、へき地等学校及びへき地学校の

級別を指定するものとする。

（へき地学校及びへき地学校の級別の指定）

第２条×教職員給与条例第３９条第１項に規定するへき地学校は、北九州市立

藍島小学校とし、同校に係る同条第２項に規定するへき地学校の級別の区分

は、３級とする。

付×則

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。
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北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の退職手当に関する

条例施行規則をここに公布する。

平成２９年 ３月３１日

                    北九州市教育委員会

                      教育長×垣×迫×裕×俊××

北九州市教育委員会規則第１２号

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の退職手

当に関する条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員

の退職手当に関する条例（平成２８年北九州市条例第５８号。以下「教職員

退職手当条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（教職員退職手当条例第２条第４号の教育委員会が定める日数）

第２条 教職員退職手当条例第２条第４号の教育委員会が定める日数は、１８

日とする。

（退職手当に係る基礎在職期間から除かれる休職月等）

第３条 教職員退職手当条例第４条第１項に規定する教育委員会規則で定める

休職月等は、次の各号に掲げる休職月等の区分に応じ、当該各号に定める休

職月等とする。

（１） 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２６条の５第１項に

規定する自己啓発等休業（北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校

の教職員の自己啓発等休業に関する条例（平成２８年北九州市条例第６１

号）第３条においてその例によることとされる北九州市職員の自己啓発等

休業に関する条例（平成２１年北九州市条例第６号）第１１条第２項の規

定により読み替えて適用される教職員退職手当条例第５条第４項に規定す

る場合に該当するものを除く。）若しくは同法第２６条の６第１項に規定

する配偶者同行休業により現実に職務をとることを要しない期間又は同法

第５５条の２第１項ただし書に規定する事由若しくはこれに準ずる事由に

より現実に職務をとることを要しない期間のあった休職月等（次号及び第

３号に規定する現実に職務をとることを要しない期間のあった休職月等を

除く。）×当該休職月等

（２） 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）

第２条第１項の規定による育児休業により現実に職務をとることを要しな

い期間（当該育児休業に係る子が１歳に達した日の属する月までの期間に

限る。）又は北九州市職員の育児休業等に関する条例（平成４年北九州市
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条例第３号）第１７条第１項の規定により現実に職務をとることを要しな

い期間とみなされる同法第１０条第１項の規定による育児短時間勤務（同

法第１７条の規定による勤務を含む。）の期間のあった休職月等 退職し

た者が属していた教職員退職手当条例第４条第１項各号に掲げる教職員の

区分（以下「教職員の区分」という。）が同一の休職月等がある休職月等

にあっては教職員の区分が同一の休職月等ごとにそれぞれその最初の休職

月等から順次に数えてその月数の３分の１に相当する数（当該相当する数

に１未満の端数があるときは、これを切り上げた数）になるまでにある休

職月等、退職した者が属していた教職員の区分が同一の休職月等がない休

職月等にあっては当該休職月等

（３） 第１号に規定する事由以外の事由により現実に職務をとることを要

しない期間のあった休職月等（前号に規定する現実に職務をとることを要

しない期間のあった休職月等を除く。） 退職した者が属していた教職員

の区分が同一の休職月等がある休職月等にあっては教職員の区分が同一の

休職月等ごとにそれぞれその最初の休職月等から順次に数えてその月数の

２分の１に相当する数（当該相当する数に１未満の端数があるときは、こ

れを切り上げた数）になるまでにある休職月等、退職した者が属していた

教職員の区分が同一の休職月等がない休職月等にあっては当該休職月等

（基礎在職期間に特定基礎在職期間が含まれる者の取扱い）

第４条 退職した者の基礎在職期間に教職員退職手当条例第３条第２項第２

号に掲げる期間及び公益的法人等への北九州市職員の派遣等に関する条例

（平成１３年北九州市条例第４３号）第１０条に規定する特定法人の役職

員として在職した期間（以下「特定基礎在職期間」という。）が含まれる

場合における教職員退職手当条例第４条第１項並びに前条及び次条の規定

の適用については、その者は、教育長の定めるところにより、次の各号に

掲げる特定基礎在職期間において当該各号に定める教職員として在職して

いたものとみなす。

（１） 教職員としての引き続いた在職期間（その者の基礎在職期間に含ま

れる期間に限る。）に連続する特定基礎在職期間 当該教職員としての引

き続いた在職期間の末日にその者が従事していた職務と同種の職務に従事

する教職員又は当該特定基礎在職期間に連続する教職員としての引き続い

た在職期間の初日にその者が従事していた職務と同種の職務に従事する教

職員（当該従事していた職務が教育長の定めるものであったときは、教育

長の定める職務に従事する教職員）

（２） 前号に掲げる特定基礎在職期間以外の特定基礎在職期間 当該特定
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基礎在職期間に連続する教職員としての引き続いた在職期間の初日にその

者が従事していた職務と同種の職務に従事する教職員（当該従事していた

職務が教育長の定めるものであったときは、教育長の定める職務に従事す

る教職員）

（教職員の区分）

第５条 退職した者は、その者の基礎在職期間の初日の属する月からその者の

基礎在職期間の末日の属する月までの各月ごとに別表の右欄に掲げるその者

の当該各月における区分に対応する同表の左欄に掲げる教職員の区分に属し

ていたものとする。この場合において、その者が同一の月において同表の右

欄に掲げる２以上の区分に該当していたときは、その者は、当該月において

、これらの区分のそれぞれに対応する同表の左欄に掲げる教職員の区分に属

していたものとする。

（調整月額に順位を付す方法等）

第６条 前条（第４条の規定により同条各号に定める教職員として在職してい

たものとみなされる場合を含む。）後段の規定により退職した者が同一の月

において２以上の教職員の区分に属していたこととなる場合には、その者は

、当該月において、当該教職員の区分のうち、調整月額が最も高い額となる

教職員の区分のみに属していたものとする。

２ 調整月額のうちにその額が等しいものがある場合には、その者の基礎在職

期間の末日の属する月に近い月に係るものを先順位とする。

（他の規定の適用）

第７条 この規則その他別に定めるものを除くほか、教職員の退職手当につい

ては、北九州市職員退職手当支給条例施行規則（昭和３８年北九州市規則第

２２号）及び失業者の退職手当支給規則（昭和４４年北九州市規則第２５号

）の適用を受ける職員の例による。

（委任）

第８条 この規則に定めるもののほか、教職員の退職手当の支給に関し必要な

事項は、教育長が別に定める。

付×則

（施行期日）

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

（旧県費負担教職員であった期間における教職員の区分）

２ 教職員退職手当条例付則第２項に規定する旧県費負担教職員であった期間

がある教職員のうちこの規則の施行の日以後に退職した者に対する第５条の

規定の適用については、同項中「別表」とあるのは「その者の基礎在職期間
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に含まれる時期の別により定める付則別表ア、イ若しくはウの表又は別表」

と、「同表」とあるのは「これらの表」とする。

177



付則別表

ア 平成８年４月１日から平成１８年３月３１日までの間の旧県費負担教職

員であった期間の基礎在職期間における教職員の区分についての表

第１号区分 福岡県職員の退職手当に関する条例の施行に関する規

則（昭和４９年福岡県人事委員会規則第２号。以下「

福岡県退職手当規則」という。）別表イの表の第４号

区分の項第７号又は第８号に該当する者

第２号区分 福岡県退職手当規則別表イの表の第５号区分の項第３

号、第７号又は第８号に該当する者

第３号区分 福岡県退職手当規則別表イの表の第６号区分の項第３

号、第７号又は第８号に該当する者

第４号区分 福岡県退職手当規則別表イの表の第７号区分の項第１

号、第３号、第７号又は第８号に該当する者

第５号区分 福岡県退職手当規則別表イの表の第８号区分の項第１

号、第３号、第７号又は第８号に該当する者

第６号区分 第１号区分から第５号区分までのいずれの教職員の区

分にも属しないこととなる者
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イ 平成１８年４月１日から平成２８年３月３１日までの間の旧県費負担教

職員であった期間の基礎在職期間における教職員の区分についての表

第１号区分 福岡県退職手当規則別表ロの表の第４号区分の項第７

号又は第８号に該当する者

第２号区分 福岡県退職手当規則別表ロの表の第５号区分の項第１

号、第３号、第７号又は第８号に該当する者

第３号区分 福岡県退職手当規則別表ロの表の第６号区分の項第１

号、第３号、第７号又は第８号に該当する者

第４号区分 福岡県退職手当規則別表ロの表の第７号区分の項第１

号、第３号、第７号又は第８号に該当する者

第５号区分 福岡県退職手当規則別表ロの表の第８号区分の項第１

号、第３号、第７号又は第８号に該当する者

第６号区分 第１号区分から第５号区分までのいずれの教職員の区

分にも属しないこととなる者
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ウ 平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの間の旧県費負担教

職員であった期間の基礎在職期間における教職員の区分についての表

第１号区分 福岡県退職手当規則別表ハの表の第４号区分の項第１

号、第７号又は第８号に該当する者

第２号区分 福岡県退職手当規則別表ハの表の第５号区分の項第１

号、第３号、第７号又は第８号に該当する者

第３号区分 福岡県退職手当規則別表ハの表の第６号区分の項第１

号、第３号、第７号又は第８号に該当する者

第４号区分 福岡県退職手当規則別表ハの表の第７号区分の項第１

号、第３号、第７号又は第８号に該当する者

第５号区分 福岡県退職手当規則別表ハの表の第８号区分の項第１

号、第３号、第７号又は第８号に該当する者

第６号区分 第１号区分から第５号区分までのいずれの教職員の区

分にも属しないこととなる者
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別表（第５条関係）

平成２９年４月１日以後の基礎在職期間における教職員の区分についての

表

第１号区分 （１） 北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学

校の教職員の給与に関する条例（平成２８年北九州

市条例第５７号。以下「教職員給与条例」という。

）の教育職給料表（３）の適用を受けていた者でそ

の属する職務の級が４級であったもの

（２） 教職員給与条例の教育職給料表（４）の適用

を受けていた者でその属する職務の級が４級であっ

たもの

第２号区分 （１） 教職員給与条例の教育職給料表（３）の適用

を受けていた者でその属する職務の級が３級であっ

たもの

（２） 教職員給与条例の教育職給料表（４）の適用

を受けていた者でその属する職務の級が３級であっ

たもの

第３号区分 （１） 教職員給与条例の教育職給料表（３）の適用

を受けていた者でその属する職務の級が２級であっ

たもののうち教育長の定めるもの又は特２級であっ

たもの

（２） 教職員給与条例の教育職給料表（４）の適用

を受けていた者でその属する職務の級が２級であっ

たもののうち教育長の定めるもの又は特２級であっ

たもの

（３） 教職員給与条例の行政職給料表の適用を受け

ていた者でその属する職務の級が特３級であったも

の

第４号区分 （１） 教職員給与条例の教育職給料表（３）の適用

を受けていた者でその属する職務の級が２級であっ

たもののうち教育長の定めるもの（第３号区分の適

用を受ける者を除く。）

（２） 教職員給与条例の教育職給料表（４）の適用

を受けていた者でその属する職務の級が２級であっ
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たもののうち教育長の定めるもの（第３号区分の適

用を受ける者を除く。）

（３） 教職員給与条例の行政職給料表の適用を受け

ていた者でその属する職務の級が３級であったもの

（４） 教職員給与条例の医療職給料表（２）の適用

を受けていた者でその属する職務の級が３級であっ

たもの

第５号区分 （１） 教職員給与条例の教育職給料表（３）の適用

を受けていた者でその属する職務の級が１級であっ

たもののうち教育長の定めるもの又は２級であった

もの（第３号区分及び第４号区分の適用を受ける者

を除く。）

（２） 教職員給与条例の教育職給料表（４）の適用

を受けていた者でその属する職務の級が１級であっ

たもののうち教育長の定めるもの又は２級であった

もの（第３号区分及び第４号区分の適用を受ける者

を除く。）

（３） 教職員給与条例の行政職給料表の適用を受け

ていた者でその属する職務の級が２級であったもの

（４） 教職員給与条例の医療職給料表（２）の適用

を受けていた者でその属する職務の級が２級であっ

たもの

第６号区分 第１号区分から第５号区分までのいずれの教職員の区

分にも属しないこととなる者
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 北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の旅費に関する条例

施行規則をここに公布する。

  平成２９年３月３１日

                     北九州市教育委員会

                      教育長 垣 迫 裕 俊   

北九州市教育委員会規則第１３号

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の旅費に

関する条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員

の旅費に関する条例（平成２８年北九州市条例第５９号。以下「条例」とい

う。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

 （自家用車による旅行の路程の計算）

第２条 条例第２条第２項に規定する路程の計算は、教育長が別に定めるとこ

ろにより行うものとする。

２ 前項の規定により計算した路程に１キロメートル未満の端数があるときは

、これを１キロメートルに切り上げるものとする。

 （自家用車による旅行の旅費）

第３条 条例第２条第２項に規定する教育委員会規則で定める１キロメートル

当たりの定額は、２０円とする。

 （移転料）

第４条 条例第４条においてその例によることとされる北九州市旅費条例（昭

和３８年北九州市条例第１０２号）別表第３の規定の適用については、同表

の課長、係長及びこれらに相当する職務とは、同表の備考第２号の規定にか

かわらず、次の表のとおりとする。

区分 教育職給料表（３）級別

基準職務表

教育職給料表（４）級別

基準職務表

課長及びこれに

相当する職務

４級の項の職務 ４級の項の職務

係長及びこれに

相当する職務

３級の項の職務 ３級の項の職務

２ 前項の表において「級別基準職務表」とは、北九州市立の小学校、中学校

及び特別支援学校の教職員の給与に関する条例（平成２８年北九州市条例第

５７号）別表第４をいう。

付 則
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この規則は、平成２９年４月１日から施行する。
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 北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の勤務時間、休日、

休暇等に関する条例施行規則をここに公布する。

  平成２９年３月３１日

北九州市教育委員会

                      教育長 垣 迫 裕 俊   

北九州市教育委員会規則第１４号

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の勤務時

間、休日、休暇等に関する条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員

の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成２８年北九州市条例第６０号

。以下「条例」という。）の規定に基づき、教職員（非常勤職員（地方公務

員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の５第１項又は第２８条の６第

２項の規定により採用された教職員（以下「再任用短時間勤務教職員」とい

う。）及び地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号

。以下「育児休業法」という。）第１８条第１項又は北九州市一般職の任期

付職員の採用に関する条例（平成１５年北九州市条例第６２号）第４条の規

定により採用された教職員（以下「任期付短時間勤務教職員」という。）を

除く。）及び地方公務員法第２２条第２項、女子教職員の出産に際しての補

助教職員の確保に関する法律（昭和３０年法律第１２５号）第３条第１項、

育児休業法第６条第１項第２号及び北九州市職員の配偶者同行休業に関する

条例（平成２６年北九州市条例第５７号）第９条第１項第２号の規定により

臨時的に任用される教職員（以下「臨時的任用教職員」という。）のうち北

九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給与に関する条例（

平成２８年北九州市条例第５７号）第４５条第１項の規定の適用を受けるも

のを除く。以下同じ。）の勤務時間、休日、休暇等について必要な事項を定

めるものとする。

 （勤務時間）

第２条 条例第２条第１項に規定する勤務時間は、１週間について３８時間４

５分とする。

２ 条例第２条第３項に規定する勤務時間は、育児休業法第１０条第１項に規

定する育児短時間勤務をしている教職員（育児休業法第１７条の規定による

短時間勤務をすることとなった教職員を含む。以下「育児短時間勤務教職員

等」という。）の１週間ごとの勤務日（条例第１２条第１項に規定する勤務

日をいう。以下同じ。）の日数又は勤務日ごとの勤務時間の時間数に応じ、
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４週間を超えない期間につき１週間当たり１９時間２５分から２４時間３５

分までの範囲内とする。

３ 条例第２条第４項に規定する勤務時間は、再任用短時間勤務教職員の職務

に応じ、４週間を超えない期間につき１週間当たり１５時間３０分から３１

時間までの範囲内とする。

４ 条例第２条第５項に規定する勤務時間は、任期付短時間勤務教職員の職務

に応じ、４週間を超えない期間につき１週間当たり３１時間までの範囲内と

する。

 （休憩時間）

第３条 休憩時間は４５分とし、教育長が定めるところにより、勤務時間の途

中に置くものとする。

２ 育児短時間勤務教職員等、再任用短時間勤務教職員及び任期付短時間勤務

教職員（以下「短時間勤務教職員」という。）の休憩時間は、教育長が別に

定める。

 （短時間勤務教職員の週休日）

第４条 条例第４条第３項本文に規定する短時間勤務教職員の週休日は、教育

長が別に定める。

 （勤務時間の割振り）

第５条 条例第５条第１項の人事委員会規則で定める勤務時間の割振りは、教

育長が定めるところにより１日について７時間４５分とする。

２ 前項の規定にかかわらず、短時間勤務教職員の勤務時間の割振りは、教育

長が別に定める。

 （勤務時間の割振り及び休憩時間の特例）

第６条 職務の性質又は恒常的な職務遂行上の特別の必要により、第３条及び

前条の規定により難いときは、教育委員会は、人事委員会の承認を得て、勤

務時間の割振り及び休憩時間について別段の定めをすることができる。

２ 教育長は、臨時的な職務遂行上の特別の必要があるときは、第３条及び前

条に規定する勤務時間の割振り及び休憩時間並びに前項の規定に基づく勤務

時間の割振り及び休憩時間を変更することができる。

 （育児時間）

第７条 生後２年に達しない子を育てる教職員は、あらかじめ教育委員会に申

し出て、１日について２回、１回について４５分の育児時間を受けることが

できる。ただし、配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者を含む。以下同じ。）が同一の日において育児時間（これに相当するも

のを含む。）を受ける場合又は１日の勤務時間が３時間５５分以下の育児短
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時間勤務教職員等である場合の当該教職員の育児時間は、教育長が別に定め

る。

２ 前項本文の規定にかかわらず、教育職員（北九州市立の小学校、中学校及

び特別支援学校の教職員の給与に関する条例第２条第２号に規定する教育職

員をいう。以下同じ。）が受けることのできる１回の育児時間は、３０分、

４５分又は６０分とする。ただし、１日に受ける育児時間の合計は、９０分

を超えることができない。

３ 前２項の規定にかかわらず、男性教職員は、次の各号のいずれかに該当す

る場合には、育児時間を受けることができない。

（１） 男性教職員が育児時間を受けようとする時間に、配偶者が育児時間

（これに相当するものを含む。）を受けている場合

（２） 配偶者が、出産を理由とする特別休暇（これに相当するものを含む

。）を受け、かつ、生後２年に達しない子を育てることができると教育長

が認める場合

（３） 前２号に定めるもののほか、男性教職員が育児時間を受けようとす

る時間において、配偶者が生後２年に達しない子を育てることができると

教育長が認める場合

 （育児短時間勤務教職員等に対して時間外勤務を命じることができる場合）

第８条 条例第８条ただし書の人事委員会規則で定める場合は、公務のため臨

時又は緊急の必要がある場合において、育児短時間勤務教職員等に同条ただ

し書に規定する勤務を命じなければ公務の運営に著しい支障が生ずると認め

られるときとする。

 （育児又は介護を行う教職員の時間外勤務等の制限）

第９条 条例第１０条第１項の人事委員会規則で定める者は、児童福祉法（昭

和２２年法律第１６４号）第６条の４第１号に規定する養育里親である教職

員（児童の親その他の同法第２７条第４項に規定する者の意に反するため、

同項の規定により、同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親として当

該児童を委託することができない教職員に限る。）に同法第２７条第１項第

３号の規定により委託されている当該児童とする。

２ 教職員は、条例第１０条第１項の規定による勤務の制限を請求する一の期

間について、その初日及び期間（１年又は１年に満たない月を単位とする期

間に限る。）を明らかにして、当該初日の前日までに同項の規定による請求

をしなければならない。

３ 条例第１０条第２項の人事委員会規則で定める者は、次に掲げる者とする

。
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 （１） 配偶者

 （２） ２親等以内の親族

（３） 教職員又は配偶者と事実上父母と同様の関係にある者で教職員と同

居しているもの

（４） 教職員と事実上子と同様の関係にある者で教職員と同居しているも

の

４ 第２項の規定は、要介護者を介護する教職員について準用する。

 （育児又は介護を行う教職員の深夜勤務の制限）

第１０条 条例第１１条第１項の人事委員会規則で定める者は、次の各号のい

ずれにも該当する者とする。

（１） 深夜において就業していない者（深夜における就業日数が１月につ

いて３日以下の者を含む。）であること。

（２） 負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により請求に係る子を

養育することが困難な状態にある者でないこと。

（３） ８週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）以内に出産する予

定である者又は産後８週間を経過しない者でないこと。

２ 教職員は、条例第１１条第１項の規定による深夜における勤務の制限を請

求する一の期間（１月以上６月以内の期間に限る。）について、その初日及

び末日とする日を明らかにして、当該初日の１月前までに同項の規定による

請求をしなければならない。

３ 教職員は、前項の請求をする場合には、配偶者が第１項の人事委員会規則

で定める者に該当しないこと等を明らかにする書類を提出しなければならな

い。

４ 第２項の規定は、要介護者を介護する教職員について準用する。

 （週休日の振替及び休日の代休）

第１１条 教育委員会は、条例第１２条第１項の規定により週休日の振替（勤

務日を週休日に変更して当該勤務日に割り振られた勤務時間を同項の勤務す

ることを命ずる必要がある日に割り振ることをいう。以下同じ。）を行う場

合においては、当該勤務することを命ずる必要がある日を起算日とする４週

間前の日から当該勤務することを命ずる必要がある日を起算日とする８週間

後の日までの期間内にある勤務日について行わなければならない。ただし、

週休日の振替を行った後において、週休日が４週間を通じ４日以上となるよ

うにしなければならない。

２ 教育職員について条例第１２条第１項の規定により週休日の振替を行う場

合にあっては、前項中「４週間前」とあるのは「８週間前」と、「８週間後
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」とあるのは「１６週間後」とする。

３ 教育委員会は、条例第１２条第２項の規定により代休日（休日に割り振ら

れた勤務時間の全部について特に勤務することを命じた場合において、当該

休日に代わる日として指定された日をいう。以下同じ。）を指定する場合に

おいては、勤務することを命じた休日を起算日とする８週間後の日までの期

間内にあり、かつ、当該休日に割り振られた勤務時間と同一の時間数の勤務

時間が割り振られた日（休日を除く。）について行わなければならない。た

だし、教職員があらかじめ代休日の指定を希望しない旨を申し出た場合には

、代休日を指定しないものとする。

 （有給休暇の種類）

第１２条 有給休暇は、年次休暇、特別休暇及び病気休暇とする。

 （年次休暇）

第１３条 年次休暇は、休暇年度（４月１日から翌年の３月３１日までの間を

いう。以下同じ。）に２０日を与える。ただし、休暇年度の中途において新

たに採用された教職員（公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関

する法律（平成１２年法律第５０号）第１０条第２項に規定する退職派遣者

（以下「退職派遣者」という。）であった者を除く。）のその休暇年度にお

ける年次休暇の日数は、その者の採用の月に応じ、別表第１のとおりとする

。

２ 前項の規定にかかわらず、短時間勤務教職員の年次休暇の日数は、次の各

号に掲げる教職員の区分に応じ、当該各号に掲げる日数（１日未満の端数が

あるときは、これを四捨五入して得た日数）とする。ただし、その日数が労

働基準法（昭和２２年法律第４９号）第３９条第３項の規定による日数に満

たないときは、同項の規定による日数とする。

（１） 斉一型短時間勤務教職員（短時間勤務教職員のうち、１週間ごとの

勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間の時間数が同一であるものをいう

。以下同じ。）  ２０日に斉一型短時間勤務教職員の１週間の勤務日の日

数を５日で除して得た数を乗じて得た日数（１週間当たりの勤務時間が第

２条第１項に定める勤務時間の４分の３以上となるものにあっては、２０

日）

（２） 不斉一型短時間勤務教職員（短時間勤務教職員のうち、斉一型短時

間勤務教職員以外のものをいう。以下同じ。） １５５時間に不斉一型短

時間勤務教職員の勤務時間を３８時間４５分で除して得た数を乗じて得た

時間数を、７時間４５分を１日として日に換算して得た日数（４週間ごと

の期間につき１週間当たりの勤務時間が第２条第１項に定める勤務時間の
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４分の３以上となるものにあっては、２０日）

３ 第１項の規定にかかわらず、臨時的任用教職員の休暇年度における年次休

暇の日数は、その任用の期間に応じ、別表第２のとおりとする。

４ 年次休暇は、１日、半日相当（始業の時刻から休憩時間の開始の時刻まで

又は休憩時間の終了の時刻から終業の時刻までの時間帯（３時間以上５時間

以下の場合に限る。）をいう。以下同じ。）又は１時間単位とする。

５ 前項の規定にかかわらず、年次休暇の残日数の全てを使用する場合におい

て、当該残日数に１時間未満の端数があるときは、当該端数を含め当該残日

数の全てを使用することができる。

６ 半日相当又は１時間を単位として使用した年次休暇を日に換算する場合は

、勤務日ごとの勤務時間の時間数をもって１日とする。

７ 第６条第１項の規定に基づき勤務時間の割振り又は休憩時間について別段

の定めがなされている場合及び条例第５条第２項又は第３項ただし書の規定

に基づく勤務時間の割振りがなされている場合で、第４項の規定により難い

ときは、年次休暇の区分又は単位については、同項の規定にかかわらず、同

項に規定する年次休暇の区分又は単位との均衡を考慮して教育長が別に定め

る。

８ 年次休暇は、教職員の請求する時季に与えるものとする。ただし、教育委

員会が業務に支障があると認めるときは、他の時季に与えることができる。

９ 週休日又は休日（以下「休業日」という。）をはさんで年次休暇を使用し

た場合は、当該休業日は、年次休暇として取り扱わない。

１０ 年次休暇のうち、その休暇年度内に使用しなかった日数があるときは、

２０日（短時間勤務教職員については、第２項の規定により与えられた年次

休暇の日数）を超えない範囲内の日数（当該休暇年度の翌年度の初日に勤務

形態が変更される場合にあっては、当該残日数に次条各号に掲げる場合に応

じ、当該各号に掲げる率を乗じて得た日数とし、１日未満の端数があるとき

はこれを切り捨てた日数とする。）を翌休暇年度に限り繰り越すことができ

る。

 （勤務形態の変更に伴う年次休暇の取扱い）

第１４条 次に掲げる場合において、１週間ごとの勤務日の日数又は勤務日ご

との勤務時間の時間数（以下この条において「勤務形態」という。）が変更

されるときの当該変更の日以後における教職員の年次休暇の日数は、当該休

暇年度の初日に当該変更の日の勤務形態を始めた場合にあっては前条第１項

又は第２項に規定する年次休暇の日数に同条第１０項の規定により当該休暇

年度の前年度から繰り越された年次休暇の日数を加えて得た日数とし、当該
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休暇年度の初日後に当該変更後の勤務形態を始めた場合において、同日以前

に当該変更前の勤務形態を始めたときにあっては当該日数から当該休暇年度

において当該変更の日の前日までに使用した年次休暇の日数を減じて得た日

数に、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める率を乗じて得た日数

（１日未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た日数）とし、当該

休暇年度の初日後に当該変更前の勤務形態を始めたときにあっては当該勤務

形態を始めた日においてこの条の規定により得られる日数から同日以後当該

変更の日の前日までに使用した年次休暇の日数を減じて得た日数に、次の各

号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める率を乗じて得た日数（１日未満の

端数があるときは、これを四捨五入して得た日数）とする。ただし、その日

数が労働基準法第３９条第３項の規定による日数に満たないときは、同項の

規定による日数とする。

（１） 再任用短時間勤務教職員及び育児短時間勤務教職員等以外の教職員

が１週間ごとの勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間の時間数が同一で

ある育児短時間勤務（以下この条において「斉一型育児短時間勤務」とい

う。）を始める場合、斉一型育児短時間勤務をしている教職員が引き続い

て勤務形態を異にする斉一型育児短時間勤務を始める場合又は育児短時間

勤務教職員等が斉一型育児短時間勤務若しくは斉一型短時間勤務（育児休

業法第１７条の規定による短時間勤務のうち、１週間ごとの勤務日の日数

及び勤務日ごとの勤務時間の時間数が同一であるものをいう。次号におい

て同じ。）を終える場合 勤務形態の変更後における１週間の勤務日の日

数を当該勤務形態の変更前における１週間の勤務日の日数で除して得た率

（２） 再任用短時間勤務教職員及び育児短時間勤務教職員等以外の教職員

が斉一型育児短時間勤務以外の育児短時間勤務（以下この条において「不

斉一型育児短時間勤務」という。）を始める場合、不斉一型育児短時間勤

務をしている教職員が引き続いて勤務形態を異にする不斉一型育児短時間

勤務を始める場合又は育児短時間勤務教職員等が不斉一型育児短時間勤務

若しくは育児休業法第１７条の規定による短時間勤務のうち斉一型短時間

勤務以外のものを終える場合 勤務形態の変更後における１週間当たりの

勤務時間の時間数を当該勤務形態の変更前における１週間当たりの勤務時

間の時間数で除して得た率

（３） 斉一型育児短時間勤務をしている教職員が引き続いて不斉一型育児

短時間勤務を始める場合 勤務形態の変更後における１週間当たりの勤務

時間の時間数を当該勤務形態の変更前における勤務日ごとの勤務時間の時

間数を７時間４５分とみなした場合の１週間当たりの勤務時間の時間数で
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除して得た率

（４） 不斉一型育児短時間勤務をしている教職員が引き続いて斉一型育児短

時間勤務を始める場合 勤務形態の変更後における勤務日ごとの勤務時間の

時間数を７時間４５分とみなした場合の１週間当たりの勤務時間の時間数を

当該勤務形態の変更前における１週間当たりの勤務時間の時間数で除して得

た率

 （病気休暇）

第１５条 病気休暇の基準は、別表第３のとおりとする。

 （特別休暇）

第１６条 特別休暇の基準は、別表第４のとおりとする。

 （介護休暇）

第１７条 介護休暇（条例第１４条第４項に規定する無給休暇をいう。以下同

じ。）は、教職員が要介護者を介護する必要がある場合であって、勤務しな

いことが相当であると認められるときに受けることができる。

２ 介護休暇の期間又は日数は、第９条第３項各号に掲げる者が条例第１４条

第４項に規定する介護を必要とする一の継続する状態ごとに、３回を超えず

、かつ、通算して６月を超えない期間内において必要と認められる期間又は

休暇年度に６０日（再任用短時間勤務教職員又は任期付短時間勤務教職員（

１週間当たりの勤務日数が５日の再任用短時間勤務教職員及び任期付短時間

勤務教職員を除く。）にあっては、６０日に条例第２条第４項又は第５項の

規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項の規定により定められ

た勤務時間で除して得た数を乗じて得た日数（１日未満の端数があるときは

、これを四捨五入して得た日数））を超えない範囲内において必要と認めら

れる日数とする。

３ 介護休暇は、１日、半日相当又は１時間単位とし、１時間単位の介護休暇

は１日を通じて４時間（当該介護休暇と要介護者を異にする次条に規定する

介護時間の承認を受けて勤務しない時間がある日については、４時間から当

該介護時間の承認を受けて勤務しない時間を減じた時間）の範囲内とする。

４ 第２項に規定する介護休暇の日数の算定に当たっては、半日相当又は１時

間を単位とする介護休暇を受けた日は、１日とする。

５ 第１３条第７項及び第９項の規定は、介護休暇に準用する。

 （介護時間）

第１８条 介護時間（条例第１４条第４項に規定する無給休暇をいう。以下同

じ。）は、教職員が要介護者の介護をするため、要介護者の各々が当該介護

を必要とする一の継続する状態ごとに、連続する３年の期間（当該期間内に
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当該要介護者に係る前条第２項に定める必要と認められる期間又は日数があ

る場合には、当該期間又は日数を除く。）内において１日の勤務時間の一部

につき勤務しないことが相当であると認められるときに受けることができる

。

２ 介護時間の期間は、前項に規定する期間内において１日につき２時間を超

えない範囲内で必要と認められる期間とする。

３ 介護時間の単位は、３０分とする。

４ 介護時間は、１日を通じ、始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連

続した２時間（育児休業法第１９条第１項の規定による部分休業の承認を受

けて勤務しない時間がある日については、当該２時間から当該部分休業の承

認を受けて勤務しない時間を減じた時間）を超えない範囲内の時間とする。

 （組合休暇）

第１９条 組合休暇（条例第１４条第５項に規定する無給休暇をいう。以下同

じ。）は、休暇年度に３０日（再任用短時間勤務教職員又は任期付短時間勤

務教職員（１週間当たりの勤務日数が５日の再任用短時間勤務教職員及び任

期付短時間勤務教職員を除く。）にあっては、３０日に条例第２条第４項又

は第５項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項の規定によ

り定められた勤務時間で除して得た数を乗じて得た日数（１日未満の端数が

あるときは、これを四捨五入して得た日数））を超えない範囲内で与えるこ

とができる。

２ 組合休暇は、１日、半日相当又は１時間単位とする。

３ 第１３条第５項から第７項まで及び第９項の規定は、組合休暇に準用する

。

 （年次休暇の手続）

第２０条 条例第１４条第２項の休暇を受けようとする教職員は、あらかじめ

教育委員会に届け出なければならない。

２ 教職員は、病気その他やむを得ない理由により、前項の規定によることが

できなかった場合には、その勤務しなかった日から休業日を除き、遅くとも

３日以内に、その理由を付して教育委員会に届け出なければならない。ただ

し、教育委員会が、この期間内に届け出ることができない正当な理由があっ

たと認める場合には、この限りでない。

 （病気休暇等の手続）

第２１条 条例第１４条第３項の有給休暇、介護休暇、介護時間及び組合休暇

を受けようとする教職員は、あらかじめ教育委員会の承認を受けなければな

らない。
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２ 教職員は、条例第１４条第３項の有給休暇（特別休暇のうちボランティア

活動を理由とする休暇を除く。）については、病気その他やむを得ない理由

により、前項の規定によることができなかった場合には、その勤務しなかっ

た日から休業日を除き、遅くとも３日以内に、その理由を付して教育委員会

の承認を受けなければならない。ただし、教育委員会は、この期間内に承認

を受けることができない正当な理由があったと認める場合には、その期間後

においても承認することができる。

３ 教職員が病気休暇の承認を受けようとするときは、医師の診断書を提出し

なければならない。ただし、引き続く３日以内（当該期間内に休業日がある

場合は、当該休業日を含む。）の病気休暇の承認を受けようとする場合にお

いて、当該病気休暇の初日又はその前日に医師の診察等を受けたことが確認

できる書類（当該病気休暇の初日又はその前日に医師の診察等を受けなかっ

たことがやむを得ないと教育委員会が認めたときは、当該病気休暇の初日の

翌日に医師の診察等を受けたことが確認できる書類）を提出したときは、こ

の限りでない。

４ 教職員が特別休暇のうちボランティア活動を理由とする休暇の承認を受け

ようとするときは、活動期間、活動の種類、活動場所、活動内容等活動の計

画を明らかにする書類を前日までに提出しなければならない。

５ 第１項の規定により介護休暇又は介護時間の承認を受けようとする教職員

は、あらかじめ介護休暇又は介護時間を受けようとする期間（以下「付与期

間」という。）について、教育委員会の承認を受けなければならない。

６ 教職員が前項の規定により付与期間の承認を受けようとするときは、医師

の診断書その他の証明書類（以下この項において「診断書等」という。）を

提出しなければならない。ただし、付与期間の承認を受けた教職員が当該付

与期間に引き続く付与期間の承認を受けようとする場合において、当初の付

与期間の承認を受けた際に提出した診断書等の内容に変更がないと教育委員

会が認めたときは、この限りでない。

 （補則）

第２２条 次の各号のいずれかに該当する職員が引き続きこの規則の適用を受

ける教職員（以下「規則適用異動教職員」という。）となった場合において

、その教職員がこの規則の適用を受ける日（以下「異動日」という。）の前

日までに適用を受けていた勤務時間、休日、休暇等に関する条例、規則及び

規程（以下「従前の条例等」という。）に基づき休業日に勤務し、かつ、異

動日以降の日について週休日の振替を行われ、又は代休日として指定されて

いるときは、当該週休日の振替を行われ、又は代休日として指定された日は
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、第１１条の規定により週休日の振替を行われ、又は代休日として指定され

た日とみなす。

（１） 北九州市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和３８年

北九州市条例第２０号）の適用を受ける職員

（２） 北九州市に勤務する地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）

第１５条第１項に規定する企業職員

（３） 北九州市に勤務する地方公務員法第５７条に規定する単純な労務に

雇用される職員

２ 規則適用異動教職員に対し異動日から異動日の属する休暇年度の末日まで

に与える年次休暇の日数は、第１３条第１項の規定にかかわらず、従前の条

例等に基づき使用できるとされた年次休暇の日数から異動日の前日までに既

に使用した年次休暇の日数を差し引いた日数とする。

３ 異動日の前日までに、従前の条例等に基づき規則適用異動教職員に与えら

れた病気休暇、特別休暇、介護休暇、介護時間及び組合休暇に相当する休暇

は、この規則の規定に基づき与えられたものとみなす。

第２３条 前条の規定は、公益的法人等への北九州市職員の派遣等に関する条

例（平成１３年北九州市条例第４３号）第２条第１項の規定により派遣され

た教職員が職務に復帰する場合について準用する。この場合において、前条

第１項中「異動日」とあるのは「職務に復帰した日」と読み替えるものとす

る。

２ 前条の規定は、退職派遣者が採用された場合について準用する。この場合

において、前条第１項中「異動日」とあるのは「採用の日」と読み替えるも

のとする。

 （委任）

第２４条 この規則に定めるもののほか、教職員の勤務時間、休日、休暇等に

関して必要な事項は、教育長が別に定める。

付 則

（施行期日）

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

 （経過措置）

２ この規則の施行の日（以下「施行日」という。）前に福岡県職員の勤務時

間、休暇等に関する規則（平成１０年福岡県人事委員会規則第５号。以下「

福岡県勤務時間規則」という。）の規定に基づき行われた決定その他の行為

は、この規則の相当規定により行われたものとみなす。

３ 施行日の前日から引き続き在職する教職員（施行日前において、地方公務
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員法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若し

くは第２項の規定により採用されている教職員を除く。）の施行日から平成

３０年３月３１日までの間（以下「平成２９年度」という。）における年次

休暇の日数は、第１３条第１項及び第１０項の規定にかかわらず、福岡県職

員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１０年福岡県条例第１号。以下「

福岡県勤務時間条例」という。）第１３条及び福岡県勤務時間規則第１２条

、第１２条の２及び第１３条の規定により平成２９年１月１日から同年１２

月３１日までの間（以下「平成２９年中」という。）に使用できることとさ

れた年次休暇の日数から、同年１月１日から施行日の前日までに使用した日

数を減じた日数に５日（育児短時間勤務教職員等及び再任用短時間勤務教職

員にあっては５日に育児短時間勤務教職員等又は再任用短時間勤務教職員の

１週間の勤務日の日数を５日で除して得た数を乗じて得た日数（１日未満の

端数があるときは、これを四捨五入して得た日数）、平成３０年３月３１日

が定年による退職の日となっている者にあっては１０日）を加えた日数とす

る。

４ 施行日の前日から引き続き在職する教職員（施行日前において、地方公務

員法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若し

くは第２項の規定により採用されている教職員に限る。）の施行日において

繰り越すことのできる年次休暇の日数は、第１３条第１０項の規定にかかわ

らず、福岡県勤務時間条例第１３条及び福岡県勤務時間規則第１２条、第１

２条の２及び第１３条の規定により平成２９年中に使用できることとされた

年次休暇の日数から、同年１月１日から施行日の前日までに使用した日数を

減じた日数とする。

５ 施行日以後に病気休暇を取得する者で当該病気休暇を取得する日（平成３

０年３月３０日までの間に限る。）の１年前から施行日の前日までの期間に

福岡県勤務時間条例第１４条に規定する病気休暇を取得した日があるものに

係る病気休暇の期間は、第１５条の規定にかかわらず、なお従前の例による

。

６ 施行日の前日から引き続き在職する教職員の平成２９年度における第１６

条に規定する有給休暇のうち、教職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで社

会に貢献する活動（専ら親族に対する支援となる活動を除く。）を行うこと

を理由とするものの日数は、別表第４の４の項の規定にかかわらず、福岡県

勤務時間規則第１６条第１項第４号の規定により平成２９年中に使用できる

とされた特別休暇の日数から、同年１月１日から施行日の前日までに使用し

た日数を減じた日数に、２日（再任用短時間勤務教職員（１週間当たりの勤
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務日数が５日の再任用短時間勤務教職員を除く。以下同じ。）にあっては、

２日に条例第２条第４項又は第５項の規定により定められたその者の勤務時

間を同条第１項の規定により定められた勤務時間で除して得た数を乗じて得

た日数（１日未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た日数））を

加えた日数の範囲内において必要と認められる日数とする。ただし、その日

数は５日（再任用短時間勤務教職員にあっては、５日に条例第２条第４項の

規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項の規定により定められ

た勤務時間で除して得た数を乗じて得た日数（１日未満の端数があるときは

、これを四捨五入して得た日数））を超えることができないものとする。

７ 施行日の前日から引き続き在職する教職員が結婚を理由として第１６条に

規定する有給休暇を受けようとする場合で、かつ、当該結婚の日が施行日前

である場合における当該休暇の取得期間については、別表第４の５の項の規

定にかかわらず、なお従前の例による。

８ 教育職員を除く施行日の前日から引き続き在職する教職員が出産を理由と

して第１６条に規定する有給休暇を受けようとする場合で、かつ、出産予定

日又は出産日が施行日前である場合における当該休暇の取得期間については

、別表第４の６の項の規定にかかわらず、当該出産日以前の取得可能期間か

ら出産日までの実取得期間を減じた期間で教育委員会が承認したもの（６週

間を限度（多胎妊娠の場合を除く。））にあっては、当該期間を出産日後８

週間に加算することができるものとする。

９ 施行日の前日から引き続き在職する教職員の配偶者が出産する場合で、当

該出産に係る子又は小学校就学の始期に達するまでの子（当該配偶者の子を

含む。）を養育する教職員が、これらの子の養育を理由として第１６条に規

定する有給休暇を受けようとする場合で、かつ、当該出産日が施行日前であ

る場合における当該休暇の取得期間については、別表第４の８の項の規定に

かかわらず、なお従前の例による。

１０ 施行日の前日から引き続き在職する教職員の平成２９年度における第１

６条に規定する有給休暇のうち、１２歳に達する日以後の最初の３月３１日

までの間にある子（配偶者の子及び条例第１０条第１項において子に含まれ

るものとされる者を含む。）を養育する教職員が、その子の看護（負傷し、

若しくは疾病にかかったその子の世話又は疾病の予防を図るために必要なも

のとして教育長が定めるその子の世話を行うことをいう。）を理由とするも

のの日数は、別表第４の９の項の規定にかかわらず、福岡県勤務時間規則第

１６条第１項第１５号の規定により平成２９年中に使用できることとされた

特別休暇の日数（施行日の前日までに１２歳に達している子を対象とするも

197



のを除く。）から、同年１月１日から施行日の前日までに使用した日数（施

行日の前日までに１２歳に達している子を対象とするものを除く。）を減じ

た日数に２日（子が２人の場合にあっては３日、子が３人以上の場合にあっ

ては５日）を加えた日数を超えない範囲内において必要と認められる日数と

する。ただし、その日数は５日（子が２人の場合にあっては１０日、子が３

人以上の場合にあっては１５日）を超えることができないものとする。

１１ 施行日の前日から引き続き在職する教職員の平成２９年度における第１

６条に規定する有給休暇のうち、要介護者の介護その他の教育長が定める世

話を行うことを理由とするものの日数は、別表第４の１０の項の規定にかか

わらず、福岡県勤務時間規則第１６条第１項第１６号の規定により平成２９

年中に使用できることとされた特別休暇の日数から、同年１月１日から施行

日の前日までに使用した日数を減じた日数に２日（要介護者が２人以上の場

合にあっては３日）を加えた日数を超えない範囲内において必要と認められ

る日数とする。ただし、その日数は５日（要介護者が２人以上の場合にあっ

ては、１０日）を超えることができないものとする。

１２ 施行日の前日から引き続き在職する教職員が親族の死亡を理由として、

第１６条に規定する有給休暇を受けようとする場合で、かつ、当該親族の死

亡の日が施行日前である場合における当該休暇の日数は、別表第４の付表の

規定にかかわらず、同表又は福岡県勤務時間規則第１６条第１項第１７号に

規定する日数のいずれか多い日数の範囲内において必要と認められる日数と

する。

１３ 施行日前に福岡県勤務時間条例第１６条の規定により介護休暇の承認を

受けている教職員で、要介護者の介護を必要とする一の状態について、同条

第２項に規定する期間（以下「介護休暇承認期間」という。）が満了してい

る場合は、第１７条第１項及び第２項の規定にかかわらず、施行日以後にお

いて当該介護を要する一の状態について、介護休暇を取得することができな

いものとする。

１４ 施行日前に福岡県勤務時間条例第１６条の規定により介護休暇の承認を

受け、かつ、要介護者の介護を必要とする一の状態について介護休暇承認期

間が満了していない者の施行日以後において受けることができる介護休暇の

期間は、第１７条第２項の規定にかかわらず、６月から、介護休暇承認期間

の起算日から施行日前までの期間（以下「施行日前介護休暇承認期間」とい

う。）を減じた期間（以下「施行日後介護休暇承認期間」という。）とし、

その期間は、３回を超えず、かつ、施行日前介護休暇承認期間から通算して

６月を超えない期間内において必要と認められる期間とする。ただし、この
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場合において、当該介護を必要とする一の状態について、施行日前の介護休

暇の実取得日数が６０日を超えていない場合にあっては、施行日以後におけ

る介護休暇の期間又は日数は、施行日後介護休暇承認期間を３回を上限とし

て分割した期間又は平成２９年度において６０日（再任用短時間勤務教職員

にあっては、６０日に条例第２条第４項の規定により定められたその者の勤

務時間を同条第１項の規定により定められた勤務時間で除して得た数を乗じ

て得た日数（１日未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た日数）

）とする。

１５ 施行日の前日から引き続き在職する教職員の平成２９年度における組合

休暇の日数は、第１９条第１項の規定にかかわらず、福岡県勤務時間条例第

１７条第３項の規定により、平成２９年中に与えることができるとされた組

合休暇の日数から、同年１月１日から施行日の前日までに使用した日数を減

じた日数に、８日（再任用短時間勤務教職員にあっては、８日に条例第２条

第４項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項の規定により

定められた勤務時間で除して得た数を乗じて得た日数（１日未満の端数があ

るときは、これを四捨五入して得た日数））を加えた日数を超えない範囲内

とする。ただし、その日数は３０日（再任用短時間勤務教職員にあっては、

３０日に条例第２条第４項の規定により定められたその者の勤務時間を同条

第１項の規定により定められた勤務時間で除して得た数を乗じて得た日数（

１日未満の端数があるときは、これを四捨五入して得た日数））を超えるこ

とができないものとする。

 （東日本大震災及び平成２８年熊本地震に伴う特別休暇の特例）

１６ 教職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで東日本大震災又は平成２８年

熊本地震の被災地又はその周辺の地域における生活関連物資の配布その他の

被災者を支援する活動（専ら親族に対する支援となる活動を除く。）を行う

ことを理由として、条例第１４条第３項に規定する有給休暇を受けようとす

る場合における第２１条及び別表第４の適用については、同条第２項及び第

４項中「ボランティア活動」とあるのは「ボランティア活動並びに東日本大

震災及び平成２８年熊本地震に係るボランティア活動」と、同表中

 「

４ ボラン

ティア活

動

休暇年度に５日（再任用

短時間勤務教職員又は任

期付短時間勤務教職員（

１週間当たりの勤務日数

が５日の再任用短時間勤

（１） 自発的に、かつ、

報酬を得ないで次に掲げ

る社会に貢献する活動（

専ら親族に対する支援と

なる活動を除く。）を行
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務教職員及び任期付短時

間勤務教職員を除く。以

下同じ。）にあっては、

５日に条例第２条第４項

又は第５項の規定により

定められたその者の勤務

時間を同条第１項の規定

により定められた勤務時

間で除して得た数を乗じ

て得た日数（１日未満の

端数があるときは、これ

を四捨五入して得た日数

））を超えない範囲内に

おいて必要と認められる

日数

う場合で、その勤務しな

いことが相当であると認

められるときに与えられ

るものとする。

ア 地震、暴風雨、噴火

等により相当規模の災

害が発生した被災地又

はその周辺の地域にお

ける生活関連物資の配

布その他の被災者を支

援する活動

イ 障害者支援施設、特

別養護老人ホームその

他の主として身体上若

しくは精神上の障害が

ある者又は負傷し、若

しくは疾病にかかった

者に対して必要な措置

を講ずることを目的と

する施設であって教育

長が定めるものにおけ

る活動

ウ ア及びイに掲げる活

動のほか、身体上若し

くは精神上の障害、負

傷又は疾病により常態

として日常生活を営む

のに支障がある者の介

護その他の日常生活を

支援する活動

（２） 休暇は、１日、半

日相当又は１時間単位と

する。

（３） 第１３条第５項か

ら第７項まで及び第９項
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の規定は、この休暇に準

用する。

                                  」

とあるのは、

「

４ ボラン

ティア活

動

休暇年度に５日（再任用

短時間勤務教職員又は任

期付短時間勤務教職員（

１週間当たりの勤務日数

が５日の再任用短時間勤

務教職員及び任期付短時

間勤務教職員を除く。以

下同じ。）にあっては、

５日に条例第２条第４項

又は第５項の規定により

定められたその者の勤務

時間を同条第１項の規定

により定められた勤務時

間で除して得た数を乗じ

て得た日数（１日未満の

端数があるときは、これ

を四捨五入して得た日数

））を超えない範囲内に

おいて必要と認められる

日数

（１） 自発的に、かつ、

報酬を得ないで次に掲げ

る社会に貢献する活動（

専ら親族に対する支援と

なる活動を除く。）を行

う場合で、その勤務しな

いことが相当であると認

められるときに与えられ

るものとする。

ア 地震、暴風雨、噴火

等により相当規模の災

害が発生した被災地又

はその周辺の地域にお

ける生活関連物資の配

布その他の被災者を支

援する活動（次項に規

定する東日本大震災及

び平成２８年熊本地震

に係るボランティア活

動を除く。）

イ 障害者支援施設、特

別養護老人ホームその

他の主として身体上若

しくは精神上の障害が

ある者又は負傷し、若

しくは疾病にかかった

者に対して必要な措置

を講ずることを目的と

する施設であって教育

長が定めるものにおけ
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る活動

ウ ア及びイに掲げる活

動のほか、身体上若し

くは精神上の障害、負

傷又は疾病により常態

として日常生活を営む

のに支障がある者の介

護その他の日常生活を

支援する活動

（２） 休暇は、１日、半

日相当又は１時間単位と

する。

（３） 第１３条第５項か

ら第７項まで及び第９項

の規定は、この休暇に準

用する。

４の２ 東

日本大震

災及び平

成２８年

熊本地震

に係るボ

ランティ

ア活動

休暇年度に１０日（再任

用短時間勤務教職員又は

任期付短時間勤務教職員

にあっては、１０日に条

例第２条第４項又は第５

項の規定により定められ

たその者の勤務時間を同

条第１項の規定により定

められた勤務時間で除し

て得た数を乗じて得た日

数（１日未満の端数があ

るときは、これを四捨五

入して得た日数））を超

えない範囲内において必

要と認められる日数

（１） 自発的に、かつ、

報酬を得ないで東日本大

震災又は平成２８年熊本

地震の被災地又はその周

辺の地域における生活関

連物資の配布その他の被

災者を支援する活動（専

ら親族に対する支援とな

る活動を除く。）を行う

場合で、その勤務しない

ことが相当であると認め

られるときに与えられる

ものとする。

（２） 休暇は、１日、半

日相当又は１時間単位と

する。

（３） 第１３条第５項か

ら第７項まで及び第９項

の規定は、この休暇に準

202



用する。

                                  」

とする。

（読替え）

１７ 当分の間、この規則中「人事委員会の承認を得て」とあるのは、「教育

委員会の承認を得て」と読み替えるものとする。

別表第１（第１３条関係）

             年次休暇の基準

採用月 年次休暇の日数 採用月 年次休暇の日数

４月 ２０日 １０月     １０日

５月 １８日 １１月      ８日

６月  １６日 １２月      ６日

７月 １５日 １月      ５日

８月 １３日 ２月      ３日

９月 １１日 ３月      １日

 備考 短時間勤務教職員にあっては、次の各号に掲げる教職員の区分に応

じ、当該各号に定める日数（１日未満の端数があるときは、これを四捨

五入して得た日数）とする。

  （１） 斉一型短時間勤務教職員 年次休暇の日数に斉一型短時間勤務

教職員の１週間の勤務日の日数を５日で除して得た数を乗じて得た日

数

  （２） 不斉一型短時間勤務教職員 年次休暇の日数に不斉一型短時間

勤務教職員の勤務時間を３８時間４５分で除して得た数を乗じて得た

日数

別表第２（第１３条関係）

任用の期間 年次休暇の日数

１月に達するまでの期間 １日

１月を超え２月に達するまでの期間 ３日

２月を超え３月に達するまでの期間 ５日

３月を超え４月に達するまでの期間 ６日

４月を超え５月に達するまでの期間 ８日

５月を超え６月に達するまでの期間 １０日

６月を超え７月に達するまでの期間 １１日

７月を超え８月に達するまでの期間 １３日

８月を超え９月に達するまでの期間 １５日
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９月を超え１０月に達するまでの期間 １６日

１０月を超え１１月に達するまでの期間 １８日

１１月を超え１年未満の期間 ２０日

備考 任用が更新された場合、更新時の年次休暇の残日数に、当初の任用

の始期から更新後の任用の終期までの期間に応じた日数から任用当初に

付与された日数を減じた日数を加算する。

別表第３（第１５条関係）

            病気休暇の基準

理由 期間

公務以外の負傷又は疾病（

予防注射又は予防接種によ

る著しい発熱等の場合も含

む。）

医師の証明書等に基づき最少限度必要と認

める期間。ただし、１年につき９０日間を

超えることはできない。

別表第４（第１６条関係）

              特別休暇の基準

理由 期間又は日数 備考

１ 公民権の行

 使

必要と認められる期間 選挙権その他公民とし

ての権利を行使する場

合に与えられるものと

する。

２ 証人等とし

ての官公署へ

の出頭

必要と認められる期間 裁判員、証人、鑑定人

、参考人等として国会

、裁判所、地方公共団

体の議会、人事委員会

その他の官公署に出頭

する場合に与えられる

ものとする。

３ 骨髄移植の

ための骨髄の

提供等

必要と認められる期間 骨髄移植のための骨髄

若しくは末 梢
しょう

血幹細

胞移植のための末梢血

幹細胞の提供希望者と

してその登録を実施す

る者に対しての登録の

申出に伴い、又は配偶
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者、父母、子及び兄弟

姉妹以外の者への骨髄

移植のための骨髄若し

くは末梢血幹細胞移植

のための末梢血幹細胞

の提供に伴う必要な検

査、入院等をする場合

に与えられるものとす

る。

４ ボランティ

ア活動

休暇年度に５日（再任用短

時間勤務教職員又は任期付

短時間勤務教職員（１週間

当たりの勤務日数が５日の

再任用短時間勤務教職員及

び任期付短時間勤務教職員

を除く。以下同じ。）にあ

っては、５日に条例第２条

第４項又は第５項の規定に

より定められたその者の勤

務時間を同条第１項の規定

により定められた勤務時間

で除して得た数を乗じて得

た日数（１日未満の端数が

あるときは、これを四捨五

入して得た日数））を超え

ない範囲内において必要と

認められる日数

（１） 自発的に、か

つ、報酬を得ないで

次に掲げる社会に貢

献する活動（専ら親

族に対する支援とな

る活動を除く。）を

行う場合で、その勤

務しないことが相当

であると認められる

ときに与えられるも

のとする。

ア 地震、暴風雨、

噴火等により相当

規模の災害が発生

した被災地又はそ

の周辺の地域にお

ける生活関連物資

の配布その他の被

災者を支援する活

動

イ 障害者支援施設

、特別養護老人ホ

ームその他の主と

して身体上若しく

は精神上の障害が

ある者又は負傷し
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、若しくは疾病に

かかった者に対し

て必要な措置を講

ずることを目的と

する施設であって

教育長が定めるも

のにおける活動

ウ ア及びイに掲げ

る活動のほか、身

体上若しくは精神

上の障害、負傷又

は疾病により常態

として日常生活を

営むのに支障があ

る者の介護その他

の日常生活を支援

する活動

（２） 休暇は、１日

、半日相当又は１時

間単位とする。

（３） 第１３条第５

項から第７項まで及

び第９項の規定は、

この休暇に準用する

。

５ 職員の結婚 休業日を除き、５日以内の

引き続く日数

結婚の日は、休暇の期

間内のいずれかの日又

は休暇の期間に連続す

る日でなければならな

い。ただし、教育職員

にあっては、結婚の日

前５日から当該結婚の

日後６月を経過する日

までの間に当該休暇を

取得できるものとする
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。

６ 職員の出産 医師又は助産師の証明に基

づき、出産の予定日以前８

週間目（多胎妊娠の場合に

あっては、１４週間目）に

当たる日から出産後８週間

目に当たる日までの期間（

以下「産前産後期間」とい

う。）においてあらかじめ

必要と認められる期間

（１） 出産の日が予

定日よりも著しく遅

れた場合は、速やか

にその旨を届け出な

ければならない。

（２） 出産は、妊娠

満１２週以後の分べ

んをいい、生産であ

ると死産であるとを

問わない。

（３） 出産の当日は

、産前の期間内に含

めるものとする。

（４） 教育職員に限

り、出産日以前の取

得可能期間から出産

日までの実取得期間

を減じた期間で、教

育委員会が承認した

もの（６週間を限度

（多胎妊娠の場合を

除く。））にあって

は、当該期間を出産

日後８週間に加算す

ることができる。

７ 配偶者の出

 産

教職員の配偶者が出産する

ために病院に入院する等の

日から当該出産の日後２週

間を経過する日までの期間

において３日（再任用短時

間勤務教職員又は任期付短

時間勤務教職員にあっては

、３日に条例第２条第４項

又は第５項の規定により定

（１） 教職員の配偶

者の出産に伴い勤務

しないことが相当で

あると認められる場

合に与えられるもの

とする。

（２） 休暇は、１日

、半日相当又は１時

間単位とする。
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められたその者の勤務時間

を同条第１項の規定により

定められた勤務時間で除し

て得た数を乗じて得た日数

（１日未満の端数があると

きは、これを四捨五入して

得た日数））を超えない範

囲内において必要と認めら

れる日数

（３） 第１３条第５

項から第７項まで及

び第９項の規定は、

この休暇に準用する

。

８ 男性職員の

育児参加

一の産前産後期間において

５日（再任用短時間勤務教

職員又は任期付短時間勤務

教職員にあっては、５日に

条例第２条第４項又は第５

項の規定により定められた

その者の勤務時間を同条第

１項の規定により定められ

た勤務時間で除して得た数

を乗じて得た日数（１日未

満の端数があるときは、こ

れを四捨五入して得た日数

））を超えない範囲内にお

いて必要と認められる日数

（１） 教職員の配偶

者が出産する場合で

、当該出産に係る子

又は小学校就学の始

期に達するまでの子

（配偶者の子を含む

。）を養育する教職

員が、これらの子の

養育のため勤務しな

いことが相当である

と認められるときに

与えられるものとす

る。

（２） 休暇は、１日

、半日相当又は１時

間単位とする。

（３） 第１３条第５

項から第７項まで及

び第９項の規定は、

この休暇に準用する

。

９ 子の看護 休暇年度に５日（子が２人

の場合にあっては１０日、

子が３人以上の場合にあっ

ては１５日）を超えない範

囲内において必要と認めら

（１） １２歳に達す

る日以後の最初の３

月３１日までの間に

ある子（配偶者の子

及び条例第１０条第
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れる日数 １項において子に含

まれるものとされる

者を含む。）を養育

する教職員が、その

子の看護（負傷し、

若しくは疾病にかか

ったその子の世話又

は疾病の予防を図る

ために必要なものと

して教育長が定める

その子の世話を行う

ことをいう。）のた

め勤務しないことが

相当であると認めら

れる場合に与えられ

るものとする。

（２） 休暇は、１日

、半日相当又は１時

間単位とする。

（３） 第１３条第５

項から第７項まで及

び第９項の規定は、

この休暇に準用する

。

１０ 短期介護 休暇年度に５日（要介護者

が２人以上の場合にあって

は、１０日）を超えない範

囲内において必要と認めら

れる日数

（１） 要介護者の介

護その他の教育長が

定める世話を行う教

職員が、当該世話を

行うため勤務しない

ことが相当であると

認められる場合に与

えられるものとする

。

（２） 休暇は、１日

、半日相当又は１時
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間単位とする。

（３） 第１３条第５

項から第７項まで及

び第９項の規定は、

この休暇に準用する

。

１１ 女性職員

の生理

１月につき２日を超えない

範囲内において必要と認め

られる日数

生理日の就業が著しく

困難な女性教職員に与

えられるものとする。

１２ 忌引 付表に定める期間内におい

て必要と認められる期間

１３ 父母等の

祭日

１日 慣習上父母、配偶者又

は子の祭し（神道の年

祭、仏教の法事等をい

う。）を行う場合に与

えられるものとする。

１４ 現住居の

滅失又は損壊

７日を超えない範囲内にお

いて必要と認められる期間

地震、水害、火災その

他の非常災害により教

職員の現住居が滅失し

、又は損壊した場合に

与えられるものとする

。

１５ 交通遮断 必要と認められる期間 次の各号のいずれかの

理由により、出勤する

ことが著しく困難であ

ると認められる場合に

与えられるものとする

。

（１） 感染症の予防

及び感染症の患者に

対する医療に関する

法律（平成１０年法

律第１１４号）の規

定による交通の制限

又は遮断
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（２） 地震、水害、

火災その他の非常災

害による交通の遮断

（３） 前２号に掲げ

るもののほか、交通

機関の事故その他の

不可抗力の事故の発

生による交通の遮断

１６ 退勤途上

の危険回避

必要と認められる期間 地震、水害、火災その

他の非常災害により教

職員が退勤途上におけ

る身体の危険を回避す

るため勤務しないこと

がやむを得ないと認め

られる場合に与えられ

るものとする。

１７ 夏季にお

ける健康保持

休暇年度の６月１日から９

月３０日までの間に６日（

再任用短時間勤務教職員又

は任期付短時間勤務教職員

にあっては、６日に条例第

２条第４項又は第５項の規

定により定められたその者

の勤務時間を同条第１項の

規定により定められた勤務

時間で除して得た数を乗じ

て得た日数（１日未満の端

数があるときは、これを四

捨五入して得た日数））を

超えない範囲内において必

要と認められる日数

（１） 夏季における

健康保持のため勤務

しないことが相当で

あると認められる場

合に与えられるもの

とする。

（２） 休暇は、１日

又は半日相当単位と

する。

（３） 第１３条第５

項から第７項まで及

び第９項の規定は、

この休暇に準用する

。

別表第４の付表

死亡した者 忌引日数

配偶者 １０日

血族 １親等の直系尊属（父母） １０日
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１親等の直系卑属（子）

２親等の直系尊属（祖父母）

２親等の直系卑属（孫）

２親等の傍系者（兄弟、姉妹）

３親等の傍系尊属（伯叔父母）

３親等の傍系卑属（甥姪）

４親等の傍系者（従兄弟、従姉妹）

１０日

５日

５日

５日

２日

２日

２日

姻族 １親等の直系尊属

１親等の直系卑属

２親等の直系尊属

２親等の傍系者

３親等の傍系尊属

５日

５日

２日

２日

１日

 備考

  １ 生計を一にする姻族の場合は、血族に準ずる。

２ いわゆる代襲相続の場合において、祭具等の継承を受けた者は、１

親等の直系血族に準ずる。
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 北九州市教職員表彰規則の一部を改正する規則をここに公布する。

  平成２９年３月３１日

                     北九州市教育委員会

教育長 垣 迫 裕 俊   

北九州市教育委員会規則第１５号

北九州市教職員表彰規則の一部を改正する規則

北九州市教職員表彰規則（昭和４０年北九州市教育委員会規則第６号）の一

部を次のように改正する。

第１条中「市町村立学校職員給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）第１

条」を「北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給与に関す

る条例（平成２８年北九州市条例第５７号）第２条第１号」に改める。

第４条中「職員に」を「教職員に」に改める。

第６条第２項中「１１月」を「２月１０日」に改め、同項に次のただし書を

加える。

ただし、その日が日曜日又は土曜日に当たる場合は、繰り上げて行うこと

ができる。

第８条各号列記以外の部分中「の各号」を「に掲げるところ」に改め、同条

第１号中「１０月３１日」を「２月９日」に改める。

   付 則

 この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

213



×北九州市教育委員会の権限に属する事務を市長の補助機関たる職員等に補助

執行させることに関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

××平成２９年３月３１日

                     北九州市教育委員会

教育長 垣 迫 裕 俊××

北九州市教育委員会規則第１６号

×××北九州市教育委員会の権限に属する事務を市長の補助機関たる職

員等に補助執行させることに関する規則の一部を改正する規則

北九州市教育委員会の権限に属する事務を市長の補助機関たる職員等に補助

執行させることに関する規則（平成元年北九州市教育委員会規則第１６号）の

一部を次のように改正する。

第２条中「市費負担職員」を「職員（北九州市立の小学校、中学校及び特別

支援学校の教職員の給与に関する条例（平成２８年北九州市条例第５７号）の

適用を受ける者を除く。）」に改める。

付 則

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

214



×北九州市教育委員会職員の職名等に関する規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。

××平成２９年３月３１日

                     北九州市教育委員会

教育長 垣 迫 裕 俊××

北九州市教育委員会規則第１７号

×××北九州市教育委員会職員の職名等に関する規則の一部を改正する×××

×××規則

北九州市教育委員会職員の職名等に関する規則（昭和３８年北九州市教育委

員会規則第６号）の一部を次のように改正する。

第１条中「臨時的任用職員」の次に「のうち北九州市職員の給与に関する条

例（昭和３８年北九州市条例第２４号）第２７条第１項又は北九州市立の小学

校、中学校及び特別支援学校の教職員の給与に関する条例（平成２８年北九州

市条例第５７号）第４５条第１項の規定の適用を受ける者」を加える。

第２条の表中

改める。

付 則

 （施行期日）

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

 （経過措置）

２ この規則の施行の際現に在職している職員で、この規則の施行の日の前日

まで学校事務の職務に従事していたものは、別に辞令を発せられない限り、

この規則の施行の日に、改正後の第２条に規定する学校事務職員に発令され

たものとみなす。

校務員 学校の環境の整備等の校務を行う職務 

学校事務職員 学校事務の職務

校務員 学校の環境の整備等の校務を行う職務 
に

を

「

「

」

」
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×北九州市立小中学校等管理規則の一部を改正する規則をここに公布する。

××平成２９年３月３１日

                     北九州市教育委員会

教育長 垣 迫 裕 俊××

北九州市教育委員会規則第１８号

×××北九州市立小中学校等管理規則の一部を改正する規則

北九州市立小中学校等管理規則（昭和３８年北九州市教育委員会規則第８号

）の一部を次のように改正する。

第２１条の見出し中「事務職員」を「学校事務職員」に改め、同条第１項各

号列記以外の部分中「事務職員（市費支弁職員を除く。）」を「学校事務職員

（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第３７条第１４項に規定する事務職

員をいう。）」に改め、同項各号を次のように改める。

（１） 主査

（２） 主任

（３） 係員

第２１条第２項及び第３項を削り、同条第４項中「事務主査」を「主査」に

改め、同項を同条第２項とし、同条第５項中「主任主事」を「主任」に改め、

同項を同条第３項とし、同条第６項中「主事」を「係員」に改め、同項を同条

第４項とする。

第２２条第１項各号列記以外の部分中「学校栄養職員」の次に「（学校給食

法（昭和２９年法律第１６０号）第７条に規定する職員のうち栄養教諭以外の

者をいう。）」を加え、同項各号を次のように改める。

 （１） 主査

 （２） 主任

 （３） 係員

 第２２条第２項中「技術主査」を「主査」に改め、同条第３項中「主任技師

」を「主任」に改め、同条第４項中「技師」を「係員」に改める。

付 則

（施行期日）

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

 （学校事務職員の職の特例）

２ 学校には、当分の間、改正後の第２１条第１項の規定にかかわらず、学校

事務職員の職として事務主幹の職を置くものとし、当該事務主幹の職務は、

なお従前の例による。
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北九州市教育委員会訓令第１号  

庁中一般

北九州市教育委員会事務専決規程の一部を改正する訓令を次のように定める

。 

  平成２９年３月３１日 

北九州市教育委員会 

 教育長 垣 迫 裕 俊 

北九州市教育委員会事務専決規程の一部を改正する訓令

北九州市教育委員会事務専決規程（昭和４４年北九州市教育委員会訓令第３

号）の一部を次のように改正する。

第１条中「権限移譲準備室長、」を削る。

別表の任用・配置の項中「学務部長」を「教職員部長」に、「県費負担事務

職員」を「学校事務職員」に改め、同表の給与（退職手当を除く。）の給料の

額の項中「市費負担職員」を「小中特支教職員以外の職員」に、「教職員課長

」を「教職員給与課長」に、「県費負担教職員」を「小中特支教職員」に改め

、同表の給与（退職手当を除く。）の給料の支給の項中

「             「

             を             に

」             」

改め、同表の給与（退職手当を除く。）の手当の項中

「             「

〔給与課長〕

市費負担職員

〔給与課長〕

小中特支教職員以外

の職員

〔教職員給与課長〕

小中特支教職員

〔給与課長〕

市費負担職員

〔教職員課長〕

県費負担教職員（扶

養手当、住居手当及

び通勤手当以外の手

当）

〔小学校長、中学校

長及び特別支援学校

長〕

県費負担教職員（扶

〔給与課長〕

小中特支教職員以外

の職員

〔教職員給与課長〕

小中特支教職員
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            を             に       

           」             」

改め、同表の服務の項中「学務部長」を「教職員部長」に改め、「並びに学校

職員（市費負担職員に限る。）の時間外勤務」を削り、同表の退職手当の裁定

及び支給（支給制限及び差止めを除く。）の項中

「             「    

            を             に

            」             」

改め、同表の児童手当及び子ども手当の認定の項中「市費負担職員」を「小中

特支教職員以外の職員」に、「教職員課長」を「教職員給与課長」に、「県費

負担教職員」を「小中特支教職員」に改め、同表の児童手当及び子ども手当の

支払の項中

「             「

             を             に

       」             」

改め、同表の注書第１項第３号中「、権限移譲準備室長」を削り、「コミュテ

ィ支援課長」を「コミュニティ支援課長」に改め、同項第６号中「市費負担職

員並びに県費負担教職員」を「職員」に改め、同項に次の２号を加える。

（７） 小中特支教職員 北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校

の教職員の給与に関する条例（平成２８年北九州市条例第５７号）第２

条第１号に規定する教職員をいう。

（８） 学校事務職員 北九州市教育委員会職員の職名等に関する規則（

昭和３８年北九州市教育委員会規則第６号）第２条に規定する学校事務

〔給与課長〕

市費負担職員

〔給与課長〕

小中特支教職員以外

の職員

〔教職員給与課長〕

小中特支教職員

〔給与課長〕

市費負担職員

〔給与課長〕

小中特支教職員以外

の職員

〔教職員給与課長〕

小中特支教職員

〔給与課長〕

市費負担職員

〔給与課長〕

小中特支教職員以外

の職員

〔教職員給与課長〕

小中特支教職員

養手当、住居手当及

び通勤手当）
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職員をいう。        

付 則 

この訓令は、平成２９年４月１日から施行する。
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北九州市教育委員会訓令第２号

知                            庁中一般

×北九州市教育委員会文書規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

××平成２９年３月３１日

                     北九州市教育委員会

教育長 垣 迫 裕 俊××

×××北九州市教育委員会文書規程の一部を改正する訓令

北九州市教育委員会文書規程（昭和４７年北九州市教育委員会訓令第１号）

の一部を次のように改正する。

          「昇給昇格等発  

           令通知書

           扶養親族届

           住居届     

           通勤届      

           扶養手当認定   

 書（確認票） 

           住居手当認定   

           書（確認票）   

           通勤手当認定    

           書（確認票）

           扶養手当登録

           票       「扶養親族届

           住居手当登録   住居届

           票        通勤届

別表の第３種の欄中 通勤手当登録 を 通勤状況確認 に改める。

           票        簿

           通勤費負担状   扶養控除等申

           況確認簿     告     」

           家賃等負担状

           況確認簿

           給与支給調書

           給与所得者の

           扶養控除等（

           異動）申告書

           給与所得者の
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           保険料控除申

           告書

給与所得者の

           住宅取得控除

           申告書   」    

  付 則

 （施行期日）

１ この訓令は、平成２９年４月１日から施行する。

 （経過措置）

２ 改正後の北九州市教育委員会文書規程（以下「新規程」という。）別表の

規定は、この訓令の施行の日（以下「施行日」という。）以後に職務上作成

し、又は取得した文書等（新規程第１条の文書等をいう。）について適用し

、施行日前に職務上作成し、又は取得した文書等については、なお従前の例

による。
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北九州市教育委員会教育長訓令第１号

庁中一般

×北九州市教育委員会事務局教育次長以下事務専決規程の一部を改正する訓令

を次のように定める。

××平成２９年３月３１日

                     北九州市教育委員会

教育長 垣 迫 裕 俊××

×××北九州市教育委員会事務局教育次長以下事務専決規程の一部を改

正する訓令

北九州市教育委員会事務局教育次長以下事務専決規程（昭和４４年北九州市

教育委員会教育長訓令第１号）の一部を次のように改正する。

第１条中「権限移譲準備室長、」を削る。

第３条中「学務部長」を「学校支援部長」に改める。

付 則

この訓令は、平成２９年４月１日から施行する。
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北九州市教育委員会教育長訓令第２号 

庁中一般 

 北九州市立学校職員出勤簿処理規程の一部を改正する訓令を次のように定め

る。

  平成２９年３月３１日

                     北九州市教育委員会

教育長 垣 迫 裕 俊   

北九州市立学校職員出勤簿処理規程の一部を改正する訓令

北九州市立学校職員出勤簿処理規程（平成１０年北九州市教育委員会教育長

訓令第５号）の一部を次のように改正する。

 題名を次のように改める。

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員出勤簿処

   理規程

 第１条中「（小学校、中学校及び特別支援学校に限る。以下「学校」という

。）」を削り、「市町村立学校職員給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）

第１条に規定する職員（以下「職員」を「北九州市立の小学校、中学校及び特

別支援学校の教職員の給与に関する条例（平成２８年北九州市条例第５７号）

第２条第１号に規定する教職員（以下「教職員」に改め、「よるものをいう」

の次に「。以下同じ」を加える。

 第２条第１項及び第２項中「各学校」を「小学校、中学校及び特別支援学校

」に改める。

 第３条第１項及び第５項、第５条、第６条並びに第７条第１項中「職員」を

「教職員」に改める。

 第９条中「職員は」を「教職員は、」に改める。

 第１０条中「学務部長」を「教職員部長」に改める。

 第２号様式中「管理係長」を「服務争訟係長」に、「学務部長」を「教職員

部長」に改める。

   付 則

 この訓令は、平成２９年４月１日から施行する。

223



北九州市教育委員会告示第２号 

 北九州市文化財保護条例（昭和４５年北九州市条例第３２号）第４条第１項の規定に

基づき、北九州市指定文化財について次のとおり指定等を行う。 

  平成２９年３月３１日 

北九州市教育委員会 

教育長 垣 迫 裕 俊 

１ 新たに指定するもの 

指定区分 名称・員数 所在場所 
所有者の 

住所氏名 

有形文化財

（工芸品） 

銅製鰐口 

（１口） 

北九州市小倉南区大字市

丸１０４１番 

北九州市小倉南区大字市丸

１０４１番 

宗教法人大清水神社 

２ 追加指定するもの 

指定区分 名称 追加されるもの 所在場所 
所有者の 

住所氏名 

有形文化財

（工芸品） 

小倉藩主小

笠原忠真一

族の具足 

（有形第１

１号、昭和

５２年３月

２２日指定

） 

黒漆塗越中頭形兜 

（１頭） 

鉄錆地塗小篠繋佩楯

（１腰） 

銀箔押板佩楯 

（１腰) 

朱漆塗瓢籠手 

（１隻) 

朱漆塗面頬 

（１面) 

北九州市八幡東

区東田２丁目４

番１号 

北九州市立自然

史・歴史博物館

北九州市小倉北

区寿山町６番７

号 

宗教法人福聚寺

３ 指定文化財の名称および内容変更 

（１） 対象となる指定文化財 

指定区分 名称 所在場所 
所有者の 

住所氏名 

有形文化財 

（工芸品） 

小倉藩主小笠原忠真一族の具

足 

（有形第１１号、昭和５２年

３月２２日指定） 

北九州市八幡東

区東田二丁目４

番１号 

北九州市立自然

史・歴史博物館

北九州市小倉北区寿

山町６番７号 

宗教法人福聚寺 

（２） 内容変更箇所 

旧名称 新名称 

浅黄威胴丸具足 

（小笠原秀政着用） 

栗色革包萌黄糸威腰取仏丸胴具足 

藤色威本小札胴丸具足 

（小笠原忠脩着用） 

朱漆塗本小札紫糸威丸胴具足 

毛抜威胴丸具足 

（小笠原忠政着用） 

碁石頭伊予札萌黄糸威段替丸胴具足 

(小笠原忠真着用) 

224



北九州市選挙管理委員会告示第１８号 

 平成２９年１月２９日執行の北九州市議会議員一般選挙における候補者の選

挙運動に関する第３回目の収支報告書の要旨は、別紙のとおりである。 

  平成２９年３月３１日 

                      北九州市選挙管理委員会 

                      委員長 日 髙 義 隆 
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１　選挙の種類　　
　　平成２９年１月２９日執行　北九州市議会議員一般選挙（若松区選挙区）　　
２　公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出の金額の制限額

円
３　報告書の要旨

　収　入 　支　出
主たる寄附 人件費 円

（職業） （寄附額） 家屋費
円　選挙事務所費
　集合会場費
通信費
交通費
印刷費
広告費
文具費

その他の寄附 食糧費
休泊費

その他の収入 雑費

今　　回　　計 今　　回　　計
前　　回　　計 前　　回　　計
総　　　　　計 総　　　　　計

円

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

（法定選挙運動費用額） ５,７９９,１００

候補者氏名 野村　まゆみ
所属
党派

民進党
期間

平成２９年
２月２６日

から
第３回分

出納責任者氏名 野村　陽一
平成２９年
３月８日

まで

６０,０００
（氏名・団体名）

０
０

０

２４,１１１
０
０
０
０

０ 件 ０ ０
０

０ ９,０３６

０ ９３,１４７

平成２９年３月１０日 第３回報告分

支出のうち
公費負担相当額

項目 金　額
ポスターの作成 ２７８,４７８

１,８００,０００ ９８５,８１８
１,８００,０００ １,０７８,９６５

報告書受理年月日
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北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給与に関する条例

施行規則をここに公布する。

平成２９年３月３１日

             北九州市人事委員会委員長 河 原 一 雅  

北九州市人事委員会規則第１号

北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給与に   

関する条例施行規則

（趣旨）

第１条×北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給与に関す

る条例（平成２８年北九州市条例第５７号。以下「教職員給与条例」という

。）の施行については、別に定めるもののほか、この規則の定めるところに

よる。

（口座振替の申出等）

第２条×教職員給与条例第３条第１項ただし書に規定する申出は、書面を教育

委員会に提出して行うものとする。申出を変更する場合又は取り消す場合に

ついても、同様とする。

２×前項の書面の様式その他教職員給与条例第３条第１項に規定する口座振替

に関し必要な事項は、教育委員会が定める。

（扶養手当の随時確認）

第３条×教育委員会は、現に扶養手当の支給を受けている教職員の扶養親族が

教職員給与条例第１８条第２項の扶養親族たる要件を具備しているかどうか

及び扶養手当の月額が適正であるかどうかを随時確認するものとする。

２ 教育委員会は、前項の規定による随時確認を行う場合において必要と認め

るときは、教職員に対し扶養の事実等を証明するに足る書類の提出を求める

ことができる。

（地域手当）

第４条×教職員給与条例第２０条第３項に規定する人事委員会規則で定める者

は、次の各号に掲げる教職員とし、同項に規定する人事委員会規則で定める

割合は、当該教職員の区分に応じ当該各号に定める割合とする。

 （１）×東京事務所に勤務する教職員 １００分の２０

   （２）×福岡市に所在する勤務公署（事務所、現場詰所、分室その他これら

に類するものに勤務する教職員については、それらをもって勤務公署とす

る。）に勤務する教職員 １００分の１０

（住居手当）

第５条×教職員給与条例第２１条に規定する住居手当の支給については、住居
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手当に関する規則（昭和４６年北九州市人事委員会規則第９号）の規定の例

による。

（通勤手当）

第６条×教職員給与条例第２２条に規定する通勤手当の支給については、通勤

手当に関する規則（昭和４１年北九州市人事委員会規則第１３号）の規定の

例による。

（単身赴任手当）

第７条×教職員給与条例第２３条に規定する単身赴任手当の支給については、

単身赴任手当に関する規則（平成２年北九州市人事委員会規則第８号）の規

定の例による。

（給与の減額）

第８条×教職員給与条例第２４条の規定により給与を減額する場合における減

額すべき給与額は、その減額すべき事実のあった給与期間の分の給料に対応

する額、地域手当に対応する額及びへき地手当（これに準ずる手当を含む。

以下この項において同じ。）に対応する額を、それぞれの次の給与期間以降

の給料、地域手当及びへき地手当から差し引くものとする。ただし、退職、

休職等の場合において減額すべき給与額が、給料、地域手当及びへき地手当

から差し引くことができないときは、教職員給与条例に基づくその他の未支

給の給与から差し引くものとする。

２×教職員給与条例第２４条の規定による給与の減額の基礎となる時間数は、

その給与期間の全時間数により計算するものとし、その時間数に１時間未満

の端数を生じたときは、その端数を切り捨てる。

３×教職員給与条例第２４条の規定による給与の減額の基礎となる勤務１時間

当たりの給与額を算定する場合において、その額に１円未満の端数を生じた

ときは、その端数を切り捨てる。

（宿日直手当の支給）

第９条×教職員給与条例第２９条第１項に規定する人事委員会規則で定める額

は、宿日直勤務１回につき５，３００円（年末年始（１２月２９日から翌年

の１月３日までの日をいう。以下この項において同じ。）における勤務にあ

っては、７，９００円）とする。ただし、勤務時間が５時間を超えない宿日

直勤務の場合は、その勤務１回につき２，６５０円（年末年始における勤務

にあっては、３，９５０円）とする。

２ 教職員給与条例第２９条第２項に規定する人事委員会規則で定める特殊な

業務は、教育職員が児童又は生徒の生活指導等のために行う宿日直勤務とす

る。
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３ 前項に規定する宿日直勤務に対する手当の額は、その勤務１回につき７，

２００円（勤務が行われる時間が勤務が通常行われる日の勤務時間の２分の

１に相当する時間である日に退庁時から引き続いて行われる宿直勤務にあっ

ては１万８００円、勤務時間が５時間未満の場合にあっては３，６００円）

とする。

４×宿日直手当は、一の給与期間の分を次の給与期間の給料の支給日に支給す

る。ただし、教育委員会が特に必要があると認め人事委員会の承認を得た場

合においては、給料の支給日と異なる日に支給することができる。

５ 宿日直手当は、前項の規定にかかわらず、教職員が労働基準法（昭和２２

年法律第４９号）第２５条に規定する非常の場合の費用に充てるために請求

した場合においては、その日までの分をその際支給するものとし、教職員が

離職し、又は死亡した場合においては、その離職し、又は死亡した日までの

分をその際支給するものとする。

（へき地手当及びへき地手当に準ずる手当の支給）

第１０条×教職員給与条例第４０条第１項に規定するへき地手当に準ずる手当

の支給は、教職員が在勤地を異にする異動又は教職員の勤務する学校等の移

転（以下「異動等」という。）に伴って住居を移転した日から開始し、当該

異動等の日から起算して３年（当該異動等の日から起算して３年を経過する

際その有する技術、経験等に照らし、３年を超えて引き続き異動等の直後の

学校等に勤務させることが必要であると教育委員会が認めた教職員にあって

は６年）に達する日をもって終わるものとする。ただし、へき地手当に準ず

る手当の支給を受ける教職員に次の各号に掲げる事由が生じた場合において

は、当該各号に定める日をもってその支給は終わるものとする。

（１）×教職員がへき地等学校以外の学校等に異動した場合又は教職員の勤

務する学校等が移転等のためへき地等学校に該当しないこととなった場合

×当該異動又は移転等の日の前日

（２）×教職員が他のへき地等学校に異動し、当該異動に伴って住居を移転

した場合又は教職員の勤務する学校等が移転し、当該移転に伴って教職員

が住居を移転した場合（当該学校等が引き続きへき地等学校に該当する場

合に限る。） 住居の移転の日の前日

２ 教職員給与条例第３９条第２項及び第３項に規定するへき地手当並びに教

職員給与条例第４０条第２項に規定するへき地手当に準ずる手当の月額に１

円未満の端数があるときは、それぞれその端数を切り捨てた額をもってへき

地手当及びへき地手当に準ずる手当の月額とする。

３ へき地手当及びへき地手当に準ずる手当は、給料の支給方法に準じて支給
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する。

（人事委員会規則で定める職）

第１１条 教職員給与条例別表第１のアの表備考第２項及びイの表備考第２項

の人事委員会規則で定めるものは、副校長又は教頭の職にある者とする。

（給与条例施行規則の準用）

第１２条×この規則その他別に定めるものを除くほか、教職員給与条例の施行

ついては、北九州市職員の給与に関する条例施行規則（昭和４１年北九州市

人事委員会規則第８号）の適用を受ける職員の例による。

（委任）

第１３条×この規則の施行について必要な事項は、人事委員会が定める。

付 則

（施行期日）

１×この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

（住居手当の届出に関する特例）

２ 旧県費負担教職員（教職員給与条例付則第２項に規定する旧県費負担教職

員をいう。以下同じ。）のうち、この規則の施行の日（以下「施行日」とい

う。）の前日までに福岡県職員の給与に関する条例等の施行に関する規則（

昭和３２年福岡県人事委員会規則第１３号。以下「福岡県職員給与条例施行

規則」という。）第１２条の５の規定により住居手当に関する届出を行った

者の当該届出は、第５条の規定によりその例によることとされた住居手当に

関する規則第５条の規定による届出とみなす。

（通勤手当の届出に関する特例）

３ 旧県費負担教職員のうち、施行日の前日までに福岡県職員給与条例施行規

則第１２条の１４の規定により通勤手当に関する届出を行った者の当該届出

は、第６条の規定によりその例によることとされた通勤手当に関する規則第

３条の規定による届出とみなす。

（単身赴任手当の届出に関する特例）

４ 旧県費負担教職員のうち、施行日の前日までに福岡県職員給与条例施行規

則第１２条の３３の規定により単身赴任手当に関する届出を行った者の当該

届出は、第７条の規定によりその例によることとされた単身赴任手当に関す

る規則第７条の規定による届出とみなす。
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教職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則をここに公布する。

平成２９年３月３１日

             北九州市人事委員会委員長 河 原 一 雅

北九州市人事委員会規則第２号

教職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則

（趣旨）

第１条 北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給与に関す

る条例（平成２８年北九州市条例第５７号。以下「教職員給与条例」という

。）第９条の規定により、教育委員会が教職員の職務の級及び号給を決定す

るには、別段の定めのある場合を除き、この規則の定めるところによるもの

とする。

（用語の定義）

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。

（１） 教職員 教職員給与条例第７条第１項第１号から第３号までに掲げ

る給料表（以下「給料表」という。）のいずれか一の適用を受ける者をい

う。

（２） 教育職員 教職員給与条例第２条第２号に規定する教育職員をいう

。

（３） 昇格 教職員の職務の級を同一給料表の上位の職務の級に変更する

ことをいう。

（４） 降格 教職員の職務の級を同一給料表の下位の職務の級に変更する

ことをいう。

（５） 経験年数 教職員が教職員として同種の職務に在職した年数（この

規則においてその年数に換算された年数を含む。）をいう。

（初任給）

第３条 新たに教職員となる者の職務の級は、次の各号のいずれか一の基準に

より決定するものとする。

（１） その者の職務の級を次に掲げるいずれか一の職務の級に決定しよう

とする場合は、その決定につきあらかじめ人事委員会の承認を得ること。

ア 教育職給料表（３）の職務の級３級及び４級

イ 教育職給料表（４）の職務の級３級及び４級

（２） その者の職務の級を採用試験の行われる職の属する職務の級（前号

に掲げる職務の級を除く。）に決定しようとする場合は、その試験の結果

に基づく採用候補者名簿から選択されること。
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（３） その者の職務の級を選考の行われる職の属する職務の級（第１号に

掲げる職務の級を除く。）に決定しようとする場合は、その選考の結果に

基づき採用されること。

第４条 新たに教職員となった者の号給は、次に定める号給とする。

（１） 次条に規定する初任給基準表（以下「初任給基準表」という。）に

おいて第６条の規定によりその者に適用しようとする初任給欄にその者の

属する職務の級の号給が定められているときは、当該号給

（２） 初任給基準表において第６条の規定によりその者に適用しようとす

る初任給欄にその者の属する職務の級の号給が定められていないときは、

当該級の最低の号給

（３） 第６条の規定により教職員に適用しようとする初任給基準表の試験

欄又は職種欄にその者に適用すべき区分の定めがないときは、その者の属

する職務の級における最低の号給

第５条 初任給基準表の種類は次に掲げるとおりとし、それぞれの初任給基準

表はその名称に表示されている給料表の適用を受ける教職員に適用する。

（１） 教育職給料表（３）初任給基準表（別表第１）

（２） 教育職給料表（４）初任給基準表（別表第２）

（３） 行政職給料表初任給基準表（別表第３）

（４） 医療職給料表（２）初任給基準表（別表第４）

第６条 初任給基準表は試験欄又は職種欄の区分及び学歴免許欄の区分に対応

するそれぞれの初任給欄を適用するものとし、同表の学歴免許欄の区分の適

用については、教職員の有する学歴免許等の資格に応じ、同表において別に

定めるもののほか、学歴免許等資格区分表（別表第５）に定める区分による

ものとする。

２ 前項の規定によって適用される初任給基準表の職種欄に対応する学歴免許

欄に掲げる最も低い学歴免許等の資格の区分よりも下位の区分に属する学歴

免許等の資格のみを有する教職員の学歴免許欄の区分は、その最も低い学歴

免許等の資格の区分とする。

第７条 教職員に適用される初任給基準表の学歴免許欄の学歴免許等の資格又

は同表の備考に定める基準学歴に対して修学年数調整表（別表第６）に加え

る年数が定められている学歴免許等の資格を有する者（その加える年数が１

年未満である教職員を除く。）の初任給基準表の適用については、その者の

受けるべき初任給基準表の初任給欄に定める号給の号数にその加える年数（

１年未満の端数は、切り捨てる。）の数に４を乗じて得た数を加えて得た数

を号数とする号給をもって、同欄の号給とする。

232



第８条 次の各号掲げる経験年数を有する教職員については、その者の受ける

べき第４条の規定による号給（前条の規定による号給を含む。）の号数に、

当該各号に掲げる経験年数の月数を１８月（次に掲げる経験年数のうち５年

までの年数の月数については１２月、５年を超えて１０年までの年数の月数

については１５月）で除して得た数（１に満たない端数は、切り捨てる。）

に４を乗じて得た数を加えて得た数（その者の属する職務の級における最高

の号給の号数の数を超えるときは、最高号給の号数の数）を号数とする号給

をもって、その者の初任給として受けるべき号給とすることができる。

（１） 第５条第１号及び第２号に掲げる初任給基準表の適用を受ける教職

員のうち、その者の号給が第４条第１号の規定により決定された教職員に

ついては、その者に適用される同表の備考に定める経験年数

（２） 第５条第３号に掲げる初任給基準表の適用を受ける教職員のうち、

その者の号給が第４条第１号の規定により決定された教職員については、

同表の備考に定める基準学歴（前条の規定の適用を受ける者については、

その際に用いられた学歴）を取得した時又はその者の任用の基礎となった

試験に合格した時以降の経験年数

（３） 第５条第４号に掲げる初任給基準表の適用を受ける教職員のうち、

その者の号給が第４条第１号の規定により決定された教職員については、

その者に初任給基準表の学歴免許欄を適用しようとする際に用いたその者

の学歴免許等の資格を取得した時以降の経験年数

２ 前項の規定の適用を受ける教職員の同項の規定の適用に当たって用いる学

歴免許等の資格を取得した時（同項第１号の規定の適用を受ける教職員にあ

っては、その者に適用される初任給基準表の備考に定める基礎学歴を取得し

た時）又はその者の任用の基礎となった試験に合格した時以降における経歴

のうち教職員として同種の職務に在職した年数以外の年数については、経験

年数換算表（別表第７）の定めるところにより経験年数として換算すること

ができる。

第９条 前２条の規定による号給が、その者に適用される初任給基準表の試験

欄の区分より初任給欄の号給が下位である試験欄の区分（「その他」の区分

を含む。）を用い、又はその者の有する学歴免許等の資格のうちの下位の資

格のみを有するものとしてこれらの規定を適用した場合に得られる号給に達

しない教職員については、当該下位の区分を用い、又は当該下位の資格のみ

を有するものとしてこれらの規定を適用した場合に得られる号給をもつて、

その者の号給とすることができる。

第１０条 次に掲げる者から引き続いて新たに教職員となった者の号給の決定
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について、第８条の規定による場合には著しく部内の他の教職員との均衡を

失すると認めるときは、同条の規定にかかわらず、あらかじめ人事委員会の

承認を得てその者の号給を決定することができる。

（１） 給料表の適用を受けない地方公務員

（２） 国家公務員

（３） 国公立大学法人等（国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）

第２条第１項に規定する国立大学法人及び同条第３項に規定する大学共同

利用機関法人並びに地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第

６８条第１項に規定する公立大学法人をいう。付則第６項において同じ。

）に勤務する者

（４） 退職派遣者（公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関す

る法律（平成１２年法律第５０号）第１０条第２項に規定する退職派遣者

をいう。付則第６項において同じ。）

（５） 前各号に掲げる者以外の者で、法令に基づき業務が北九州市に移管

される機関に勤務するもの

（６） 職制若しくは定数の改廃又は予算の減少により廃職又は過員を生じ

たことにより退職して１年を経過しない者

（７） その他人事委員会が前各号に準ずると認める者

第１１条 新たに教職員となった者の号給の決定について、特別の事情がある

と認めるときは、前３条の規定にかかわらず、あらかじめ人事委員会の承認

を得てその者の号給を決定することができる。

第１２条 第３条第１項第１号の規定によりその者の属する職務の級が決定さ

れた者の号給を第８条から前条までの規定に準じて決定しようとするときは

、あらかじめ人事委員会の承認を得て行うものとする。

（昇格）

第１３条 教職員を昇格させるときは、あらかじめ人事委員会の承認を得て、

その者の属することとなる職務の級を決定するものとする。

第１４条 教職員を昇格させた場合におけるその者の号給は、その者に適用さ

れる給料表の別に応じ、かつ、昇格した日の前日に受けていた号給に対応す

る昇格時号給対応表（別表第８）の昇格後の号給欄に定める号給とする。

２ 教職員を昇格させた場合で当該昇格が２級以上上位の職務の級への昇格で

あるときにおける前項の規定の適用については、それぞれ１級上位の職務の

級への昇格が順次行われたものとして取り扱うものとする。

３ 降格した教職員を当該降格後最初に昇格させた場合におけるその者の号給

は、前２項の規定にかかわらず、人事委員会の定める号給とする。
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（降格）

第１５条 教職員を降格させた場合におけるその者の号給は、降格した日の前

日に受けていた号給と同じ額の号給（同じ額の号給がないときは、直近下位

の額の号給）とする。

２ 教職員を降格させた場合で当該降格が２級以上下位の職務の級への降格で

あるときにおける前項の規定の適用については、それぞれ１級下位の職務の

級への降格が順次行われたものとして取り扱うものとする。

３ 前２項の規定により教職員の号給を決定することが著しく不適当であると

認められる場合には、これらの規定にかかわらず、あらかじめ人事委員会の

承認を得て、その者の号給を決定することができる。

４ 教育職給料表（３）又は教育職給料表（４）の職務の級３級又は４級から

教職員を降格させた場合におけるその者の号給は、それぞれの表の備考第２

項の規定の適用がないものとして第１項の規定を適用するものとする。

（給料表の適用を異にする異動）

第１６条 教職員を一の職から給料表の適用を異にして他の職に異動させる場

合におけるその者の属する職務の級は、あらかじめ人事委員会の承認を得て

決定するものとする。

２ 前項の場合における教職員の異動後の号給は、異動後の職に従前から在職

していたものとみなし、部内の他の教職員との均衡及びその者の従前の勤務

成績を考慮し、あらかじめ人事委員会の承認を得て決定するものとする。

（昇給日）

第１７条 教職員給与条例第１０条第４項の人事委員会規則で定める日は、毎

年４月１日（以下「昇給日」という。）とする。

（昇給）

第１８条 教職員を教職員給与条例第１０条第４項の規定により昇給させるに

は、その者の職務について監督する地位にある者から、昇給させようとする

者の勤務成績についての証明を得て行わなければならない。

（昇給区分及び昇給の号給数）

第１９条 前条に規定する勤務成績の証明がある教職員の勤務成績に応じて決

定される昇給の区分（以下「昇給区分」という。）は、次の各号に掲げる教

職員のいずれに該当するかに応じ、当該各号に定める昇給区分とする。

（１） 勤務成績が極めて良好である教職員 Ａ

（２） 勤務成績が特に良好である教職員 Ｂ

（３） 勤務成績が良好である教職員 Ｃ

（４） 勤務成績がやや良好でない教職員 Ｄ
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（５） 勤務成績が良好でない教職員 Ｅ

２ 次に掲げる教職員の昇給区分は、前項の規定にかかわらず、あらかじめ人

事委員会の承認を得て定める昇給区分とする。

（１） 昇給日前１年間（当該期間の中途において新たに教職員となった者

にあっては、新たに教職員となった日から昇給日の前日までの期間（人事

委員会の承認を得て定める教職員にあっては、人事委員会の承認を得て定

める期間）。次号において同じ。）において、人事委員会の承認を得て定

める事由以外の事由によって勤務しなかった日数が一定の日数以上の教職

員

（２） 昇給日前１年間に懲戒処分を受けた教職員

３ 教育委員会において、前２項の規定により昇給区分を決定する教職員の総

数のうちに占めるＡ又はＢの昇給区分に決定する教職員の数の割合は、それ

ぞれ教育長の定める割合におおむね合致していなければならない。

４ 教職員給与条例第１０条第５項及び第６項の規定による昇給の号給数は、

昇給区分に応じて昇給号給数表（別表第９）に定める号給数とする。

５ 前年の昇給日後に新たに教職員となった者又は同日後に第２５条の規定に

よりその例によることとされる初任給、昇格、昇給等に関する規則（昭和４

１年北九州市人事委員会規則第１１号。以下「初任給等規則」という。）第

３０条第１項の規定により号給を決定された者の昇給の号給数は、前項の規

定にかかわらず、同項の規定による号給数に相当する数に、その者の新たに

教職員となった日又は号給を決定された日から昇給日の前日までの期間の月

数（１月未満の端数があるときは、これを１月とする。）を１２月で除した

数を乗じて得た数（１未満の端数があるときは、これを切り捨てた数）に相

当する号給数（人事委員会の承認を得て定める教職員にあっては、第１項、

第２項又は前項の規定を適用したものとした場合に得られる号給数を超えな

い範囲内で人事委員会の承認を得て定める号給数）とする。

６ 前２項の規定による号給数が０となる教職員については、昇給させない。

７ 第４項又は第５項の規定による昇給の号給数が、昇給日にその者が属する

職務の級の最高の号給の号数から当該昇給日の前日にその者が受けていた号

給（当該昇給日において職務の級を異にする異動又は第１６条に規定する異

動をした教職員にあっては、当該異動後の号給）の号数を減じて得た数に相

当する号給数を超えることとなる教職員の昇給の号給数は、第４項又は第５

項の規定にかかわらず、当該相当する号給数とする。

（特別昇給）

第２０条 教職員の勤務成績が特に良好であると認められる場合には、あらか
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じめ人事委員会の承認を得て、教職員給与条例第１０条第７項の規定による

昇給をさせることができる。

第２１条 教職員が極めて困難な業務に精励した場合、他の教職員の模範とな

るべき功績があった場合その他これらに準ずる事由に該当した場合において

、当該教職員の公務に対する貢献が顕著であると認められるときは、あらか

じめ人事委員会の承認を得て、教職員給与条例第１０条第７項の規定による

昇給をさせることができる。

第２２条 前２条の規定による昇給は、次に掲げる教職員については、行うこ

とができない。

（１） 条件付採用期間中の教職員

（２） 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２６条の５第１項に

規定する自己啓発等休業をしている教職員

（３） 地方公務員法第２６条の６第１項に規定する配偶者同行休業をして

いる教職員

（４） 休職中の教職員（北九州市職員の分限に関する条例（昭和３８年北

九州市条例第１８号）第２条第１号の規定に該当して休職にされている教

職員を除く。）及び地方公務員法第５５条の２第１項ただし書に規定する

許可の有効期間中の教職員

（５） 外国の地方公共団体の機関等に派遣される北九州市職員の処遇等に

関する条例（昭和６３年北九州市条例第３号）第２条第１項の規定により

派遣されている教職員

（６） 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）

第２条の規定により育児休業をしている教職員

（７） 教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第２６条第１項に規定

する大学院修学休業をしている教職員

第２３条 第２０条又は第２１条の規定による昇給の時期は、あらかじめ人事

委員会の承認を得た時期とする。

（最高号給を受ける教職員についての適用除外）

第２４条 第１７条から前条までの規定は、職務の級の最高の号給を受ける教

職員には適用しない。

（準用）

第２５条 この規則その他別に定めるものを除くほか、教職員の職務の級及び

号級の決定については、初任給等規則の適用を受ける職員の例による。

（この規則により難い場合の措置）

第２６条 特別の事情によりこの規則の規定により難い場合には、あらかじめ
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人事委員会の承認を得て、別段の取扱いをすることができる。

付 則

（施行期日）

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

（旧県費負担教職員の職務の級及び号給の決定）

２ 旧県費負担教職員（教職員給与条例付則第２項に規定する旧県費負担教職

員をいう。以下同じ。）の教職員給与条例の施行の日（以下「条例施行日」

という。）における給料表の職務の級及び号給は、次に掲げる基準によるも

のとする。

（１） 旧県費負担教職員の職務の級は、その者の条例施行日における職務

に応じて付則別表第１のとおり決定する。

（２） 旧県費負担教職員の号給は、前号の規定により決定された職務の級

の号給のうち、その者が引き続き福岡県公立学校職員の給与に関する条例

（昭和３２年福岡県条例第５１号。付則第４項第１号及び第９項において

「福岡県学校職員給与条例」という。）の適用を受けるものとして昇給、

昇格若しくは降格させ、又は級若しくは号給の切替をしたものとした場合

に条例施行日に受けることとなる号給と同じ額の号給（同じ額の号給がな

いときは、当該号給の直近上位の額の号給（直近上位の額の号給がないと

きは、当該職務の級の最高の号給。次号において「現給保障号給」という

。）に決定する。

（３） 旧県費負担教職員のうち学校事務職員の号給は、その者が旧県費負

担教職員として採用された日（以下この号において「基準日」という。）

に北九州市職員の給与に関する条例（昭和３８年北九州市条例第２４号。

以下この号において「給与条例」という。）に規定する行政職給料表の適

用を受けたものとして得られる基準日におけるその者の給料月額等を基礎

とし、かつ、同日以後引き続き給与条例の適用を受けたものとして昇格、

昇給等の規定を適用した場合に条例施行日に受けることとなる号給（以下

この号において ｢ 再計算号給」という。）が現給保障号給を上回ることと

なる者については、前号の規定にかかわらず再計算号給と同じ額の号給に

決定することができる。

（４） 前号の規定は、旧県費負担教職員のうち学校栄養職員の号給の決定

について準用する。この場合において、前号中「行政職給料表」とあるの

は「医療職給料表（２）」と読み替えるものとする。

（教職員給与条例付則第４項に規定する教職員）

３ 教職員給与条例付則第４項に規定する人事委員会が定める教職員は、次に
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掲げる教職員とする。

（１） 条例施行日以降に付則第２項第１号の規定により決定された職務の

級（次項第２号において「基準級」という。）より下位の職務の級に降格

した教職員

（２） 平成２７年３月３１日（以下「経過措置基準日」という。）以前か

ら条例施行日前までの全期間に次に掲げる期間（以下この号及び次項第３

号において「休職等期間」という。）がある教職員であって条例施行日以

降に当該休職等期間を含む期間に係る復職時調整（教職員給与条例第１０

条第１０項、北九州市職員の育児休業等に関する条例（平成４年北九州市

条例第３号）第８条、公益的法人等への北九州市職員の派遣等に関する条

例（平成１３年北九州市条例第４３号）第６条、北九州市立の小学校、中

学校及び特別支援学校の教職員の自己啓発等休業に関する条例（平成２８

年北九州市条例第６１号）第３条においてその例によることとされる北九

州市職員の自己啓発等休業に関する条例（平成２１年北九州市条例第６号

）第１０条又は北九州市職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年

北九州市条例第５７号）第１０条の規定による号給の調整をいう。次項第

３号において同じ。）されたもの

ア 地方公務員法第２８条第２項又は福岡県公立学校職員の分限に関する

条例（昭和３１年福岡県条例第４７号）第３条各号の規定により休職に

されていた期間

イ 地方公務員法第５５条の２第１項ただし書に規定する許可を受けてい

た期間

ウ 外国の地方公共団体の機関等に派遣される福岡県職員の処遇等に関す

る条例（昭和６３年福岡県条例第１号）第２条第１項の規定により派遣

されていた期間

エ 教育公務員特例法（昭和２４年法律第１号）第２６条第１項に規定す

る大学院修学休業をしていた期間

オ 福岡県市町村立学校職員の勤務時間等に関する条例（昭和３１年福岡

県条例第４３号）においてその例によることとされる福岡県学校職員に

適用される福岡県職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成１０年福

岡県条例第１号）第１４条の病気休暇又は同条例第１６条の介護休暇の

承認を受けていた期間

カ 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号。次

号において「育児休業法」という。）第２条第１項本文の規定により育

児休業をしていた期間
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キ 公益的法人等への福岡県職員の派遣等に関する条例（平成１３年福岡

県条例第５０号）第２条第１項の規定により派遣されていた期間

ク 福岡県職員の自己啓発等休業に関する条例（平成１９年福岡県条例第

６７号）第２条の規定により自己啓発等休業をしていた期間

ケ 福岡県職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２６年福岡県条例第

２４号）第２条の規定により配偶者同行休業をしていた期間

（３） 条例施行日以降に育児短時間勤務等（育児休業法第１０条第１項又

は第１７条の規定による勤務をいう。次項第４号において同じ。）を開始

し、又は終了した教職員

（４） 条例施行日以降に人事委員会の承認を得てその号給を決定された教

職員

（教職員給与条例付則第５項の規定による給料の支給）

４ 旧県費負担教職員のうち、条例施行日以降に次の各号に掲げる場合に該当

することとなった教職員（当該各号の２以上の号に掲げる場合に該当するこ

ととなった教職員（以下「複数事由該当教職員」という。）を除く。）であ

って、その者の受ける給料月額が当該各号に掲げる場合の区分に応じ当該各

号に定める額に達しないこととなるものには、給料月額のほか、その差額に

相当する額を教職員給与条例付則第５項の規定による給料として支給する。

（１） 給料表の適用を異にする異動をした場合（第５号に掲げる場合を除

く。） 経過措置基準日に当該異動があったものとした場合（条例施行日

以降に給料表の適用を異にする異動が２回以上あった場合にあっては、経

過措置基準日にそれらの異動が順次あったものとした場合）に同日におい

て福岡県学校職員給与条例の適用を受けている地域の自主性及び自立性を

高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成

２６年法律第５１号）による改正前の市町村立学校職員給与負担法（昭和

２３年法律１３５号）第１条に規定する職員（以下「県費負担教職員」と

いう。）として受けることとなる給料月額に相当する額

（２） 基準級より下位の職務の級に降格をした場合（第５号に掲げる場合

を除く。） 経過措置基準日において当該降格後の職務の級に対応する職

務の級に降格をしたものとした場合に同日において県費負担教職員として

受けることとなる給料月額に相当する額

（３） 経過措置基準日以前から条例施行日前までの全期間における休職等

期間を含む期間に係る復職時調整をされた場合（第５号に掲げる場合を除

く。） 経過措置基準日において復職時調整をされたものとした場合に同

日において県費負担教職員として受けることとなる給料月額に相当する額
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（４） 育児短時間勤務等を開始し、又は終了した場合 次に掲げる教職員

の区分に応じ、次に定める額

ア 育児短時間勤務等をしている教職員 経過措置基準日にその者が県費

負担教職員として受けていた号給に応じた額（イにおいて「経過措置基

準日の給料月額」という。）に教職員勤務時間等条例第２条第３項の規

定により定められたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間

で除して得た数を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは

、その端数を切り捨てた額）

イ 育児短時間勤務等を終了した教職員（アに掲げる教職員を除く。） 

経過措置基準日の給料月額

（５） 人事委員会の承認を得てその号給を決定された場合 人事委員会の

定める額

５ 旧県費負担教職員のうち、複数事由該当教職員であって、その者の受ける

給料月額が教育長の定める額に達しないこととなるものには、その差額に相

当する額を教職員給与条例付則第５項の規定による給料として支給する。

（教職員給与条例付則第６項の規定による給料の支給）

６ 人事交流等教職員（条例施行日以降に、給料表の適用を受けない北九州市

の職員、退職派遣者、北九州市の職員以外の地方公務員、国家公務員、国立

大学法人等に勤務する者その他これらに準ずる者として教育長が認める者で

あった者から人事交流等により引き続き新たに給料表の適用を受ける教職員

となった者をいう。以下この項及び次項において同じ。）（当該人事交流等

教職員となった日以降に第４項各号に掲げる場合に該当することとなった教

職員を除く。）であって、その者の受けることとなる給料月額がその者が経

過措置基準日に人事交流等教職員となったものとした場合に県費負担教職員

として同日に受けることとなる給料月額に相当する額（新たに給料表の適用

を受けることとなった日における号給について人事委員会の承認を得て決定

された教職員にあっては、あらかじめ人事委員会の承認を得て定める額）に

達しないこととなるもの（人事交流等教職員となる前に県費負担教職員とし

て在職していた者であって、条例施行日以降に教職員給与条例付則第４項か

ら第６項までの規定による給料を支給される教職員でなくなったものを除く

。）には、給料月額のほか、その差額に相当する額を教職員給与条例付則第

６項の規定による給料として支給する。

７ 人事交流等教職員であって、当該人事交流等教職員となった日以降に第４

項各号に掲げる場合に該当することとなったものに対しては、その者が経過

措置基準日に人事交流等教職員となり同日から引き続き県費負担教職員であ
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ったものとみなして同項の規定を適用した場合に支給されることとなる教職

員給与条例付則第５項の規定による給料の額に相当する額を教職員給与条例

付則第６項の規定による給料として支給する。

（端数計算）

８ 教職員給与条例付則第４項から第６項までの規定による給料の額に１円未

満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額をもって当該給料の額とす

る。

（相当教職員の職務の級及び号給の決定）

９ 付則第６項に規定する人事交流等教職員となる前に福岡県学校職員給与条

例の適用を受けていた教職員で条例施行日以降に給料表の適用を受ける者（

以下「相当教職員」という。）のうち、条例施行日に人事交流等教職員とな

る者の同日における職務の級及び号給は、付則第２項各号の規定を準用する

。この場合において、同項各号及び付則別表第１中「旧県費負担教職員」と

あるのは「相当教職員」と、同項第２号中「引き続き」とあるのは「当該人

事交流等教職員にならなかったものとして引き続き」と読み替えるものとす

る。

１０ 相当教職員のうち、条例施行日後に人事交流等教職員となる者の人事交

流等教職員となる日（以下「交流日」という。）における職務の級及び号給

は、条例施行日に当該交流が行われたものとして前項の規定による条例施行

日における職務の級及び号給を基礎とし、かつ同日以後に教職員給与条例の

適用を受けたものとして昇格、昇給等の規定を適用した場合に交流日に受け

ることとなる職務の級及び号給に決定する。

（相当教職員に対する付則第６項の規定の適用）

１１ 付則第９項又は前項の規定を適用して職務の級及び号給を決定された相

当教職員に対しては、条例施行日に旧県費負担教職員であったものとみなし

た場合に支給されることとなる教職員給与条例付則第４項の規定による給料

の額に相当する額又は付則第３項から第５項まで及び第８項の規定を適用し

た場合に支給されることとなる教職員給与条例付則第５項の規定による給料

の額に相当する額を教職員給与条例付則第６項の規定による給料として支給

する。

（旧県費負担教職員の給料表を異にする異動に伴う職務の級及び号給の決定  

） 

１２ 条例施行日後に旧県費負担教職員を一の職から給料表の適用を異にして

他の職に異動させる場合におけるその者の異動日における職務の級及び号給

は、条例施行日に当該異動が行われたものとして付則第２項各号の規定によ
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る同日における職務の級及び号給を基礎とし、かつ同日以後に教職員給与条

例の適用を受けたものとして昇格、昇給等の規定を適用した場合に異動日に

受けることとなる職務の級及び号給に決定する。

（旧県費負担教職員等の職務の級及び号給の決定にかかる人事委員会の承認

）

１３ 付則第２項から前項までの規定を適用して旧県費負担教職員及び相当教

職員の職務の級及び号給並びに教職員給与条例付則第５項又第６項に規定す

る給料の決定する場合については、あらかじめこの規則に規定する人事委員

会の承認を得たものとみなす。

 （事務主幹に関する特例）

１４ 教職員給与条例付則第３項の規定の適用を受ける者に対するこの規則の

適用に当たっては、第２条第１号中「教職員給与条例第７条第１項第１号か

ら第３号までに掲げる給料表」とあるのは「教職員給与条例第７条第１項第

１号から第３号までに掲げる給料表及び教職員給与条例付則別表に定める給

料表」と読み替えるものとする。

１５ 教職員給与条例付則第３項の規定の適用を受ける者の職務の級を行政職

給料表の他の職務の級に変更する場合は、第２条第３号に規定する降格（当

該者の職務の級の２級又は１級への変更は、第１５条第２項に規定する２級

以上下位への職務の級の降格）とみなす。

（読替え）

１６ 教職員の昇給の号給数については、当分の間、第１９条第４項中「昇給

号給数表（別表第９）」とあるのは「昇給号給数表（付則別表第２）」と読

み替えるものとする。

１７ 付則第２項から前項までに定めるもののほか、この規則の施行に関し必

要な事項は、人事委員会の承認を得て教育委員会が定める。
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付則別表第１ 

職種 条例施行日における旧県費負

担教職員の職務 

校 種 職務の級 

教育職員 教諭、養護教諭、栄養教諭（ 

任用の期限を付さないものに 

限る。) 又は講師（任用の期 

限を付さないものに限る。 )  

の職務 

特別支援学

校 

教育職給料表 

（３）２級 

小学校 

中学校 

教育職給料表 

（４）２級 

主幹教諭又は指導教諭の職務 特別支援学

校 

教育職給料表 

（３）特２級 

小学校 

中学校 

教育職給料表 

（４）特２級 

副校長又は教頭の職務 特別支援学

校 

教育職給料表 

（３）３級 

小学校 

中学校 

教育職給料表 

（４）３級 

校長の職務 特別支援学

校 

教育職給料表 

（３）４級 

小学校 

中学校 

教育職給料表 

（４）４級 

学校事務 

職員 

係員の職務 小学校 

中学校 

特別支援学

校 

行政職給料表 

１級 

主任の職務 行政職給料表 

２級 

主査の職務 行政職給料表 

３級 

学校栄養 

職員 

係員の職務 医療職給料表 

（２）１級 

主任の職務 医療職給料表 

（２）２級 

主査の職務 医療職給料表 

（２）３級 
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付則別表第２ 

            昇 給 号 給 数 表 

昇給区分   Ａ   Ｂ   Ｃ   Ｄ   Ｅ 

昇給の号

給数 

４ ４ ４ ３～１ ０ 

２ １ ０ ０ ０ 

 備考 

１ この表に定める上段の号給数は、下段の適用を受ける教職員以外の

教職員に適用する。 

２ この表に定める下段の号給数は、教職員給与条例第１０条第６項の

規定の適用を受ける教職員に適用する。 
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別表第１（第５条関係） 

                     教育職給料表（３）初任給基準表 

    職種    学歴免許    初任給 

教諭、養護教諭、栄養教

諭（任用の期限を付さな

いものに限る。）及び講

師（任用の期限を付さな

いものに限る。） 

博士課程修了 ２級 ４３号給 

修士課程修了 

専門職学位課程修了 

２級 ２５号給 

大学卒 ２級 １３号給 

短大卒 ２級 ３号給 

講師（任用の期限を付さ

ないものを除く 。）、助

教諭、養護助教諭、栄養

教諭（任用の期限を付さ

ないものを除く。）及び

寄宿舎指導員 

大学卒 １級 ２５号給 

短大卒 １級 １５号給 

高校卒 １級 ５号給 

 備考 

  １ 次に掲げる者に適用される学歴免許欄の区分は、「大学卒」の区分

とする。 

   （１） 教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）別表第２の１

種免許状の項第２欄のロ又はハに該当する者 

   （２） 教育職員免許法第１６条の２に規定する教員資格認定試験に

合格したことにより高等学校教諭の免許状又は特別支援学校の自立

活動教諭の免許状を取得した者 

   （３） 教育職員免許法施行法（昭和２４年法律第１４８号）第２条

第１項の表の第２０号の２の上欄のロ又は第２０条の４の上欄に掲

げる者に該当する者のうち、第１号に掲げる学歴免許等の資格と同

等に取り扱う必要があると認められる者 

  ２ 次に掲げる者に適用される学歴免許欄の区分は、「短大卒」の区分

とする。 

（１） 教職員免許法別表第２の２種免許状の項第２欄のイ、ロ若し

くはハ又は教育職員免許法等の一部を改正する法律（昭和６３年法

律第１０６号）による改正前の教育職員免許法別表第２の２級普通

免許状の項基礎資格欄のニに該当する者 

（２） 教育職員免許法第１６条の２に規定する教員資格認定試験に

合格したことにより小学校教諭の免許状を取得した者 
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（３） 教育職員免許法施行法第２条第１項の表の第２１号の上欄の

ハに掲げる者に該当する者 

３ 本表の適用を受ける教職員に第８条の規定を適用する場合の経験年

数は、高校３卒又は高校２卒の学歴の区分（当該区分に含まれる学歴

免許等の資格を含む。以下「基礎学歴」という。）のうち、その者の

該当する基礎学歴を取得した時以降の経験年数から、当該基礎学歴の

修学年数とその者に本表の学歴免許欄を適用しようとする際に用いた

その者の有する学歴免許等の資格（当該資格がその者に適用される本

表の学歴免許欄の学歴免許等の資格に対して修学年数調整表に減ずる

年数が定められている学歴免許等の資格である場合にあっては、その

者に適用される同欄の学歴免許等の資格の区分が大学卒であるときは

大学４卒と、短大卒であるときは短大２卒と、高校卒であるときは高

校３卒とする。）の修学年数との差の年数を減じた年数とする。ただ

し、その者の有する学歴免許等の資格が別表第５の学歴免許等資格区

分表の大学専攻科卒に該当する場合にあっては６月をその経験年数に

加えた年数とする。 
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別表第２（第５条関係） 

教育職給料表（４）初任給基準表 

職種 学歴免許 初任給 

教諭、養護教諭、栄養教

諭（任用の期限を付さな

いものに限る。）及び講

師（任用の期限を付さな

いものに限る。） 

博士課程修了 ２級 ４７号給 

修士課程修了 

専門職学位課程修了 

２級 ２９号給 

大学卒 ２級 １７号給 

短大卒 ２級 ７号給 

講師（任用の期限を付さ

ないものを除く 。）、助

教諭、養護助教諭及び栄

養教諭（任用の期限を付

さないものを除く。） 

大学卒 １級 ２５号給 

短大卒 １級 １５号給 

高校卒 １級 ５号給 

 備考 本表の適用を受ける教育職員には、教育職給料表（３）初任給基準 

表の備考を準用する。 
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別表第３（第５条関係） 

行政職給料表初任給基準表 

試験 学歴免許 初任給 

中級  １級 １３号給 

その他 高校卒 １級 ３号給 

備考 試験欄に掲げる中級は、北九州市職員採用中級試験及びこれに準ず 

る試験又は選考を示すものとし、その基準学歴は短大卒とする。 
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別表第４（第５条関係） 

医療職給料表（２）初任給基準表 

職種 学歴免許 初任給 

学校栄養職員 短大卒 １級 １３号給 
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別表第５（第６条関係） 

学 歴 免 許 等 資 格 区 分 表 

学歴免許等の区分  

学歴免許等の資格 基準学

歴区分 
学歴区分 

大学卒 １ 博士課程修 

了    

（１） 学校教育法（昭和２２年法律第２６号

）による大学院の博士課程の修了 

（２） 前号に掲げるものに相当すると人事委

員会が認める学歴免許等の資格 

２ 修士課程修 

了  

（１） 学校教育法による大学院の修士課程の

修了   

（２） 前号に掲げるものに相当すると人事委

員会が認める学歴免許等の資格 

３  専門職学位 

課程修了 

（１） 学校教育法による専門職大学院の専門

職学位課程（同法第９９条第２項の専門職大

学院の課程のうち標準修業年限（当該標準修

業年限が専門職大学院設置基準（平成１５年

文部科学省令第１６号）第３条第１項の規定

により変更されたものである場合にあっては

、当該変更がないものとした場合における標

準修業年限）が２年以上のものをいう。）の

修了 

（２） 前号に掲げるものに相当すると人事委

員会が認める学歴免許等の資格 

４ 大学６卒 （１） 学校教育法による大学の医学若しくは

歯学に関する学科（同法第８５条ただし書に

規定する学部以外の教育研究上の基本となる

組織を置く場合における相当の組織を含む。

以下同じ。）又は薬学若しくは獣医学に関す

る学科（修業年限６年のものに限る。）の卒

業 

（２） 前号に掲げるものに相当すると人事委

員会が認める学歴免許等の資格 

５ 大学専攻科 （１） 学校教育法による４年制の大学の専攻
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卒 科の卒業 

（２） 前号に掲げるものに相当すると人事委

員会が認める学歴免許等の資格 

６ 大学４卒 （１） 学校教育法による４年制の大学の卒業 

（２） 前号に掲げるものに相当すると人事委

員会が認める学歴免許等の資格 

短大卒 １ 短大３卒 （１） 学校教育法による３年制の短期大学の

卒業       

（２） 学校教育法による２年制の短期大学の

専攻科の卒業 

（３） 学校教育法による高等専門学校の専攻

科の卒業 

（４） 前３号に掲げるものに相当すると人事

委員会が認める学歴免許等の資格 

２ 短大２卒 （１） 学校教育法による２年制の短期大学の

卒業 

（２） 学校教育法による高等専門学校の卒業 

（３） 学校教育法による高等学校、中等教育

学校又は特別支援学校の専攻科（２年制の短

期大学と同程度とみなされる修業年限２年以

上のものに限る。）の卒業 

（４） 前３号に掲げるものに相当すると人事

委員会が認める学歴免許等の資格 

３ 短大１卒 （１） 海上保安学校本科の修業年限１年の課

程の卒業 

（２） 前号に掲げるものに相当すると人事委

員会が認める学歴免許等の資格 

高校卒 １ 高校専攻科 

 卒 

（１） 学校教育法による高等学校、中等教育

学校又は特別支援学校の専攻科の卒業 

（２） 前号に掲げるものに相当すると人事委

員会が認める学歴免許等の資格 

２ 高校３卒 （１） 学校教育法による高等学校、中等教育

学校又は特別支援学校（同法第７６条第２項

に規定する高等部に限る。）の卒業 
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（２） 前号に掲げるものに相当すると人事委

員会が認める学歴免許等の資格 

３ 高校２卒 （１） 保健師助産師看護師法（昭和２３年法

律第２０３号）による准看護師学校又は准看

護師養成所の卒業 

（２） 前号に掲げるものに相当すると人事委

員会が認める学歴免許等の資格 

中学卒 中学卒 （１） 学校教育法による中学校、義務教育学

校若しくは特別支援学校（同法第７６条第１

項に規定する中学部に限る。）の卒業又は中

等教育学校の前期課程の修了 

（２） 前号に掲げるものに相当すると人事委

員会が認める学歴免許等の資格 
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別表第６（第７条関係） 

修 学 年 数 調 整 表 

学歴免許等の資格の区分 調整年数 

基準学

歴区分 

基準修

学年数

学歴区分 修学年

数 

大学卒 短大卒 高校卒 

大学卒 １６年 博士課程修了  

修士課程修了 

専門職学位課程 

修了 

大学６卒 

大学専攻科卒 

大学４卒 

２１年 

１８年 

１８年 

１８年 

１７年 

１６年 

＋５年 

＋２年 

＋２年 

＋２年 

＋１年 

＋７年 

＋４年 

＋４年 

＋４年 

＋３年 

＋２年 

＋９年 

＋６年 

＋６年 

＋６年 

＋５年 

＋４年 

短大卒 １４年 短大３卒 

短大２卒 

短大１卒 

１５年 

１４年 

１３年 

－１年 

－２年 

－３年 

＋１年 

－１年 

＋３年 

＋２年 

＋１年 

高校卒 １２年 高校専攻科卒 

高校３卒 

高校２卒 

１３年 

１２年 

１１年 

－３年 

－４年 

－５年 

－１年 

－２年 

－３年 

＋１年 

－１年 

中学卒 ９年 中学卒 ９年 －７年 －５年 －３年 

 備考 

  １ この表の学歴免許等の資格の区分欄に掲げる区分及び調整年数欄の

学歴の区分については、それぞれ学歴免許等資格区分表に定めるとこ

ろによる。   

  ２ この表に定める年数（修学年数欄の年数を除く。）は、学歴区分欄

の学歴免許等の区分に属する学歴免許等の資格についての調整年数欄

の学歴免許等の区分に対する加える年数又は減ずる年数（以下「調整

年数」という。）を示す。この場合において「＋」の年数は加える年

数を、「－」の年数は減ずる年数を示す。 

  ３ 初任給基準表の学歴免許欄にこの表の学歴区分欄の学歴免許等の区

分と同じ区分（その区分に属する学歴免許等の資格を含む。）が掲げ

られている場合におけるこの表の適用については、当該区分に対応す

る修学年数欄の年数をその者の有する学歴免許等の資格の属する区分

に対応する同欄の年数から減じた年数をもって、その者の有する学歴

免許等の資格についての初任給基準表の学歴免許欄の区分に対する調
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整年数とする。この場合において、その年数が正となるときはその年

数は加える年数とし、その年数が負となるときはその年数は減ずる年

数とする。 

  ４ 学校教育法による大学院博士課程のうち医学若しくは歯学に関する

課程又は薬学若しくは獣医学に関する課程（修業年限４年のものに限

る。）を修了した者に対するこの表の適用については、学歴区分欄の

「博士課程修了」の区分に対応する修学年数欄の年数及び調整年数に

それぞれ１年を加えた年数をもって、この表の修学年数欄の年数及び

調整年数とする。 

  ５ その者の有する学歴免許等の資格に係る修学年数及び調整年数につ

いて人事委員会が別段の定めをした教職員については、人事委員会が

定める修学年数及び調整年数をもって、この表の修学年数及び調整年

数とする。 

255



別表第７（第８条関係） 

経 験 年 数 換 算 表 

経歴の種類 教職員の職務との関

係 

換算率 備考 

国家公務員、地方

公務員、旧公共企

業体職員、政府関

係機関職員及び外

国政府職員として

の在職期間 

職務の種類が類似し

ているもの 

１０割以

下 

その他のもの ８割以下 部内の他の教職員との

均衡を著しく失する場

合は、この限りではな

い。 

民間における企業

体、団体等の職員

としての在職期間

直接関係があると認

められるもの 

１０割以

下 

その他のもの ８割以下   

学校又は学校に準

ずる教育機関にお

ける在学期間 

  １０割以

下 

在学期間は正規の修学

年数の範囲内とする。 

その他の期間 教育、医療、海事、

研究等の職務で直接

関係があると認めら

れるもの 

１０割以

下 

技能、労務等の職務

で関係があると認め

られるもの 

５割以下   

その他のもの ２割５分

以下 

 備考 教育職員については、本表に掲げる換算率の２割５分以下を５割以

下として適用することができる。 
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別表第８（第１４条関係）

ア　教育職給料表（３）昇格時号給対応表

特２級 ３級 ４級

１ １ １ １
２ １ １ １
３ １ １ １
４ １ １ １
５ １ １ １
６ １ １ １
７ １ １ １
８ １ １ １
９ １ １ １
１０ １ １ １
１１ １ １ １
１２ １ １ １
１３ １ １ １
１４ １ １ １
１５ １ １ １
１６ １ １ １
１７ １ １ １
１８ １ １ １
１９ １ １ １
２０ １ １ １
２１ １ １ １
２２ １ １ １
２３ １ １ １
２４ １ １ １
２５ １ １ １
２６ １ １ １
２７ １ １ １
２８ １ １ １
２９ １ １ １
３０ ２ １ ２
３１ ３ １ ３
３２ ４ １ ４
３３ ５ １ ５
３４ ６ １ ６
３５ ７ １ ７
３６ ８ １ ８
３７ ９ １ ９
３８ １０ １ １０
３９ １１ １ １１
４０ １２ １ １２
４１ １３ １ １３
４２ １４ １ １４
４３ １５ １ １５
４４ １６ １ １６
４５ １７ １ １７
４６ １８ ２ １８
４７ １９ ３ １９
４８ ２０ ４ ２０
４９ ２１ ５ ２１
５０ ２２ ６ ２２
５１ ２３ ７ ２３
５２ ２４ ８ ２４
５３ ２５ ９ ２５
５４ ２６ １０ ２５
５５ ２７ １１ ２６
５６ ２８ １２ ２６
５７ ２９ １３ ２７
５８ ３０ １４ ２７
５９ ３１ １５ ２８
６０ ３２ １６ ２８
６１ ３３ １７ ２９
６２ ３４ １８ ３０

昇　格　時　号　給　対　応　表

昇格した日の前
日に受けていた
号給

昇格後の号給
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６３ ３５ １９ ３１
６４ ３６ ２０ ３２
６５ ３７ ２１ ３３
６６ ３８ ２２ ３４
６７ ３９ ２３ ３５
６８ ４０ ２４ ３６
６９ ４１ ２５ ３６
７０ ４２ ２６ ３７
７１ ４３ ２７ ３８
７２ ４４ ２８ ３９
７３ ４５ ２９ ４０
７４ ４６ ３０ ４０
７５ ４７ ３１ ４１
７６ ４８ ３２ ４１
７７ ４９ ３３ ４１
７８ ５０ ３４ ４１
７９ ５１ ３５ ４２
８０ ５２ ３６ ４２
８１ ５３ ３７ ４３
８２ ５４ ３８ ４３
８３ ５５ ３９ ４４
８４ ５６ ４０ ４４
８５ ５７ ４１ ４４
８６ ５８ ４２ ４４
８７ ５９ ４３ ４５
８８ ６０ ４４ ４５
８９ ６１ ４５ ４６
９０ ６２ ４６ ４６
９１ ６３ ４７ ４６
９２ ６４ ４８ ４６
９３ ６５ ４９ ４６
９４ ６６ ４９ ４７
９５ ６７ ５０ ４７
９６ ６８ ５０ ４７
９７ ６９ ５１ ４７
９８ ７０ ５１
９９ ７１ ５２
１００ ７２ ５２
１０１ ７３ ５３
１０２ ７４ ５４
１０３ ７５ ５５
１０４ ７６ ５６
１０５ ７７ ５７
１０６ ７７ ５７
１０７ ７８ ５８
１０８ ７８ ５８
１０９ ７９ ５９
１１０ ７９ ５９
１１１ ８０ ６０
１１２ ８０ ６０
１１３ ８１ ６１
１１４ ８１ ６１
１１５ ８２ ６１
１１６ ８２ ６２
１１７ ８３ ６２
１１８ ８３ ６２
１１９ ８４ ６３
１２０ ８４ ６３
１２１ ８４ ６３
１２２ ８４ ６３
１２３ ８４ ６３
１２４ ８４ ６３
１２５ ８４ ６４
１２６ ８５ ６４
１２７ ８５ ６４
１２８ ８５ ６４
１２９ ８５ ６４
１３０ ８５ ６４
１３１ ８６ ６４
１３２ ８６ ６４
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１３３ ８６ ６５
１３４ ８６ ６５
１３５ ８６ ６５
１３６ ８７ ６５
１３７ ８７ ６６
１３８ ８７ ６６
１３９ ８７ ６６
１４０ ８７ ６６
１４１ ８７ ６６
１４２ ８７ ６６
１４３ ８７ ６６
１４４ ８７ ６６
１４５ ８７ ６６
１４６ ８８ ６６
１４７ ８８ ６６
１４８ ８８ ６６
１４９ ８８ ６７
１５０ ８８ ６７
１５１ ８９ ６７
１５２ ８９ ６７
１５３ ８９ ６７

備考○特２級である職員を３級に昇格させた場合における本表の適用に当たっては、「昇格した日
　の前日に受けていた号給」とあるのは、「特２級に昇格した日の前日に受けていた職務の号給に、
　その者が特２級に昇格した日以後に受けた号給数から第20条の規定により受けた号給数を減じた
　号給数に相当する数を加えて得た号給」と読み替えるものとする。
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イ　教育職給料表（４）昇格時号給対応表

特２級 ３級 ４級

１ １ １ １
２ １ １ １
３ １ １ １
４ １ １ １
５ １ １ １
６ １ １ １
７ １ １ １
８ １ １ １
９ １ １ １
１０ １ １ １
１１ １ １ １
１２ １ １ １
１３ １ １ １
１４ １ １ １
１５ １ １ １
１６ １ １ １
１７ １ １ １
１８ １ １ １
１９ １ １ １
２０ １ １ １
２１ １ １ １
２２ １ １ １
２３ １ １ １
２４ １ １ １
２５ １ １ １
２６ １ １ １
２７ １ １ １
２８ １ １ １
２９ １ １ １
３０ １ １ １
３１ １ １ １
３２ １ １ １
３３ １ １ １
３４ ２ １ １
３５ ３ １ １
３６ ４ １ １
３７ ５ １ １
３８ ６ ２ １
３９ ７ ３ １
４０ ８ ４ １
４１ ９ ５ １
４２ １０ ６ １
４３ １１ ７ １
４４ １２ ８ １
４５ １３ ９ １
４６ １４ １０ １
４７ １５ １１ １
４８ １６ １２ １
４９ １７ １３ １
５０ １８ １４ ２
５１ １９ １５ ３
５２ ２０ １６ ４
５３ ２１ １７ ５
５４ ２２ １８ ６
５５ ２３ １９ ７
５６ ２４ ２０ ８
５７ ２５ ２１ ９
５８ ２６ ２２ １０
５９ ２７ ２３ １１
６０ ２８ ２４ １２
６１ ２９ ２５ １３
６２ ３０ ２６ １４
６３ ３１ ２７ １５
６４ ３２ ２８ １６
６５ ３３ ２９ １７

昇格した日の前
日に受けていた
号給

昇格後の号給
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６６ ３４ ３０ １８
６７ ３５ ３１ １９
６８ ３６ ３２ ２０
６９ ３７ ３３ ２１
７０ ３８ ３４ ２２
７１ ３９ ３５ ２３
７２ ４０ ３６ ２４
７３ ４１ ３７ ２５
７４ ４２ ３８ ２６
７５ ４３ ３９ ２７
７６ ４４ ４０ ２８
７７ ４５ ４１ ２９
７８ ４６ ４２ ３０
７９ ４７ ４３ ３１
８０ ４８ ４４ ３２
８１ ４９ ４５ ３２
８２ ５０ ４６ ３２
８３ ５１ ４７ ３３
８４ ５２ ４８ ３３
８５ ５３ ４９ ３４
８６ ５４ ５０ ３４
８７ ５５ ５１ ３５
８８ ５６ ５２ ３５
８９ ５７ ５３ ３５
９０ ５８ ５４ ３５
９１ ５９ ５５ ３５
９２ ６０ ５６ ３５
９３ ６１ ５７ ３６
９４ ６２ ５７ ３６
９５ ６３ ５８ ３６
９６ ６４ ５８ ３６
９７ ６５ ５９ ３６
９８ ６６ ５９ ３６
９９ ６７ ６０ ３６
１００ ６８ ６０ ３６
１０１ ６９ ６１ ３７
１０２ ６９ ６１ ３７
１０３ ７０ ６２ ３７
１０４ ７０ ６２ ３７
１０５ ７１ ６３ ３８
１０６ ７１ ６３ ３８
１０７ ７２ ６４ ３８
１０８ ７２ ６４ ３８
１０９ ７３ ６５ ３８
１１０ ７４ ６６
１１１ ７５ ６７
１１２ ７６ ６８
１１３ ７７ ６９
１１４ ７８ ６９
１１５ ７９ ７０
１１６ ８０ ７０
１１７ ８１ ７１
１１８ ８１ ７１
１１９ ８２ ７２
１２０ ８２ ７２
１２１ ８３ ７３
１２２ ８３ ７３
１２３ ８４ ７３
１２４ ８４ ７４
１２５ ８４ ７４
１２６ ８４ ７４
１２７ ８４ ７４
１２８ ８５ ７４
１２９ ８５ ７４
１３０ ８５ ７５
１３１ ８６ ７５
１３２ ８６ ７５
１３３ ８６ ７５
１３４ ８７ ７５
１３５ ８７ ７５
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１３６ ８７ ７６
１３７ ８８ ７６
１３８ ８８ ７６
１３９ ８８ ７７
１４０ ８８ ７７
１４１ ８８ ７７
１４２ ８８ ７７
１４３ ８９ ７７
１４４ ８９ ７７
１４５ ８９ ７７
１４６ ９０ ７７
１４７ ９０ ７７
１４８ ９０ ７８
１４９ ９１ ７８
１５０ ９１ ７８
１５１ ９１ ７８
１５２ ９２ ７８
１５３ ９２ ７９
１５４ ９２ ７９
１５５ ９３ ７９
１５６ ９３ ７９
１５７ ９３ ７９

備考○特２級である職員を３級に昇格させた場合における本表の適用に当たっては、「昇格した日
　の前日に受けていた号給」とあるのは、「特２級に昇格した日の前日に受けていた職務の号給に、
　その者が特２級に昇格した日以後に受けた号給数から第20条の規定により受けた号給数を減じた
　号給数に相当する数を加えて得た号給」と読み替えるものとする。
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ウ　行政職給料表昇格時号給対応表

２級 ３級

１ １ １
２ １ １
３ １ １
４ １ １
５ １ １
６ １ １
７ １ １
８ １ １
９ １ １
１０ １ １
１１ １ １
１２ １ １
１３ １ １
１４ １ ２
１５ １ ３
１６ １ ４
１７ １ ５
１８ １ ６
１９ １ ７
２０ １ ８
２１ １ ９
２２ １ １０
２３ １ １１
２４ １ １２
２５ １ １３
２６ １ １４
２７ １ １５
２８ １ １６
２９ １ １７
３０ １ １８
３１ １ １９
３２ １ ２０
３３ １ ２１
３４ １ ２２
３５ １ ２３
３６ １ ２４
３７ １ ２５
３８ ２ ２６
３９ ３ ２７
４０ ４ ２８
４１ ５ ２９
４２ ６ ３０
４３ ７ ３１
４４ ８ ３２
４５ ９ ３３
４６ １０ ３４
４７ １１ ３５
４８ １２ ３６
４９ １３ ３７
５０ １４ ３８
５１ １５ ３９
５２ １６ ４０
５３ １７ ４１
５４ １８ ４２
５５ １９ ４３
５６ ２０ ４４
５７ ２１ ４５
５８ ２２ ４６
５９ ２３ ４７
６０ ２４ ４８
６１ ２５ ４９
６２ ２６ ５０
６３ ２７ ５１
６４ ２８ ５２
６５ ２９ ５３

昇格した日の前
日に受けていた
号給

昇格後の号給
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６６ ３０ ５３
６７ ３１ ５４
６８ ３２ ５４
６９ ３３ ５５
７０ ３４ ５５
７１ ３５ ５６
７２ ３６ ５６
７３ ３７ ５７
７４ ３８ ５８
７５ ３９ ５９
７６ ４０ ６０
７７ ４１ ６１
７８ ４１ ６１
７９ ４２ ６２
８０ ４２ ６２
８１ ４３ ６３
８２ ４３ ６３
８３ ４４ ６４
８４ ４４ ６４
８５ ４５ ６５
８６ ４５ ６５
８７ ４６ ６６
８８ ４６ ６６
８９ ４７ ６７
９０ ４７ ６７
９１ ４８ ６８
９２ ４８ ６８
９３ ４９ ６９
９４ ４９ ６９
９５ ４９ ７０
９６ ４９ ７０
９７ ５０ ７１
９８ ５０ ７１
９９ ５０ ７２
１００ ５０ ７２
１０１ ５１ ７３
１０２ ５１ ７４
１０３ ５１ ７５
１０４ ５１ ７６
１０５ ５２ ７７
１０６ ７７
１０７ ７８
１０８ ７８
１０９ ７９
１１０ ７９
１１１ ８０
１１２ ８０
１１３ ８０
１１４ ８１
１１５ ８２
１１６ ８３
１１７ ８４
１１８ ８４
１１９ ８５
１２０ ８５
１２１ ８６
１２２ ８６
１２３ ８７
１２４ ８７
１２５ ８７
１２６ ８８
１２７ ８９
１２８ ９０
１２９ ９１
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２級 ３級

１ １ １
２ １ １
３ １ １
４ １ １
５ １ １
６ １ １
７ １ １
８ １ １
９ １ １
１０ １ １
１１ １ １
１２ １ １
１３ １ １
１４ １ ２
１５ １ ３
１６ １ ４
１７ １ ５
１８ １ ６
１９ １ ７
２０ １ ８
２１ １ ９
２２ １ １０
２３ １ １１
２４ １ １２
２５ １ １３
２６ １ １４
２７ １ １５
２８ １ １６
２９ １ １７
３０ １ １８
３１ １ １９
３２ １ ２０
３３ １ ２１
３４ １ ２２
３５ １ ２３
３６ １ ２４
３７ １ ２５
３８ ２ ２６
３９ ３ ２７
４０ ４ ２８
４１ ５ ２９
４２ ６ ３０
４３ ７ ３１
４４ ８ ３２
４５ ９ ３３
４６ １０ ３４
４７ １１ ３５
４８ １２ ３６
４９ １３ ３７
５０ １４ ３８
５１ １５ ３９
５２ １６ ４０
５３ １７ ４１
５４ １８ ４２
５５ １９ ４３
５６ ２０ ４４
５７ ２１ ４５
５８ ２２ ４６
５９ ２３ ４７
６０ ２４ ４８
６１ ２５ ４９
６２ ２６ ５０
６３ ２７ ５１
６４ ２８ ５２
６５ ２９ ５３

昇格した日の前
日に受けていた
号給

昇格後の号給

エ　医療職給料表（２）昇格時号給対応表
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６６ ３０ ５３
６７ ３１ ５４
６８ ３２ ５４
６９ ３３ ５５
７０ ３４ ５５
７１ ３５ ５６
７２ ３６ ５６
７３ ３７ ５７
７４ ３８ ５８
７５ ３９ ５９
７６ ４０ ６０
７７ ４１ ６１
７８ ４２ ６１
７９ ４３ ６２
８０ ４４ ６２
８１ ４５ ６３
８２ ４６ ６３
８３ ４７ ６４
８４ ４８ ６４
８５ ４９ ６５
８６ ５０ ６５
８７ ５１ ６６
８８ ５２ ６６
８９ ５３ ６７
９０ ５３ ６７
９１ ５４ ６８
９２ ５４ ６８
９３ ５５ ６９
９４ ５５ ６９
９５ ５６ ７０
９６ ５６ ７０
９７ ５７ ７１
９８ ７１
９９ ７２
１００ ７２
１０１ ７３
１０２ ７４
１０３ ７５
１０４ ７６
１０５ ７７
１０６ ７７
１０７ ７８
１０８ ７８
１０９ ７９
１１０ ７９
１１１ ８０
１１２ ８０
１１３ ８０
１１４ ８１
１１５ ８２
１１６ ８３
１１７ ８４
１１８ ８４
１１９ ８５
１２０ ８５
１２１ ８６
１２２ ８６
１２３ ８７
１２４ ８７
１２５ ８７
１２６ ８８
１２７ ８９
１２８ ９０
１２９ ９１
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別表第９（第１９条関係） 

昇 給 号 給 数 表 

昇格区分   Ａ   Ｂ   Ｃ   Ｄ   Ｅ 

昇給の号

給数 

６ ５又は４ ３ ３～１ ０ 

４ ４ ４ ３～１ ０ 

２ １ ０ ０ ０ 

 備考 

１ この表に定める上段の号給数は、教育職給料表（３）又は教育職給

料表（４）の適用を受ける教職員でその職務の級が４級であるものの

うち、教職員給与条例第１０条第６項の規定の適用を受けないものに

適用する。 

２ この表に定める中段の号給数は、上段及び下段の適用を受ける教職

員以外の教職員に適用する。 

３ この表に定める下段の号給数は、教職員給与条例第１０条第６項の

規定の適用を受ける教職員に適用する。 
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×義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。

××平成２９年３月３１日

             北九州市人事委員会委員長×河×原×一×雅××

北九州市人事委員会規則第３号

×××義務教育等教員特別手当に関する規則の一部を改正する規則×××××

×義務教育等教員特別手当に関する規則（昭和５０年北九州市人事委員会規則

第２１号）の一部を次のように改正する。

×第１条中「「条例」を「「給与条例」に改め、「第２５条の３」の次に「及

び北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の給与に関する条例

（平成２８年北九州市条例第５７号。以下「教職員給与条例」という。）第３

７条」を加える。

×第２条を削る。

×第３条の見出しを「（高等学校に勤務する教育職員）」に改め、同条中「条

例」を「給与条例」に改め、同条を第２条とする。

×第４条第１項中「第２条に規定する教育職員に支給する」を削り、「その者

の属する職務の級及びその者の受ける号給（その者が地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号。以下この条において「法」という。）第２８条の４第１項

、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定により採

用された職員であるときは、その者の属する職務の級とする。）に対応する別

表」を「次の各号に掲げる職員の区分に応じて当該各号」に改め、「第２条第

３項」の次に「又は北九州市立の小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の

勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成２８年北九州市条例第６０号。以

下「教職員勤務時間条例」という。）第２条第３項」を加え、「同条第１項」

を「勤務時間条例第２条第１項又は教職員勤務時間条例第２条第１項」に、「

、法」を「、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下この条において

「法」という。）」に改め、「第２条第４項」の次に「又は教職員勤務時間条

例第２条第４項」を、「第２条第５項」の次に「又は教職員勤務時間条例第２

条第５項」を加え、同項に次の各号を加える。

（１） 給与条例第２５条の３第１項に規定する教育職員で給与条例第５条

第１項第３号アに掲げる教育職給料表（１）の適用を受けるもの その者

の属する職務の級及びその者の受ける号給（その者が法第２８条の４第１

項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１項若しくは第２項の規定に

より採用された職員であるときは、その者の属する職務の級とする。以下

同じ。）に対応する別表第１に掲げる額
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（２） 教職員給与条例第３７条第１項に規定する教育職員で教職員給与条

例第７条第１項第１号アに掲げる教育職給料表（３）の適用を受けるもの

その者の属する職務の級及びその者の受ける号給に対応する別表第２に

掲げる額

（３） 教職員給与条例第３７条第１項に規定する教育職員で教職員給与条

例第７条第１項第１号イに掲げる教育職給料表（４）の適用を受けるもの

その者の属する職務の級及びその者の受ける号給に対応する別表第３に

掲げる額

×第４条第２項中「教諭及び養護教諭にあっては条例別表第３のア 教育職給

料表（１）備考第３項第１号に規定する２級１号給に対応する別表に掲げる額

、講師、助教諭、養護助教諭及び実習助手にあっては同項第２号に規定する１

級７号給に対応する同表に掲げる額にそれぞれ勤務時間条例第２条第５項の規

定により定められたその者の勤務時間を同条第１項の規定により定められた勤

務時間で除して得た数を乗じて得た」を「次の各号に掲げる職員の区分に応じ

て当該各号に掲げる」に改め、同項に次の各号を加える。

（１） 高等学校に勤務する教諭及び養護教諭 給与条例別表第３のア 教

育職給料表（１）備考第３項第１号に規定する２級１号給に対応する別表

第１に掲げる額に勤務時間条例第２条第５項の規定により定められたその

者の勤務時間を同条第１項の規定により定められた勤務時間で除して得た

数を乗じて得た額

（２） 高等学校に勤務する講師、助教諭、養護助教諭及び実習助手 給与

条例別表第３のア 教育職給料表（１）備考第３項第２号に規定する１級

７号給に対応する別表第１に掲げる額に勤務時間条例第２条第５項の規定

により定められたその者の勤務時間を同条第１項の規定により定められた

勤務時間で除して得た数を乗じて得た額

（３） 特別支援学校に勤務する教諭、養護教諭及び栄養教諭 教職員給与

条例別表第１のア 教育職給料表（３）備考第３項第１号に規定する２級

３号給に対応する別表第２に掲げる額に教職員勤務時間条例第２条第５項

の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項の規定により定め

られた勤務時間で除して得た数を乗じて得た額

（４） 特別支援学校に勤務する講師、助教諭及び養護助教諭 教職員給与

条例別表第１のア 教育職給料表（３）備考第３項第２号に規定する１級

５号給に対応する別表第２に掲げる額に教職員勤務時間条例第２条第５項

の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項の規定により定め

られた勤務時間で除して得た数を乗じて得た額

269



（５） 小学校又は中学校に勤務する教諭、養護教諭及び栄養教諭 教職員

給与条例別表第１のイ 教育職給料表（４）備考第３項第１号に規定する

２級５号給に対応する別表第３に掲げる額に教職員勤務時間条例第２条第

５項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項の規定により

定められた勤務時間で除して得た数を乗じて得た額

（６） 小学校又は中学校に勤務する講師、助教諭及び養護助教諭 教職員

給与条例別表第１のイ 教育職給料表（４）備考第３項第２号に規定する

１級３号給に対応する別表第３に掲げる額に教職員勤務時間条例第２条第

５項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項の規定により

定められた勤務時間で除して得た数を乗じて得た額

第４条を第３条とし、第５条を第４条とする。

×別表中「第４条」を「第３条」に改め、同表を別表第１とし、同表の次に次

の２表を加える。
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別表第２（第３条関係）

教職

員の

区分 

職務の級 

号給 

１級 ２級 特２級 ３級 ４級 

再任

用教

職員

以外

の教

職員 

１号給から４号給

まで 

５号給から８号給

まで 

９号給から１２号

給まで 

１３号給から１６

号給まで 

１７号給から２０

号給まで 

２１号給から２４

号給まで 

２５号給から２８

号給まで 

２９号給から３２

号給まで 

３３号給から３６

号給まで 

３７号給から４０

号給まで 

４１号給から４４

号給まで 

４５号給から４８

号給まで 

４９号給から５２

号給まで 

５３号給から５６

号給まで 

５７号給から６０

号給まで 

円 

２，０００ 

２，０００ 

２，１００ 

２，２００ 

２，３００ 

２，４００ 

２，６００ 

２，７００ 

２，８００ 

２，９００ 

３，１００ 

３，２００ 

３，３００ 

３，４００ 

３，５００ 

円 

２，３００ 

２，４００ 

２，５００ 

２，６００ 

２，８００ 

２，９００ 

３，０００ 

３，２００ 

３，３００ 

３，５００ 

３，８００ 

４，１００ 

４，３００ 

４，５００ 

４，８００ 

円 

３，５００ 

３，７００ 

３，８００ 

４，０００ 

４，３００ 

４，５００ 

４，７００ 

４，９００ 

５，１００ 

５，３００ 

５，４００ 

５，６００ 

５，７００ 

５，８００ 

６，０００ 

円 

４，４００ 

４，５００ 

４，９００ 

５，１００ 

５，２００ 

５，４００ 

５，５００ 

５，７００ 

５，９００ 

６，０００ 

６，３００ 

６，４００ 

６，６００ 

６，８００ 

６，９００ 

円 

６，０００ 

６，３００ 

６，４００ 

６，６００ 

６，８００ 

６，９００ 

７，１００ 

７，２００ 

７，４００ 

７，５００ 

７，６００ 

７，７００ 

７，９００ 

８，０００ 

８，０００ 
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 ６１号給から６４

号給まで 

６５号給から６８

号給まで 

６９号給から７２

号給まで 

７３号給から７６

号給まで 

７７号給から８０

号給まで 

８１号給から８４

号給まで 

８５号給から８８

号給まで 

８９号給から９２

号給まで 

９３号給から９６

号給まで 

９７号給から１０

０号給まで 

１０１号給から１

０４号給まで 

１０５号給から１

０８号給まで 

１０９号給から１

１２号給まで 

１１３号給から１

１６号給まで 

１１７号給から１

２０号給まで 

１２１号給から１

２４号給まで 

１２５号給から１

２８号給まで 

１２９号給から１

３２号給まで 

３，６００ 

３，７００ 

３，８００ 

３，９００ 

４，０００ 

４，１００ 

４，１００ 

４，２００ 

４，３００ 

４，４００ 

４，４００ 

４，５００ 

４，５００ 

４，６００ 

４，７００ 

４，７００ 

４，８００ 

４，９００ 

４，９００ 

５，１００ 

５，３００ 

５，４００ 

５，５００ 

５，６００ 

５，８００ 

５，９００ 

６，２００ 

６，３００ 

６，４００ 

６，５００ 

６，６００ 

６，７００ 

６，８００ 

６，９００ 

６，９００ 

６，９００ 

６，３００ 

６，４００ 

６，５００ 

６，７００ 

６，８００ 

６，９００ 

６，９００ 

７，０００ 

７，２００ 

７，２００ 

７，２００ 

７，３００ 

７，４００ 

７，４００ 

７，５００ 

７，０００ 

７，１００ 

７，２００ 

７，３００ 

７，４００ 

７，５００ 

７，５００ 

７，６００ 

７，６００ 

７，７００ 

８，０００ 

８，０００ 
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 １３３号給から１

３６号給まで 

１３７号給から１

４０号給まで 

１４１号給から１

４４号給まで 

１４５号給から１

４８号給まで 

１４９号給から１

５２号給まで 

１５３号給から１

５６号給まで 

１５７号給から１

６０号給まで 

１６１号給から１

６４号給まで 

１６５号給から１

６８号給まで 

１６９号給から１

７２号給まで 

１７３号給から１

７６号給まで 

１７７号給 

４，９００ 

４，９００ 

５，０００ 

５，１００ 

５，１００ 

５，１００ 

５，２００ 

５，３００ 

５，３００ 

５，３００ 

５，４００ 

５，４００ 

７，０００ 

７，１００ 

７，１００ 

７，２００ 

７，２００ 

７，２００ 

再任

用教

職員 

 ３，２００ ３，８００ ４，５００ ５，１００ ６，４００ 
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別表第３（第３条関係）

教職

員の

区分 

職務の級 

号給 

１級 ２級 特２級 ３級 ４級 

再任

用教

職員

以外

の教

職員 

１号給から４号給

まで 

５号給から８号給

まで 

９号給から１２号

給まで 

１３号給から１６

号給まで 

１７号給から２０

号給まで 

２１号給から２４

号給まで 

２５号給から２８

号給まで 

２９号給から３２

号給まで 

３３号給から３６

号給まで 

３７号給から４０

号給まで 

４１号給から４４

号給まで 

４５号給から４８

号給まで 

４９号給から５２

号給まで 

５３号給から５６

号給まで 

５７号給から６０

号給まで 

円 

２，０００ 

２，０００ 

２，１００ 

２，２００ 

２，３００ 

２，４００ 

２，６００ 

２，７００ 

２，８００ 

２，９００ 

３，１００ 

３，２００ 

３，３００ 

３，４００ 

３，５００ 

円 

２，１００ 

２，３００ 

２，４００ 

２，５００ 

２，６００ 

２，８００ 

２，９００ 

３，０００ 

３，２００ 

３，３００ 

３，７００ 

３，８００ 

４，１００ 

４，３００ 

４，５００ 

円 

３，５００ 

３，７００ 

３，８００ 

４，０００ 

４，３００ 

４，５００ 

４，７００ 

４，９００ 

５，１００ 

５，３００ 

５，４００ 

５，６００ 

５，７００ 

５，８００ 

６，１００ 

円 

３，８００ 

４，０００ 

４，２００ 

４，４００ 

４，５００ 

４，９００ 

５，１００ 

５，２００ 

５，４００ 

５，５００ 

５，７００ 

５，９００ 

６，１００ 

６，３００ 

６，４００ 

円 

６，３００ 

６，４００ 

６，６００ 

６，７００ 

６，８００ 

６，９００ 

７，１００ 

７，２００ 

７，４００ 

７，５００ 

７，６００ 

７，７００ 

７，９００ 

８，０００ 

８，０００ 
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６１号給から６４

号給まで 

６５号給から６８

号給まで 

６９号給から７２

号給まで 

７３号給から７６

号給まで 

７７号給から８０

号給まで 

８１号給から８４

号給まで 

８５号給から８８

号給まで 

８９号給から９２

号給まで 

９３号給から９６

号給まで 

９７号給から１０

０号給まで 

１０１号給から１

０４号給まで 

１０５号給から１

０８号給まで 

１０９号給から１

１２号給まで 

１１３号給から１

１６号給まで 

１１７号給から１

２０号給まで 

１２１号給から１

２４号給まで 

１２５号給から１

２８号給まで 

１２９号給から１

３２号給まで 

３，６００ 

３，７００ 

３，８００ 

３，９００ 

４，０００ 

４，１００ 

４，１００ 

４，２００ 

４，３００ 

４，４００ 

４，４００ 

４，５００ 

４，５００ 

４，６００ 

４，７００ 

４，７００ 

４，８００ 

４，９００ 

４，８００ 

４，９００ 

５，１００ 

５，３００ 

５，４００ 

５，５００ 

５，６００ 

５，８００ 

６，１００ 

６，２００ 

６，３００ 

６，４００ 

６，５００ 

６，６００ 

６，７００ 

６，８００ 

６，９００ 

６，９００ 

６，３００ 

６，４００ 

６，５００ 

６，７００ 

６，８００ 

６，９００ 

６，９００ 

７，０００ 

７，２００ 

７，２００ 

７，２００ 

７，３００ 

７，４００ 

７，４００ 

７，５００ 

６，６００ 

６，８００ 

６，９００ 

７，０００ 

７，１００ 

７，２００ 

７，３００ 

７，４００ 

７，５００ 

７，５００ 

７，６００ 

７，６００ 

７，６００ 

８，０００ 

８，０００ 
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１３３号給から１

３６号給まで 

１３７号給から１

４０号給まで 

１４１号給から１

４４号給まで 

１４５号給から１

４８号給まで 

１４９号給から１

５２号給まで 

１５３号給から１

５６号給まで 

１５７号給 

４，９００ 

４，９００ 

６，９００ 

７，０００ 

７，１００ 

７，１００ 

７，２００ 

７，２００ 

７，２００ 

再任

用教

職員 

３，２００ ３，８００ ４，５００ ５，１００ ６，４００ 
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付×則

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。
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北九州市立の高等学校及び幼稚園の教育職員の教職調整額の支給方法等に関

する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成２９年３月３１日

             北九州市人事委員会委員長 河 原 一 雅

北九州市人事委員会規則第４号

北九州市立の高等学校及び幼稚園の教育職員の教職調整額の支給

方法等に関する規則の一部を改正する規則

北九州市立の高等学校及び幼稚園の教育職員の教職調整額の支給方法等に関

する規則（平成７年北九州市人事委員会規則第１号）の一部を次のように改正

する。

 題名及び第１条中「高等学校及び幼稚園」を「義務教育諸学校等」に改める

。

付 則

 この規則は、平成２９年４月１日から施行する。
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外国の地方公共団体の機関等に派遣される北九州市職員の処遇等に関する規

則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成２９年３月３１日

             北九州市人事委員会委員長 河 原 一 雅

北九州市人事委員会規則第５号

外国の地方公共団体の機関等に派遣される北九州市職員の処遇等

に関する規則の一部を改正する規則

外国の地方公共団体の機関等に派遣される北九州市職員の処遇等に関する規

則（昭和６３年北九州市人事委員会規則第５号）の一部を次のように改正する

。

 第３条第３項中「昭和３８年北九州市条例第２４号」の次に「。以下「給与

条例」という。」を、「第８条第４項」の次に「又は北九州市立の小学校、中

学校及び特別支援学校の教職員の給与に関する条例（平成２８年北九州市条例

第５７号。以下「教職員給与条例」という。）第１０条第４項」を加え、「同

条第５項」を「給与条例第８条第５項若しくは第６項又は教職員給与条例第１

０条第５項若しくは第６項」に、「の勤務成績の割合」を「又は北九州市立の

小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の期末手当及び勤勉手当に関する規

則（平成２９年北九州市教育委員会規則第１０号）第１８条の勤務成績による

割合」に改める。

付 則

 この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

279



北九州市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例第１０条第５項に規定

する職員団体の機関に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成２９年３月３１日

             北九州市人事委員会委員長 河 原 一 雅  

北九州市人事委員会規則第６号

北九州市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例第１０条第

５項に規定する職員団体の機関に関する規則の一部を改正する規

則

北九州市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例第１０条第５項に規定

する職員団体の機関に関する規則（昭和４４年北九州市人事委員会規則第１２

号）の一部を次のように改正する。

題名を次のように改める。

  任命権者が組合休暇を与えることができる登録職員団体の機関に

関する規則

本則中「第１０条第５項」の次に「及び北九州市立の小学校、中学校及び特

別支援学校の教職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成２８年北九

州市条例第６０号）第１４条第５項」を加える。

付 則

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。
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北九州市職員の退職管理に関する規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。

平成２９年３月３１日

             北九州市人事委員会委員長 河 原 一 雅  

北九州市人事委員会規則第７号

北九州市職員の退職管理に関する規則の一部を改正する規則

北九州市職員の退職管理に関する規則（平成２８年北九州市人事委員会規則

第９号）の一部を次のように改正する。

第４条中「昭和３８年北九州市条例第２５号）」の次に「又は北九州市立の

小学校、中学校及び特別支援学校の教職員の退職手当に関する条例（平成２８

年北九州市条例第５８号）」を加える。

付 則

この規則は、平成２９年４月１日から施行する。
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北九州市管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則をここに公布

する。

平成２９年３月３１日

             北九州市人事委員会委員長 河 原 一 雅  

北九州市人事委員会規則第８号

北九州市管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則

北九州市管理職員等の範囲を定める規則（昭和４１年北九州市人事委員会規

則第１７号）の一部を次のように改正する。

別表の個別の議会事務局の項中「議事堂の秩序維持を担当する担当係長」を

削り、同表の個別の市長部局の本庁の項中「法規係長 訟務係長 管理第一係

長 管理第二係長」を「管理第一係長 管理第二係長 法規係長 訟務係長」

に改め、同表の個別の教育委員会の本庁の項中

「 

                                 」

「

                                 」

改める。

付 則

 この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

〔総務部〕人事係長

〔学務部〕教職員係長 給与厚生係長 管理係長 選考試験を担当

する担当係長 権限移譲を担当する担当係長

〔総務部〕人事係長

〔教職員部〕教職員係長 人事制度係長 服務争訟係長 給与制度

係長 給与支給係長 労務厚生係長 選考試験を担当する担当係

長 職員団体を担当する係員

に

を
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不利益処分についての審査請求に関する規則の一部を改正する規則をここに

公布する。

平成２９年３月３１日

             北九州市人事委員会委員長 河 原 一 雅  

北九州市人事委員会規則第９号

不利益処分についての審査請求に関する規則の一部を改正する規

則

不利益処分についての審査請求に関する規則（平成９年北九州市人事委員会

規則第２号）の一部を次のように改正する。

目次中「第１７条」を「第１６条の２」に改める。

第３条第２項に次の１号を加える。

（１０） 法第４９条の３に規定する期間（第４条の２及び第５３条第１項

第１号において「審査請求期間」という。）の経過後において審査請求を

する場合には、第４条の２に規定する正当な理由

第４条の次に次の１条を加える。

（審査請求期間）

第４条の２ 審査請求が審査請求期間経過後になされた場合でも、そのことに

つき正当な理由があると認められるときは、当該審査請求は審査請求期間内

になされたものとみなす。

第６条の次に次の１条を加える。

（手続の承継）

第６条の２ 審査請求人が死亡したときは、相続人その他法令により審査請求

の目的である処分に係る権利を承継した者（以下この条及び第５３条第１項

第３号において「相続人等」という。）は、審査請求人の地位を承継する。

２ 審査請求人の地位を承継した相続人等は、当該審査請求人の死亡の日の翌

日から起算して６月以内に、書面でその旨を人事委員会に届け出なければな

らない。この場合において、届出書には、当該地位の承継を証明する書面を

添付しなければならない。

３ 第１項の場合において、前項の規定による届出がされるまでの間に審査請

求人に宛ててされた通知その他の行為が審査請求人の地位を承継した相続人

等に到達したときは、当該通知その他の行為は、当該相続人等に対する通知

その他の行為としての効力を有する。 

４ 第１項の場合において、審査請求人の地位を承継した相続人等が２人以上

あるときは、そのうちの１人に対する通知その他の行為は、これらの相続人

等の全員に対してされたものとみなす。 
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５ 第１項に規定する場合において、相続人等が審査請求人の地位を承継しな

い旨を人事委員会に申し出たときは、同項の規定にかかわらず、相続人等は

審査請求人の地位を承継しない。 

第５章第１節中第１７条の前に次の１条を加える。

（審理の計画的進行）

第１６条の２ 当事者及び代理人並びに人事委員会は、円滑かつ迅速で公正な

審理の実現のため、審理において、相互に協力するとともに、審理の計画的

な進行を図らなければならない。

 第３２条第１項第６号中「記録」の次に「（証人の尋問において第３９条第

５項の措置をとったときは、その旨を含む。）」を加える。

第３９条に次の１項を加える。

５ 審理長は、事案の性質、証人の心身の状態、証人と当事者又は代理人との

関係その他の事情により、証人が当事者、代理人又は傍聴人の面前で陳述す

るときに圧迫を受け精神の平穏を著しく害されるおそれがあると認める場合

であって、相当と認めるときは、当事者、代理人又は傍聴人と証人との間で

、相互に相手の状態を認識することができないようにするための措置をとる

ことができる。この場合にあっては、当事者及び証人の意見を聴くものとす

る。

 第５３条第１項第１号中「法第４９条の３に規定する期間」を「審査請求期

間」に改め、同項中第３号を第５号とし、第２号の次に次の２号を加える。

（３） 審査請求人が死亡した場合において、その地位が承継されないとき

又は相続人等がないとき若しくは知れないとき。

（４） 審査請求人が死亡した場合において、その死亡の日の翌日から起算

して６月以内に、第６条の２第２項の規定による届出がないとき。

付 則

 （施行期日）

１ この規則は、平成２９年４月１日から施行する。

 （経過措置）

２ この規則の施行の日前から引き続き係属している審査請求のうち、同日前

に審査請求人が死亡しているものに係る改正後の第６条の２第２項及び第５

３条第１項第４号の規定の適用については、これらの規定中「当該審査請求

人の死亡の日」とあり、及び「その死亡の日」とあるのは、「平成２９年４

月１日」とする。
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 公益的法人等への北九州市職員の派遣等に関する規則の一部を改正する規則

をここに公布する。

  平成２９年３月３１日

             北九州市人事委員会委員長 河 原 一 雅

北九州市人事委員会規則第１０号

   公益的法人等への北九州市職員の派遣等に関する規則の一部を改

   正する規則

 公益的法人等への北九州市職員の派遣等に関する規則（平成１４年北九州市

人事委員会規則第１６号）の一部を次のように改正する。

別表第１の条例第２条第１項第１号の人事委員会規則で定める法人の項中「

                       「公益財団法人アジア女性

公益財団法人アジア女性交流・研究フォーラム」を 公益財団法人アジア成長

                        公益財団法人北九州観光

交流・研究フォーラム

研究所        に改め、「公益財団法人アジア成長研究所」及び「公

コンベンション協会 」

益財団法人西日本産業貿易コンベンション協会」を削り、同表の条例第２条第

１項第３号の人事委員会規則で定める法人の項中「公益社団法人北九州市観光

協会」を削る。

   付 則

 この規則は、平成２９年４月１日から施行する。
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 職員の昇任試験に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

  平成２９年３月３１日

             北九州市人事委員会委員長 河 原 一 雅

北九州市人事委員会規則第１１号

   職員の昇任試験に関する規則の一部を改正する規則

 職員の昇任試験に関する規則（平成２８年北九州市人事委員会規則第８号）

の一部を次のように改正する。

別表第１の行政職の項中「行政職」の次に「（学校事務職員を除く。）」を

加える。

   付 則

 この規則は、平成２９年４月１日から施行する。
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北九州市人事委員会告示第１号

 不利益処分についての審査請求及び再審に関する提出書面の様式（平成２８

年北九州市人事委員会告示第１号）の一部を次のように改正し、平成２９年４

月１日から施行する。

平成２９年３月３１日

北九州市人事委員会  

 不利益処分についての審査請求及び再審に関する提出書面の様式の表審査請

求書記載事項変更届の項の次に次のように加える。

審査請求承継届出書 第２号の２様式 第６条の２第２項

審査請求不承継申出書 第２号の３様式 第６条の２第５項

 第１号様式中

「

                                  を

                                 」

「

                                  に

                                 」

改める。

第２号様式の次に次の２様式を加える。

口頭審理を請求する場合はその

旨及び公開又は非公開の別

口頭審理を請求する場合はその

旨及び公開又は非公開の別

地方公務員法第４９条の３に規

定する期間の経過後において審

査請求をする場合には、そのこ

とについての正当な理由
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第２号の２様式（第６条の２関係）

            審査請求承継届出書

                        年  月  日  

北九州市人事委員会 御中

相続人等

氏  名    

住  所

（電話番号）

審査請求人          に係る    年（審）第  号事

案について、同人が    年  月  日に死亡したことにより、審

査請求人の地位を承継したので、不利益処分についての審査請求に関す

る規則第６条の２第２項の規定により、届け出ます。

 注１ 提出部数は、１部とする。

  ２ 届出書には地位の承継を証明する書面を添付すること。

（日本工業規格Ａ４）

印
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第２号の３様式（第６条の２関係）

           審査請求不承継申出書

                        年  月  日  

北九州市人事委員会 御中

相続人等

氏  名    

住  所

（電話番号）

審査請求人          に係る    年（審）第  号事

案について、同人が    年  月  日に死亡したが、審査請求人

の地位は承継しないため、不利益処分についての審査請求に関する規則

第６条の２第５項の規定により、申し出ます。

 注 提出部数は、１部とする。

（日本工業規格Ａ４）

印
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第１４号様式の注書第１項中「正本及び副本各」を削る。
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北九州市監査委員訓令第１号

                             庁中一般  

北九州市監査事務処理規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

  平成２９年３月３１日

北九州市監査委員 江 本   均

同        廣 瀨 隆 明

同        香 月 耕 治

同        福 島   司

   北九州市監査事務処理規程の一部を改正する訓令

北九州市監査事務処理規程（昭和４６年北九州市監査委員訓令第２号）の一

部を次のように改正する。

 第５条第１号中「定期監査」を「財務監査」に、「第１９９条第４項」を「

第１９９条第 1 項」に改め、「、毎会計年度あらかじめ定める期日に」を削り
、同条中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号から第１６号までを１号

ずつ繰り上げ、同条に次の１項を加える。

２ 前項第１号に規定する財務監査は、法第１９９条第４項の規定による定期

監査、又は法第１９９条第５項の規定による随時監査として実施する。

 第１１条を次のように改める。

 （監査等の基準）

第１１条 監査等の実施上の基準は、都市監査基準（平成２７年８月２７日全

国都市監査委員会制定）による。ただし、これにより難い場合は、別に定め

る。

 第１４条を次のように改める。

（講評）

第１４条 講評は、原則として、監査の結果に関する報告の決定又は審査の結

果に関する意見の決定の前に行い、対象部局等の長から弁明、見解等を聴取

するものとする。

 第１５条第１項第１号中「定期監査、随時監査」を「財務監査」に改める。

   付 則

 この訓令は、平成２９年４月１日から施行する。
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